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《注釈》 

・提出された意見を引用するに当たっては、必要に応じ、事務局において趣旨を損なわない範囲で要約している。 

・「考え方」の記載に当たっては、読みやすさの観点から以下の略号を用いている。 

○：報告書案に賛同するご意見。 

☆：今後の検討に当たって参考又は留意すべきご意見。 

    「考え方」で引用している報告書のページは、修正後の報告書（案）のページ。 
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第１章 ＩＰ化の進展に伴う競争環境の変化と競争ルール見直しの必要性 

１．ＩＰ化の進展に伴う競争環境の変化 

 
項  目 

提出者 
意 見  考 え 方 

（１）ブロードバンド化の

進展 
ＫＤＤＩ 

ブロードバンド化は固定通信の分野と同様、移動通信分野でも進展している。加入電話を超える規

模にまで普及した移動通信の伸張は、通信のパーソナル化を示すものであり、この傾向は今後も見込

まれることから、市場の動向を踏まえて競争ルールを見直すには、固定・移動両面でのブロードバン

ド化を視野に入れることが必要。 

☆ 

 

２．ＩＰ化の進展に対応した競争ルール見直しの必要性 

 

提出者 
意 見  考 え 方 

ソフトバンク 

競争ルールの見直しについて、「行政当局は可能な限りそのロードマップを明確にし、政策の予見

可能性（Ｐｒｅｄiｃｔａｂｉｌｉｔｙ）を高めていくことが必要である」とする報告書案に賛同。

なお、当該ロードマップに則って、各種検討が行われていくものと考えるが、報告書案にあるとお

り検討の過程において定期的なモニタリング、進捗報告、リボルビングを実施することは有効。 

○ 

定期的なモニタリング、進捗報告、

リボルビングの実施等については、第

７章に記述のとおり。 

ＮＴＴコム 

本報告書が、「検討のロードマップ」の明確化を目的とするという記載を支持。本報告書の内容は、

競争ルールの在り方を予断するものではなく、検討課題を示すものであり、それぞれの項目について

は、今後、意見募集等の所定の手続きを経て検討されるべきものであると理解。 

○ 

ご指摘の点については、競争ルール

の策定・見直しプロセスの透明性の確

保として第２章１（５）に記述のとお

り。 

ニフティ、ＪＡＩＰＡ 

垂直統合のビジネスモデルは、各レイヤーにおける自由な発展を阻害しかねないことを懸念してお

り、各レイヤー間のインターフェースのオープン化はビジネス上も、また標準化という点でも重要。

垂直統合ビジネスモデルに対応する競争ルールを取り入れることに賛同。 

○ 

経団連 

今般、報告書案において、競争ルールの見直しの必要性を指摘し、具体的な政策案とルール整備ま

でのロードマップを提示したことを高く評価したい。今後は、目指すべき社会の姿を描いた上で、報

告書のとりまとめや具体的な競争ルールの整備等に取り組むことを期待。  

○ 
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第２章 ＩＰ化の進展に対応した競争政策に関する基本的考え方 

１．ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの運用原則 

 
項  目 

提出者 
意 見  考 え 方 

ソ フ ト バ

ンク 

ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの検討に際して、その運用原則として報告書案記載の５つを定

めることは適当。 

これらの中でも、物理網レイヤーと通信サービスレイヤーからなる「通信レイヤー」における公正

競争の確保は、ＩＰへの移行が進展した場合においても、ＮＴＴ東西の有する設備のボトルネック性

に大きな変化が見られないことを考慮すると、市場支配力を有する事業者と競争事業者との間の公平

な競争環境を実現する上で、必須の要件であり、特に重要。 

○ 

経団連 

報告書案のＩＰ化の進展に対応した競争ルールの運用原則は妥当であるが、通信・放送を包含した

新たな政策・法体系の青写真を示し、２０１０年からの施行を前提とし、可能なところから、早急に

検討に着手すべき。 

○ 

通信と放送に関する総合的な法体系

の検討については、本懇談会における

議論の対象外である。 

総論 

Ｎ Ｔ Ｔ ド

コモ 

「１．ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの運用原則」として、事前規制は事業法や独占禁止法に

おいて事後的に対処できない場合に限るなど最小限にとどめることが基本となるべき。 

また、平成１８年５月１０日の追加意見招請に対しても述べたとおり、「電気通信サービス市場の

発展のためには、物理網レイヤーにおいて各事業者がインセンティブをもって安全性・信頼性の高い

ＮＷ構築に向けた設備投資競争を行うことが最も重要であり、物理網レイヤーにおける設備投資競争

を促進させることができれば、従来の電気通信設備に着目した事前規制は不要となり、仮に是正され

るべき行為がいずれかのレイヤーで生じた場合に、事後的に対処することで十分となるもの」と考え、

また、「垂直統合型ビジネスモデルの発展は事業者の創意工夫と技術革新によるところが大きいため、

事前にこれらを規制するべきではなく、さらに、垂直統合ビジネスモデル自体は独占禁止法上問題な

いと考えられ、また効率性を高める側面もあることから、事後的な対処としても慎重さが求められる

もの」と考える。 

加えて、Ｐ１２「接続実態を踏まえつつ必要に応じてインターフェースのオープン化を図ることを

原則とする」との記載があるが、Ｐ１５「設備競争とサービス競争の双方を促進し、設備のボトルネ

ック性に起因する市場支配力の濫用の懸念がなくなったと判断される場合には、ドミナント事業者に

対する規制を解除するなど、設備競争とサービス競争の適正なバランスを計っていくことが必要」と

あることから、「必要に応じて」とはボトルネック性が生じる場合と限定して考えられるべきところ、

設備事業者及びサービス事業者の予測可能性を高め競争中立的な市場環境を整えるために、「必要に

応じて」とはボトルネック性が生じる場合である旨明確化しておくことが必要と考える。 

事前規制は最小限にすべきことはご

指摘のとおりであり、そのことは、事

前規制から事後規制への転換という流

れにも一致する（第１章２に記述のと

おり）。 

垂直統合型ビジネスモデルについて

は、本章１（２）に記述のとおり、一

義的に規制を加えること等を意図する

ものではない。 

なお、Ｐ１２の記述は設備競争とサ

ービス競争の関係で述べられたもので

あり、Ｐ９のレイヤー間の公正競争確

保という観点からのインターフェース

のオープン化の議論と同列に論じるこ

とは適当でないと考える。 

ちなみに、第３章３（６）に記述の

とおり、「一般に、市場支配力の認定は

設備のボトルネック性のみを十分条件

とするものではない。すなわち、設備

のボトルネック性がある場合の他、市

場シェアが高い等の市場要因によっ

て、当該市場において価格支配力を行

使し得るかどうかという観点から市場

支配力の認定が行われる」べきもので

ある。 
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（１）通信レイヤーにおけ

る公正競争の確保 
イー・アク

セス 

ＩＰ化の進展にともない、ネットワークの構造もしくはビジネスモデルが変化する場合でも、競争

の活性化のためには、通信レイヤーにおける公正競争の確保は必要であるので、運用原則の項目の一

とすることに賛成。 

○ 

ＫＤＤＩ 

ＩＰ化が進展しても固定系加入者回線設備（線路敷設基盤を含む）という強固なボトルネック性を

有する設備を保有し続けるＮＴＴ東・西については、その市場支配力が上位レイヤーに及ばないよう、

設備開放ルールの厳格な運用が必要。ＮＴＴ東・西が構築する次世代ネットワークについては、プラ

ットフォームレイヤーも第一種指定電気通信設備とし、公正な競争が上位レイヤーにおいても担保さ

れるよう競争ルールを整備することが必要。 

一方、設備ベースでの競争が進展している移動通信については、新規参入や番号ポータビリティ制

度の導入により、競争が一層激化することから、事業者の自由な事業活動を束縛することのないよう

注視すべき。 

垂直統合型ビジネスモデルに対応し

た公正競争の確保に当たっては、ご指

摘の点にも留意しつつ検討する必要が

あると考える。 

なお、移動通信市場において設備ベ

ースの競争が生じていることは事実で

あるが、他方、周波数の有限性から市

場が寡占性を有している面がある点に

も着目する必要がある。 

ソ フ ト バ

ンク 

ＩＰ化の進展により、今後、上位レイヤーと下位レイヤーとの融合が進んでいくことが想定される、

下位レイヤーの市場支配力はネットワークのボトルネック性と密接に関係するものであり、容易に解

消できるものではない点において、下位レイヤーの市場支配力の行使の方により注意を払う必要があ

る。 

一方で上位レイヤーについては、様々なプレイヤーが比較的容易に市場に参入でき、競争もより激

しく、仮に市場支配力が存在したとしても、下位レイヤーにおいて市場支配力を有する事業者が上位

レイヤーに参入する場合を除けば、長期的・安定的なものとはなりえない。 

従って、垂直統合型ビジネスモデルに対応した公正競争確保については、特にボトルネック性が高

い下位レイヤーから上位レイヤーへの市場支配力の行使に重点を置いて検討すべき。 

垂直統合型ビジネスモデルに対応し

た公正競争の確保に当たっては、ご指

摘の点にも留意しつつ検討する必要が

あると考える。 

（２）垂直統合型ビジネス

モデルに対応した公正

競争の確保 

イー・アク

セス 

垂直統合型のビジネスモデルの今後の進展については、公正競争を確保するための手当ては早急に

検討する必要があるので、各レイヤー間のインターフェースのオープン化を図ることを原則とするこ

とに賛成。 

なお、オープン化を求める範囲及び実現するための具体的施策については、今後議論を深めていく

必要がある。 

○ 

ＫＤＤＩ 

公正で健全な競争が行われることによって、サービスの多様化や高度化、料金の低廉化といったお

客様利便の向上が実現する。市場のメカニズム（競争原理）の中では、様々な技術や料金・サービス

競争の結果として事業者間の優劣が決まり、市場のニーズに応えることができない事業者は淘汰され

ていくこととなる。競争原理が健全に働くためには、各事業者に競争の機会が公平に与えられる必要

があり、そのためには、支配的事業者による競争阻害行為を排除し、公正な競争環境を整備する必要

がある。 

○ （３）競争中立性・技術中

立性の確保 

イー・アク

セス 

技術中立性の確保を運用原則の項目の一とすることについて賛成。 

したがって、具体的な施策へ反映する際には、ＦＴＴＨに比重をおくことなく、メタル線、メタル

線と光ファイバのハイブリッド及び無線技術の活用なども、有効なアクセス手段として同等に扱って

頂くことを要望。 

○ 

ご指摘の点については、技術中立性

の観点から配慮すべきものと考える。 

（４）利用者利益の保護 

イー・アク

セス 

利用者利益の保護を運用原則の項目の一とすることについて賛成。 

なお、ＩＰ網への移行の過渡期においては、特にＮＴＴ東西の次世代ネットワークへの移行に伴う

加入電話利用者のマイグレーションの具体的な方法に対して、利用者利益の保護の観点と共に公正競

争の確保の観点からも注視していく必要がある。 

○☆ 

ネットワークの移行に伴う既存役務

の整理・統合等に係る検討の必要性に

ついて記述を追加した（第３章４
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（２））。 

個人 

競争ルールを整備する中で、消費者利用者を保護し、公正な競争を促進する観点から、悪質事業者

（プレイヤー）を排除する仕組みを策定することこそが国是ではなかろうか。 

消費者の「安心・安全・便利」を確保し、保護するため、悪質代理店等の市場からの撤退ルール（レ

ッドカードルール）を策定すべき。 

当然、代理店のみならず、不公正営業に関わる通信事業者に対しても、再発防止ルール（イエロー

カードルール）を設定すべきと愚考。 

総括すると、公正競争推進という観点から、行政から、事業者の不公正営業を積極的に排除して頂

きたい。 

競争ルールの整備を図る際の利用者

保護の重要性については、本項目に記

述のとおり。 

ＫＤＤＩ 
報告書案の指摘する通り、競争ルールの見直しと運用にあたっては、市場構造の変化に対応できる

よう柔軟かつ機動的な運用を確保することが必要。 

○ 

ソ フ ト バ

ンク 

＜競争ルールの予見可能性の確保＞ 

競争ルールの見直しについて、「当該ルールの策定・見直しプロセスの透明性を確保し、競争ルー

ルの策定・運用に関する予見可能性を確保していくことが必要である。」とする報告書案に賛同。 

なお、競争ルールの見直しを行う際には、検討会等は公開を原則とし、必要に応じて事業者からの

見解を求める場を設けるべき。 

 

＜電気通信事業法と独占禁止法の協働的運用の確保＞ 

電気通信事業法と独占禁止法の協働的運用の確保は必要。なお、総務省及び公正取引委員会が、そ

れぞれ電気通信事業法・独占禁止法、並びに関連省令やガイドライン等に基づく運用を行っていく上

で、重複的な規制の適用や施策の遂行を可能な限り回避するとともに、総務省と公正取引委員会との

役割分担の明確化を推進しつつ、より効率的・効果的に公平な競争環境の整備を推進すべき。 

また、市場構造の急速な変化が予想される中で公正競争要件を確保するためには、事後規制型への

移行の流れにおいても、電気通信事業法において必要な事前規制を明確に設定し、ドミナンスや、ボ

トルネックに起因する市場支配力の濫用が発生しないように事前規制を行う必要がある。 

 

＜競争ルールの国際的整合性の確保＞ 

市場の国際化が進展する中、競争ルールをはじめとする規制政策の国際的整合性を確保することは

重要。 

規制の鞘取りを回避するという視点だけでなく、海外における規制のベストプラクティスを取り入

れることにより、日本における競争ルールを更に優れたものとするといいう視点が必要。 

○ 

競争ルールの策定・見直しプロセス

の透明性の確保については、第２章１

（５）に記述のとおり。 

また、競争ルールの国際的整合性の

確保については、本項目のほか、第６

章５（４）にも記述している。 

 

（５）競争ルールの柔軟

性・透明性・整合性の確

保 

イー・アク

セス 

電気通信事業法と独占禁止法の協働的運用を引き続き行うこと及び共同ガイドラインの適宜の見

直しについて賛成するが、共同ガイドラインが２００１年に策定された後、有効に機能してきたかど

うかについては、検証を行う必要がある。 

その検証の過程において、電気通信事業法と独占禁止法との間で適用が難しい範囲が存在しないか

どうかについては留意が必要であり、特に独占禁止法では、要件への合致、手続き期間の長期化など、

案件への即応が必要な場合には実効性が十分に見込めない場合があるので、反競争的行為に対する措

置については電気通信事業法の枠内で幅広に扱うことが可能となるよう枠組みの見直しを要望。 

競争ルールの国際的整合性については、新しい観点として今後の取組みに期待。 

○☆ 
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日本電気 

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）のキーとなるネットワークのＩＰ化は、国境を容易に越えることが

できるネットワークの構築を意味する。必要なルールは国別の閉じたものであるよりも、各国間で協

調性が保たれたものであることが望ましいと考える。従って、研究開発分野や標準化活動における国

際連携が重要。日本が進む方向を明確化するためにも、国の働きかけなどを期待。 

○ 

 

２．検討に際しての時間軸 

 

提出者 
意 見  考 え 方 

ソフトバンク 

報告書案において、競争ルールの在り方の検討に際しては、２０１０年というマイルストーンにこ

だわることなく、進捗状況に応じて、可能な限り前倒しで検討を進めいただきたい。 

また、報告書案にあるとおり検討の過程において定期的なモニタリング、進捗報告、リボルビング

を実施することは有効。 

ご指摘の点については、事案によっ

ては早急に検討に着手し、２０１０年

を待たずに結論を出すべきとしてい

る。 

なお、検討の過程における定期的な

モニタリング、進捗報告、リボルビン

グの実施等については、第７章に記述

のとおり。 

イー・アクセス 

検討に際して、２０１０年という具体的な目標時期が設定されたことは、検討の先延ばしや形骸化

を避ける意味で評価に値する。しかし、１９９９年に実施されたＮＴＴ再編成の趣旨が、ＩＰ化の進

む市場構造に合致していないこと、ＦＭＣでのＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携など再編成では想定

外の形態により新たな市場支配の構造が顕在化していること、またＮＴＴ東西によるＮＴＴ法の規制

対象外である子会社への大幅な人員の移行が行われている事実など、現在の法律の枠組みが既に限界

がきていることも事実であり、２０１０年という時期については、遅すぎないかと懸念。 

それでもなお、２０１０年代初頭をマイルストーンとして設定する場合には、以下の観点について、

十分に考慮して頂けるよう要望。 

・市場環境の急激な変化によるマイルストーンの見直し 

最も懸念しているのは、ＮＴＴグループの資本分割もしくは機能分離論が先送りになったことによ

って、ＮＴＴグループによる市場独占、例えばＮＴＴ東西以外の競争事業者の収益もしくは市場シェ

ア等のシュリンクが急激に進むなど市場への悪影響が顕著になる場合であり、このような場合には即

座にマイルストーンの前倒しが必要。 

・行政機関（総務省殿）の中長期的な公正競争の確保を目的にした検討体制の維持 

マイルストーンを２０１０年代初頭においたことで、総務省殿による検討も長期にわたるため、検

討人員数の適切な配置ならびに専門性のさらなる向上（人員の中長期的配置）等、一貫した検討体制

の維持が益々重要になる。 

☆ 

２０１０年代初頭をマイルストーン

として設定した根拠については、本項

目に記述のとおり。 

なお、検討の過程における定期的な

モニタリング、進捗報告、リボルビン

グの実施等については、第７章に記述

のとおり。 

ケイ・オプティコム 

報告書案に関して、２０１０年代初頭をマイルストーンとし、それまでに検討すべき事項を網羅的

に整理され、かつ、検討の時期を明確に記述されている点について、高く評価。 

その中で、検討の時間軸については、検討の着手、および検討の結論を得る時期は極力早期に実施

いただくよう希望。ＮＴＴは２０１０年段階でＦＴＴＨを利用した光ＩＰ電話の加入者を３０００万

加入見込んでいることからも、早急に検討結果を出し、継続して公正な競争ルールや環境を整備する

必要があり、出来るだけ前倒して検討していくことが必要。 

○ 

ご指摘の点については、事案によっ

ては早急に検討に着手し、２０１０年

を待たずに結論を出すべきとしてい

る。 

エニーユーザー ＩＰ化時代における情報技術分野の革新スピードはドッグイヤー（ｄｏｇ ｙｅａｒ）と表現され ２０１０年代初頭をマイルストーン
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るように通常の７倍のスピードで業界は推移しており、２０１０年というマイルストーンの設定では

世界レベルの競争に対応していくのは難しい。本報告書ではＫＤＤＩやＮＴＴの計画について述べら

れているが、グローバル時代の世界の動きに追随していくためには、旧来型の業界を中心とした計画

ではなく、よりスピードの速いショートタームでの検討・対策が必要。今後の競争ルールのあり方に

ついては短期での見直しを求める。 

と設定した根拠については、本項目に

記述のとおり、ご指摘の点以外の観点

も踏まえたものである。 

なお、事案によっては早急に検討に

着手し、２０１０年を待たずに結論を

出すべきとしている。 

ＢＴ 

報告書案は２０１０年代初頭を競争ルールの在り方の見直しのためのマイルストーンと設定して

おり、ＢＴはそうした総務省のイニシアティブを評価。ＢＴは、総務省に対し、一部のものについて

は２０１０年を待たずにできる限り早期に実施に移すことを求める。 
ＢＴは、さらに報告書案で述べられている各論点の実施計画の詳細についての正確なタイムフレー

ムを透明にすることを求める。 
ＢＴは、指定電気通信設備制度の包括的な見直しを行うに当たっての総務省の考え方に賛同する。

ＢＴは、総務省に対し、「市場の定義」については需要の代替性や下流市場の競争に及ぼす影響等を

含む競争法の原則を考慮すべきことを提案する。 

○ 

ご指摘の点については、事案によっ

ては早急に検討に着手し、２０１０年

を待たずに結論を出すべきとしてい

る。 

何をいつまでにどのような検討体制

で取り組むかを明確にすべきことにつ

いては、第７章に記述のとおり。 
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第３章 今後の接続政策の在り方 

１．設備競争とサービス競争の適正なバランス 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ＫＤＤＩ 

・アクセス領域での設備競争 

設備競争とサービス競争の適正なバランスを図ることは適当。ただし、設備競争が比較的容易に進

展する領域と、そうでない領域があることには留意する必要。電電公社時代に国の支援の下で国民全

体から集めた資金を投じて構築された電柱や管路等の線路敷設基盤と同等レベルの設備を他事業者

が新たに構築することは事実上困難であることから、固定系加入者回線の敷設に係るアクセス領域で

の設備競争の進展は、必ずしも容易ではない。 

 

・ＮＴＴ東・西に対する設備開放ルールの必要性 

自ら設備構築し、事業展開していく設備競争が各事業者にとっても理想。弊社も電力会社との包括

提携や、ＮＴＴ東・西以外からの光回線の調達等を進めているところであり、今後も可能な限り設備

構築努力を継続していきたい。しかしながら、ＩＰ化が進展しても、線路敷設基盤を保有するＮＴＴ

東・西は、固定系加入者回線を敷設する上での優位性を引き続き保持することから、設備開放ルール

を維持し、ボトルネック性の弊害を除去することによってサービス競争の一層の進展を図ることが必

要。 

○ 

ソフトバン

ク 

設備競争の推進によるボトルネック設備の解消には時間を要するため、まずはサービス競争を確実

に推進することが必要。 

また、過度な設備競争は、国民経済的に非効率を生み出す恐れがあるため、行政においては競争軸

間の適正なバランスを保つことが必要。 

特に移動体通信事業においては、今後、新規参入事業者２社が市場への参入を予定しているところ

であり、従来以上に過度な設備競争が生じると強く懸念。 

○ 

「過度な競争」の趣旨が必ずしも明確

ではないが、基本的に、電気通信事業法

と独占禁止法の協働的運用によって対

処すべきものと考える（第２章１（５）

を参照。）。 

イー・アクセ

ス 

 

設備競争はまだまだ進展しているとはいえず、今後もさらなるサービス競争の促進を要望。 

ドミナント事業者に対する規制の解除については、接続事業者からの意見も聴収したうえで「市場

支配力の濫用が無くなったと判断」することも含めて、慎重に議論すべき。 

○ 

ＨＯＴｎｅ

ｔ 

光ファイバ等を整備すべき地域について、独占を許容せざるを得ないエリアと官により構築された

インフラを民（シングルキャリア）が運営受託するエリアについて施策が不明確。その施策を明確に

しつつ、後者については国策として予算措置が必要。 

光ファイバ等の整備を含むブロード

バンド網の全国整備については、「次世

代ブロードバンド戦略２０１０」（０６

年８月）に基づき推進していくことが適

当。 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

固定・無線に加えＣＡＴＶなどのアクセス網を自由に使えるようにしていただきたい。また地方公

共団体などの光ファイバに加え、ＣＡＴＶなどが所有する光ファイバ網の開放を促進していただきた

い。ブロードバンドを全国カバーするに当り、光ファイバを補完すると思われる無線設備についても、

サービス事業者が利用できるよう開放する施策を希望。 

ボトルネック性を有しない電気通信

設備の利用については、まずは事業者間

の交渉に委ねることが適当。 

経団連 

報告書案では、設備競争とサービス競争の適正なバランスの必要性とともに、ボトルネック設備の

オープン化の必要性を指摘しており、取り組むべき方向性としては妥当。なお、ルールの整備にあた

っては、新たな設備投資へのインセンティブを殺ぐことのないように、留意すべき。 

○ 

（１）基本的な考え方 

ＮＴＴ持株、 ブロードバンド市場における光ファイバ等のブロードバンドアクセスや次世代ネットワークは、今 設備のボトルネック性が存在してい
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ＮＴＴ東西 

 

後、各事業者が高度化・多様化するニーズに応えるため本格的に設備構築を行っていく段階にあり、

このような段階にあっては多種多様なサービスの基盤となるインフラ設備の構築を促進することに

より「設備競争」を促進することを重視した政策を採るべき。 

また、設備競争が期待される分野においては、従来の「造るより借りた方が得」になるようなオー

プン化政策を見直し、ＮＴＴグループを含めた設備構築事業者の投資インセンティブを高め、設備投

資をする者が報われる仕組みとすることが必要。 

ることに鑑みれば、あくまで設備競争と

サービス競争は適正なバランスの下に

展開されることが必要と考える。 

なお、ボトルネック設備のオープン化

に当たっては、当該設備を保有する事業

者の設備投資インセンティブに対して

適切な配慮を行うことは必要。この点に

ついては、例えば、Ｐ５２「（ｅ）競争

事業者に起因する設備投資リスクへの

対応の必要性」において記述。 

ＮＴＴコム 

ＩＰ化の進展に対応して、ボトルネック性や市場支配力は低減していくものであるため、競争状況

の評価を通じ、ドミナント規制を緩和していく方向であることを、明示的に記載すべき。また、報告

書Ｐ３９に記載の通り、ボトルネック性が市場支配力の十分条件ではないという点についても留意が

必要。 

ご指摘の点については、Ｐ２０「２）

ボトルネック性解消に向けた基本シナ

リオ」において記述。 

ＡＴ＆Ｔ 

当社は、日本ではＮＴＴとの設備ベースの競争が不十分であり、競争的なエンドユーザサービスに

供するためＮＴＴ以外の代替ネットワークを卸売で十分利用し得るレベルに達していない状況下で

は、適正価格でボトルネック設備が利用できる枠組みを確保することが必要であるとの考えに賛同。

○ 

ＢＴ 

１１．総務省によれば、ＩＰ化に対応した競争モデルとして、設備競争とサービス競争の双方を促進

し、設備のボトルネック性に起因する市場支配力の濫用の懸念が無くなったと判断された場合

にはドミナント事業者に対する規制を解除するなど、設備競争とサービス競争の適正なバラン

スを図っていくべきとしている。 

１２．ボトルネック性がある限り、事前規制を存続すべきであり、慎重な市場画定と隣接市場の分析

の後にドミナンス性を決定すべきである。したがって、総務省において、透明、詳細かつ明確

な競争評価のプロセスを図るべきである。 

１４．また、総務省によれば、この接続政策の章において、究極の目的は、産業における公正競争条

件の整備と、それによるサービス競争の促進にある。サービス競争の促進の実現のためには、

ボトルネック設備へのアクセスが、他事業者にとって既存事業者と競争できる最も重要な要素

の一つになると考える。既存事業者に自社の小売部門と「同等の条件」でサービスを提供させ

ることを担保するためには、透明で、詳細かつ包括的な手続きの整備が不可欠。 

○ 

（２）欧米における市場

環と境競争政策  
 

  

 

ソフトバン

ク 

英国及びオーストラリアの事例についても言及して頂くことを希望。 

【英国】 

– ＢＴが自主的に「オープンリーチ」を立ち上げ、ボトルネック設備を機能分離／開放したこと。

– ＢＴがＰＳＴＮをＩＰベースのネットワークへと切り替えるための「２１世紀ネットワーク（２

１ＣＮ）」プログラムを明らかにし、移行及び切替を開始。 

【オーストラリア】 

– Ｔｅｌｓｔｒａ以外の事業者が、ＴｅｌｓｔｒａのＦＴＴＮ整備計画に対し、「ＳＰｅｅｄ Ｒｅ

ａｃｈ」という業界保有の特殊目的法人によって、より広範かつ公平な価格によりＦＴＴＮ整備を進

める計画を表明。 

文章構成上、ご指摘の事例には触れて

いないが、両事例については認識。 
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ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東西 

米国では、競争環境が現時点で日本と異なるのは事実だが、事業者の投資インセンティブを高めて

ブロードバンドインフラの構築を進めるため、光ファイバ等に対するオープン化規制を廃止し「設備

競争」を促進する政策を採っている。 

また、欧州においても、固定分野ではＥＵ域内競争が進展していない（域内競争が進んでいるのは

移動体分野だけ）状況下であるにもかかわらず、光インフラの構築を促進するためドイツ等でオープ

ン化規制を緩和する動きが進展。 

我が国のブロードバンド市場は世界で最も競争が進展しており、報告書案において懸念されている

ようなＮＴＴグループが市場支配力を行使できるような状況にはない。したがって、我が国のブロー

ドバンド分野の競争政策の策定にあたっては、現在世界最先端のポジションにある我が国のブロード

バンドインフラの構築を更に促進し、我が国産業全体の国際競争力を維持・向上する観点から、この

ようなブロードバンドインフラ構築促進に向けた諸外国の動向を十分に踏まえる必要がある。 

ご指摘のとおり、米国は我が国と競争

環境が異なっており、また、ドイツにつ

いては欧州委員会からＶＤＳＬの扱い

について懸念が表明されるなど、今後の

動向を注視することが必要。諸外国の動

向を十分に踏まえる必要性については

ご指摘の通りであるが、その際には、上

記の点に関しても留意することが適当。 

なお、報告書案において指摘している

のは、ボトルネック設備に起因する市場

支配力行使の懸念であり、これに対処す

るため当該設備のオープン化が必要で

あるという点である。現在の我が国にお

けるブロードバンドサービス市場にお

ける競争進展は、当該オープン化を前提

とするものであり、当該市場におけるサ

ービス競争の進展をもって、ボトルネッ

ク設備の開放義務を緩和する直接的な

論拠にはならない（脚注１１を参照。）。 

   （３）設備競争の促進に

向けた取組み 

テレサ協 

電気通信市場における設備競争の担い手としてのＣＡＴＶ事業者について触れられていないが、Ｃ

ＡＴＶネットワークを含めた次世代ネットワークの相互接続を可能にするとともに、必要に応じてル

ール策定に反映させるべき。 

ご指摘を踏まえ、ＣＡＴＶや衛星回線

の活用について追記。 

ＫＤＤＩ 

現在、光引込線の電柱添架手続きの簡素化等に係る取り組みを進めているが、引込み区間の環境整

備のみで接続事業者が自ら光ファイバを敷設するための環境整備が全て実現されるわけではない。配

線ブロックの拡大や、ＮＴＴ東・西を含めた複数事業者によるアクセス区間の共同利用の枠組み（１

加入者毎のアクセスチャージ適用の仕組み等）の導入等、お客様の選択肢を増やし、ＦＴＴＨサービ

スの競争を促進するには、光ファイバの更なる開放が必要。 

○☆ 

ソフトバン

ク 

道路占用手続きに係る条件は道路管理者により異なるため様々な対応手続きについて時間と費用

が必要となる等の問題があるため、道路占用手続きにおいてＮＴＴ東西と競争事業者との同等性を確

保するルール整備が必要。 

関係事業者等により行われるガイドラインのフォローアップにおいて、電柱添架手続きの運用に係

る問題が認識された場合には、速やかにガイドラインにおいて必要な改正を行うことが重要。 

こうした問題解消のためにも、ＮＴＴ東西の指定設備管理部門及び指定設備利用部門は、両部門間

の物理的／機能的分離を進め、指定設備利用部門、競争事業者双方の対応において同等性を確保する

とともに、両部門相互間のファイアウォールを実効性のある形で確保することが必要。 

☆ 

ＮＴＴの組織の在り方に関する議論

は本懇談会の検討事項ではない。 

 １）線路敷設基盤の

開放促進 

ＪＣＴＡ 

ＮＴＴ東西の線路敷設基盤（電柱、管路、とう洞等）の利用に関して、そのボトルネック性を考慮

し、さらに深い議論が必要。 

ＮＴＴ東西が有する線路敷設基盤は、ＮＴＴ東西が自らの線路を敷設する際に一体的に整備された

ケースが多く、その後、他の事業者が利用をする際には、強度不足、スペースがないなどの多くの制

電柱等の線路敷設基盤単体では電気

通信設備とはいえないことから、指定電

気通信設備として指定することはでき

ないが、ご指摘の点については、今後の
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約を受けている。 

従って、ＮＴＴ東西の線路敷設基盤のボトルネック性は十分高いことから、このような設備は、指

定電気通信設備とした上で、公正・公平・透明な開放を義務づけるべき。 

検討に当たって参考とすべきと考える。 

ＣＴＣ 

「光引込線に係る電柱添架手続きの簡素化等に関する検討会」でシェアドアクセス方式の単心引込

線について得られた検討・試行の成果を一般添架（単芯引込線以外）にも適用できる部分の整理をす

ることが必要。 

設備競争において、電柱添架手続きや強度不足の電柱を回避して光ケーブル敷設をするためのケー

ブル一束化に関しても、ＮＴＴ東西と競争事業者は同等の競争条件下にあるとは言い難い状況。 

ＩＰ化の進展に適合した設備構築の促進、通信事業者間の格差是正が図られ、添架申請処理の遅れ

等から公正な設備競争に影響を及ぼすことのないよう、「適切な簡素化手続きのフォローアップ」「紛

争処理機能の強化」等の措置が的確に図られることを希望。 

☆ 

線路敷設基盤の開放促進については、

光引込線に限られるものではない。 

電事連 

新たな添架ポイントは、接続事業者の専用ポイントではなく、一般添架ポイントとして位置付けて

いるので、誤解を招かない表現にすべき。 

また、検討会の場等で意見聴取する機会を設けていただきたい。「公益事業者の電柱・管路等使用

に関するガイドライン」については、上記試行実施の検証結果を踏まえ、先ずは改正の必要性を検討

すべき。その際には、電柱保有者（電気事業者）の意見も踏まえたうえで検討を進めていただきたい。

なお、簡素化手続きの確定に際しては、地域事情への配慮願いたい。 

「簡素化手続きのフォローアップの実施」については、国の検討会等の場で電柱保有者（電気事業

者）も含めた十分な検討が必要。 

ご指摘を踏まえ、接続事業者専用ポイ

ントという趣旨ではないことを明確化

するため、「接続事業者」を「競争事業

者」に修文。 

なお、本件取組みを進めるに当たって

は、関係事業者等からの意見聴取等のデ

ュープロセスの確保が必要である点は

ご指摘のとおり。 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東西 

線路敷設基盤は、既に電柱等ガイドラインに基づき開放されており、現に線路敷設基盤を持たない

ＣＡＴＶやＵＳＥＮ社も相当量のケーブルを自前敷設している等、他事業者が加入者回線を自前敷設

できる環境は既に十分整っていることから、当社の光ファイバに対するオープン化規制は廃止すべ

き。少なくとも、新たな添架ポイントの開放や添架手続きの簡素化等が進められている架空配線区間

における光ファイバのオープン化規制は早急に廃止すべき。 

当社としては、今後とも、他事業者が加入者回線を円滑に自前敷設できるよう、新たな添架ポイン

トの開放、利用手続きの簡素化等、線路敷設基盤の開放促進に努めていく考えだが、その際には、当

社だけでなく、当社と同等以上の線路敷設基盤を保有する電力会社にも協力いただく必要。 

競争事業者の指摘にもあるように、現

時点では未だ他事業者が容易かつ迅速

に加入者回線を敷設できるとまでは言

えないことから、直ちに網開放義務を廃

止することは不適当。網開放義務の運用

に際しては、あくまで実際の加入者回線

シェアをもって判断されるべきである

と考える。 

なお、線路敷設基盤の開放促進につい

ては、ご指摘のとおり電力事業者などの

参画も得ながら進めていくことが適当。 

ＫＤＤＩ 

条件不利地域におけるブロードバンドの整備には国による公的な支援が必要であり、今後、投資イ

ンセンティブの付与の拡大を図っていくことが必要。 

☆ 

 ブロードバンド政策として、競争政策

以外の施策を含め、総合的・一体的な政

策が必要である。（「はじめに」を参照。） 

イー・アクセ

ス 

報告書案に賛成。 

地方公共団体の光ファイバ網について情報開示を行い、一元的にまとめて管理する仕組みが必要。

ＮＴＴ東西を介してもしくは接続事業者が直接、地方公共団体の光ファイバ網との接続できるよう

接続場所を設けるなどの環境整備を要望。 

○☆ 

２）地方公共団体の

光ファイバ網の

開放促進 

ＪＣＴＡ 
地方公共団体が国からの補助金にて構築した光ネットワークの未利用心線の利用を希望した場合、

利用目的と当初の構築目的の差異から利用制限を行うことのないようにすべき。 

☆ 
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ＨＯＴｎｅ

ｔ 

財政事情などにより保有できない地方公共団体への構築支援をこれまで以上に積極的に行ってい

ただきたい。 

また、地方公共団体だけではなく、国が保有する光ファイバについても更なる整備や事業者のニ

ーズも考慮した柔軟な開放を要望。 

地方公共団体等が保有する光ファイ

バの開放については、デジタル・ディバ

イド解消の観点から、「次世代ブロード

バンド戦略２０１０」（０６年８月）に

基づき推進していくことが適当。また、

ご指摘を踏まえ、「地方公共団体等」に

修文。 

ＣＴＣ 
「特に採算性を確保することが困難な地域を中心に」開放することについては歓迎するが、不算定

地域の判断基準の厳密な運用が重要。 

☆ 

ＮＴＴ東西 
地方公共団体の光ファイバ網の開放促進や新しい無線ブロードバンド技術の導入促進を図ること

については異論ない。 

○ 

グローバル

アクセス 

地方公共団体が整備する光ファイバ網の開放放促進に賛同。光ファイバ網利用のための手続きの

簡素化や開放先を不当に制限しないなど、ガイドラインの遵守を義務付けることが必要。 

☆ 

個人 

地方公共団体の光ファイバ網に加えて、「国土交通省の河川・道路管理用光ファイバ網のさらなる

開放促進」も加えるべき。 

また、光ファイバ網の芯線長の表示だけでなく、具体的なケーブル長も記述に加えるべき。 

ご指摘を踏まえ、「地方公共団体等」

に修文。 

ソフトバン

ク 

無線系アクセスの整備に伴う、ボトルネック性解消の判断においては、実態に即した判断を行うこ

とが必要である。 

例えば、無線アクセスの到達距離に制限がある場合や、局舎から基地局までの回線整備や基地局設

置にあたり支配的事業者のボトルネック性が影響を及ぼすこと等が考えられる。 

☆ 

イー・アクセ

ス 

ＩＰ化の進展を光ファイバだけで行うには限界があることから、光ファイバだけでなく、無線系ア

クセス技術も取り入れて統合的に推進すべき。 

ＷｉＭＡＸについて、新規参入事業者に優先的に電波の割当を行って頂けるよう強く要望。 

固定通信市場で市場支配力を有しているＮＴＴ東西に電波の割当をおこなうことは、特に公正競争

上の問題が生じることから、安易な割当は行うべきでない。 

☆ 

ＡＣＣＡ 
既存の無線系通信事業者に限らず新規の通信事業者も無線系に参入できるようにすることが望ま

しい。 

☆ 

ＪＣＴＡ 

アクセス系無線は、ケーブルテレビ放送においても、条件不利地域等の「補完手段」として有効で

あり、ＷｉＭＡＸなど新しいアクセス系無線技術の利用は、全国レベルでの通信事業者に限定せず、

ケーブルテレビを含めた幅広い分野での利用を推進すべきである。 

☆ 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

無線設備についても、サービス事業者が利用できるよう開放する施策を希望。 ☆ 

ウィルコム 

ＮＴＴ東西は、既存加入者ネットワークを活用することで、基地局回線を有利に構築できる立場に

あることから、ＮＴＴ東西自身が新たな無線系アクセスを提供する場合、ボトルネック性が低下する

ものではない。 

ボトルネック性の有無は、法令に定め

る基準に基づき判断することが適当。 

３）新しい無線系ア

クセス技術の導

入の促進 

宇宙通信 

無線系アクセス技術については、５ＧＨｚ帯の高速無線ＬＡＮや２．５ＧＨｚ帯を用いたＷｉＭＡ

Ｘ・次世代ＰＨＳなどの新しい無線技術ばかりでなく、すでに確立された無線技術である「衛星通信」

も含まれるものと考えられる。 

報告書案Ｐ１９「３）新しい無線系アクセス技術の導入の推進」は、「３）衛星通信及び新しい無

線系アクセス技術の活用の推進」とし、地域通信市場において衛星通信もＦＴＴＨの代替的なブロー

ご指摘を踏まえ、ＣＡＴＶや衛星回線

の活用について追記。 
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ドバンドアクセス手段の１つであることを確認したい。 

ＣＡＴＶ・Ｎ

Ｗ研 

ケーブルテレビのネットワークが通信を担うことを前提に、公的サイド主導にて上り帯域のより広

帯域化に関する標準化が早急に実施されるよう希望。 

第３章１（３）において、ＣＡＴＶの

ブロードバンド対応の一環として、「上

り回線の広帯域化やＩＰ化への対応な

ど、所要の環境整備を図ることが望まし

い」旨の記述を追加。 

ＢＴ 

新しい無線技術の側面から、ＷＬＡＮＳや２．５ＧＨｚ帯を用いた移動体といった新しい無線系技

術の開発促進のための総務省の提案を全面的に賛成。市場参入のための投資が継続できるよう、緩や

かな規制アプローチを採用すべき。電波開放における技術中立的なアプローチの利用もなされるべ

き。電波の自由化やその売買は非常に重要であると考えられるべき。また、この無線技術における新

規参入に影響を及ぼすような、既存の人為的な障壁に対する規制アプローチについて、よく検討すべ

き。 

○ 

ご指摘の点については今後の検討に

当たっての参考とすべきと考えるが、電

波利用免許制度の在り方については本

懇談会の検討事項ではない。 

 

２．接続政策に関する基本的視点 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ＫＤＤＩ 

「少なくとも現状においては地域通信市場におけるＮＴＴ東西のネットワークのボトルネック性

が極めて強い状況にある」との指摘は適切。ＩＰ化の進展に伴い、競争上アクセス領域の重要性が一

層高まるため、ボトルネック性の強いＮＴＴ東・西のネットワークに対する設備開放ルールが不可欠。

○  

ＮＴＴコム 

政府方針であるブロードバンドゼロ地域の解消を図るためには設備競争の促進が必要であり、ＮＴ

Ｔ東西の敷設する光ファイバと不可欠性において差異の無い電力系事業者の光ファイバについても、

ＮＴＴ東西の光ファイバと同様に扱われるべき。 

現時点において、ＮＴＴ東西の光ファ

イバと電力系事業者の光ファイバが不

可欠性において差異がないとは言えな

い。 

（１）接続政策の経緯 ― ― ― 

 

ＮＴＴ東 

今後構築が進められる光・ブロードバンド分野の設備については、設備競争を促進するために、

その構築段階から従来の電話をベースとしたオープン化規制を課すべきではない。 

ご指摘の点については、Ｐ４２「（１）

ＮＴＴ東西の構築する次世代ネットワ

ーク構築に係る環境整備の在り方」に記

述のとおり。 

（２）接続政策の基本的

方向性 

ＮＴＴ西 

電話時代のメタル回線やＰＳＴＮ網と異なり、ブロードバンド時代における光ファイバ、ＣＡＴ

Ｖ、広帯域無線といった多様なアクセスラインやＩＰネットワークは、当社を含めた各事業者が、

まさにこれから競争下で新規に構築していくか、構築しつつある設備であること、また、他事業者

がアクセスラインやＩＰネットワークを自前で構築する際の素材となる基盤設備についても、従来

どおりオープン性を確保していく考えであることから、当社が構築するそれら設備にそもそもボト

ルネック性はないと認識。当社が構築する光ファイバ等やＩＰネットワークについては、そもそも

ボトルネック性はないことから、それら設備については第一種指定電気通信設備の対象外。 

同上 

 １）ボトルネック設

備のオープン化の ＫＤＤＩ 

・情報の非対称性 

設備面での優位性だけでなく、ボトルネック設備の費用構造、網管理情報、顧客情報等、情報の

○☆ 
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非対称性の解消が必要。 

 

・ＮＴＴ東・西の営業面での優位性 

接続ルールだけでなく、ＮＴＴ東・西の営業面での優位性に対する競争ルールを整備し、市場支

配力の濫用を防止することも必要。 

ソフトバンク 

報告書案の内容に賛同。 

現在、ボトルネック設備のオープン化については一定程度実現しているが、主に情報の非対称性

により、真に同一条件でのサービス競争は実現されていないというのが実態。 

例えば、指定設備利用部門と競争事業者の間における、情報の非対称性の事例は以下のとおり。

– 光ファイバの敷設状況に関する情報 

– 加入系光ファイバの網設計に関する情報 

– 中継系光ファイバの増設計画に関する情報 

– 残置メタルの有無に関する情報 

– メタル回線の減設／撤去に関する情報 

– コロケーションリソースの増設計画に関する情報 

 

ＮＴＴ東西の指定設備利用部門と競争事業者との間における情報の非対称性及び運用の非対称

性を解消するためには、組織的／物理的な分離が必要。 

○☆ 

ＮＴＴの組織の在り方に関する議論

は本懇談会の検討事項ではない。 

イー・アクセス 

報告書案に賛成。 

ＮＴＴ東西に対して非対象規制を維持していただくよう強く要望。 

さらに、ボトルネック設備についても、組織を別にして公正競争を確保することを強く要望。 

手続きや接続料金の支払いについても、ＮＴＴ東西と接続事業者の同等性を確保するため再度チ

ェックを行うよう要望。例えば、ＮＴＴ東西はコロケーションの利用にあたり、接続事業者が支払

っている単価を使って費用を計上しておらず、また、接続事業者が支払うコロケーション費用はＮ

ＴＴ東西の利用部門での収入となっており非常に問題。 

また、ＮＴＴ東西が単年度や中期で計画する設備計画とは別に、ＮＴＴ東西自らが利用する際に

は接続事業者との同等性を確保するよう、ＰＯＩ調査相当の手続きや、設備を保留する場合の費用

計上を行うべき。 

同上 

ＨＯＴｎｅｔ 

ボトルネック性が解消したとの客観的根拠及び評価方法等については、その全てをオープンにし

ていただきたい。 

関係事業者等からの意見聴取等のデ

ュープロセスを確保することが必要で

ある点はご指摘のとおり。 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

公益事業特権を有する全ての事業者に対して、接続仕様を明確にし、公開するというオープン化

の義務を適用すべき。 

ボトルネック設備を保有する事業者

以外の事業者間の接続条件については、

まずは当事者間で協議することが適当。 

ＫＶＨ 

ボトルネック設備のＮＴＴ東西からの分離を早急に検討するべき。分離が時期尚早なら、減価償

却期間の妥当性及び償却済み資産の適正価格について今一度検討することが必要。 

ＮＴＴ東西の光ファイバ設備の他競争事業者への開放を現状どおり保証するとともに、償却期間

を十年としている税制度を早期に見直し、適正な接続会計制度の適用による合理性のある利用価格

の算出を再検討されるよう希望。 

☆ 

ＮＴＴの組織の在り方に関する議論

は本懇談会の検討事項ではない。 

必要性 

２）ボトルネック性

の解消に向けた基

本シナリオ 

Vodafone（英） ＮＴＴグループの持株会社制を廃止し、グループ各社を構造的・資本的に分離し、「アクセス」 ＮＴＴの組織の在り方に関する議論
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部門が、ＮＴＴとソフトバンク等の他の競争事業者との対応において、真に非差別で公平なもので

あることを確実にするために、新しいガバナンスと運営プロセスを構築すべき。 

は本懇談会の検討事項ではない。 

 

３．指定電気通信設備制度の在り方 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

（１）検討の視点 ― ― ― 

（２）指定電気通信設備

の指定基準 

  

ＫＤＤＩ 

・都道府県毎の競争の進展度 

ＩＰ化が進展しても、固定系加入者回線の約９４％を占めるＮＴＴ東・西のアクセス領域での市

場支配力は維持されることが想定されることから、今後も都道府県単位での競争状況に着目してい

くことが必要。 

 

・メタル回線と光ファイバの一体性 

報告書案の結論は適切。 

特にＮＴＴ東・西による「ひかり電話」サービス（光ファイバ）は、０ＡＢ～Ｊ番号体系により、

現在の加入電話（メタル回線）を置き換えていくものであることから、メタル回線と光ファイバの

一体運用は、ブロードバンドサービスを利用されるお客様だけでなく、電話を中心に利用されるお

客様の視点からも合理的。 

 

・諸外国と日本の背景の違い 

報告書案の指摘は適切。 

光ファイバの開放ルールが無い国については、そもそも加入系光ファイバ（ＦＴＴＨサービス）

が日本のように普及していないという事情がある。 

世界最先端のＩＣＴ先進国を目指す日本における光ファイバに係る開放ルールは、海外※では参

考事例として注目を集めている。 

 

※ＥＵ規制枠組みの見直しにおける欧州委員会案・附属書（２００６年６月２８日）Ｐ１１参照

○ 

ソフトバンク 

報告書案の考え方に賛同。 

ＮＴＴ東西は、とう道、管路、電柱等の線路敷設基盤を独占的に保有。この線路敷設基盤の独占

的保有の影響は、メタル回線・光ファイバ回線という回線種別に関わらず大きなものであり、ボト

ルネック性の源泉となっていることから、回線種別によって指定基準を区別することは適当ではな

い。 

○ 

イー・アクセス 

報告書案に賛成。 

加入電話サービスではメタル回線だけでなく光ファイバ回線も使用していること、また、加入電

話サービスと０ＡＢＪ－ＩＰ電話（ひかり電話）サービスが共に代替性が高いサービスであること

からも、両者を区別することは合理的ではない。 

○ 

 １）第一種指定電気

通信設備（固定系）

の指定基準 

ＡＣＣＡ 
「加入者回線」において相当の間メタル回線と光ファイバ回線が併存すると思われるので、メタ

ル回線と光ファイバ回線を区別することなく「一体的運用」を行なうことは賛成。 

○ 
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ＫＶＨ 
第一種指定電気通信設備（固定系）の指定基準にメタル回線と光ファイバ回線の一体的運用の取

り扱いについて報告書案の挙げる理由に賛同。 

○ 

グローバルア

クセス 

報告書案の考え方に賛同。シェア算出については、サービスベースでの提供回線数シェアではな

く、あくまでも設備ベースでの提供回線数シェアで議論することが必須。 

○ 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東西 

メタルと光との間でサービスの代替性があることと、設備のボトルネック性とは直接関係がな

く、別の議論。 

他事業者も当社と共通の線路敷設基盤の上に光ファイバを敷設することは可能。 

他事業者も計画的に光ファイバ敷設することにより、手続き面の差異を解消することにより、

個々のお客様からの申込みに対して当社と同等の期間でサービス提供することは可能。 

コスト面についても、当社は光ファイバ回線をメタル回線にオーバーレイ（重畳）する方式で設

置しており、メタル回線を保有していることにより光ファイバを他事業者に比べて安く敷設できる

という事実はない。 

むしろ、光ファイバは、以下の観点から、ボトルネック性はないことから、メタル回線と区別し

て早急に指定電気通信設備規制の対象から除外していただきたい。 

・光ファイバはメタル回線と異なり、当社も新たに敷設していること。 

・電力系事業者は、自ら光ファイバを敷設し、当社に匹敵する設備量を保有していること。 

・ＣＡＴＶ事業者やＵＳＥＮ社は電柱・管路等を保有していないが、当社や電力会社の電柱・管路

を利用して、自前でアクセス設備を構築していること。 

・当社の電柱について、新たな添架ポイントを開放することとし、他事業者が自ら光ファイバを敷

設する環境を整えてきていること。 

・むしろ、当社の光ファイバの接続料がコスト水準以下に設定されていることが、結果として他事

業者の設備構築インセンティブを損ない、健全な設備競争を阻害していること。 

・ブロードバンドアクセスという意味では、ＤＳＬ、ＣＡＴＶ、広帯域無線等、多様なアクセス手

段が存在すること。 

同種の設備として見るか否かの判断

基準は、設備の素材ではなく機能による

もの。サービスの代替性は機能面での同

等性を判断する際の一つの大きな要素

であることから、ボトルネック性の判断

に密接に関係しているものと考える。 

また、他事業者が光ファイバを自前敷

設する環境は、以前に比べて改善したも

のの、未だ本格的に設備競争が生じ得る

状況にはない。 

したがって、現時点において光ファイ

バ回線をメタル回線と区別して指定電

気通信設備の対象から除外するのは不

適当。 

なお、競争事業者の設備投資インセン

ティブは、ネットワークの自前敷設を一

層迅速かつ容易にできるようにするこ

とによって高めることが適当。ＮＴＴ東

西の光ファイバに係る接続料について

は、第３章６（２）に記述のとおり。 

２）第二種指定電気

通信設備（移動系）

の指定基準 

ＫＤＤＩ 

・他産業（グローバルスタンダード）との整合性を踏まえた２５％基準の見直し 

今般のルール見直しにより、第二種指定電気通信設備を指定する際の閾値（２５％）は、国内他

産業、或いは他国との整合性をとり、４０％或いは５０％へと改めることが必要。 

また、ＥＵにおけるＳＭＰの指定は「３段階の閾値をベースに判断している」との報告書案の記

述は不適切であり、修正する必要。 

 

・固定通信市場と移動通信市場の違い 

固定通信市場にはアクセス領域における設備面でボトルネック性がある一方、移動通信市場には

基本的に設備面のボトルネック性が無いといった構造的な違いがあることから、指定電気通信設備

制度を固定通信市場と移動通信市場で一体的に運用することは、市場の実態と乖離した制度運用に

なり、適切ではない。 

したがって、「市場特性の違いによる規制構成の相違が存在することは、少なくとも現時点にお

いては一定の合理性があると認められる」とする報告書案の整理は適切 

 

・市場の実態に応じた競争ルールの適用 

「第二種指定電気通信設備について閾値を４０％～５０％に引上げ、当該閾値を超える事業者に

対して第一種指定電気通信設備と同等のドミナント規制を課すという競争ルールの変更は、現時点

ＥＵにおけるＳＭＰ制度は今後の競

争政策を考える上で参考となるが、ＥＵ

の制度をグローバルスタンダードであ

ると位置付け、これと同一の制度を我が

国において使用すべきとする論拠が必

ずしも明確ではない。 

また、２５％の閾値は判断基準として

現実にＥＵにおいても考慮されている。 
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では適当ではないと考えられる」との結論は、閾値の問題（４０％～５０％）と市場構造の違い（固

定通信市場と移動通信市場）を一体にとらえたものであり、適切ではない。 

 

・携帯市場とＰＨＳ市場 

両者を同一の市場と扱うことは適当。 

ソフトバンク 

現状の第二種指定電気通信設備制度の内容を維持しつつ、その上で４０％～５０％の閾値を越え

る第二種指定電気設備を有する事業者について、第一種指定電気通信設備制度並みの規制を追加的

に課すという二段階の規制を導入することも検討に値する。 

 

 （ａ） ＭＶＮＯの新規参入との関係 

現状の第二種指定電気通信設備制度の見直しを行う必要はない。 

なお、「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたもの」等の具体的な判断基

準について、基本的考え方をガイドラインとして整理することも検討に値するとあるが、これは第

二種指定電気通信設備を有する事業者に該当するものであり、それ以外の事業者においてはＭＮＯ

とＭＶＮＯ間の役務提供若しくは接続に関する契約について、（紛争等に発展する場合を除き）特

段の規制上の制約を受けることなく、基本的には事業者間協議によって取り決めを行えるものと理

解。仮に本件のガイドライン化を進める場合には、こうした事業者の自由な事業活動を何らかの形

で制約することのないよう、ガイドラインの位置付けを明確にする等、間接的な規制強化に繋がる

ことのないよう十分に配慮して頂きたい。 

 

（ｂ） ユーザＩＤ開放の可能性の検討 

移動体通信事業者は、コンテンツ事業者に対して既にユーザＩＤを開放済みであり、ユーザＩＤ

の開放だけでＭＮＯ間の利用者の移動が活発化することは想定しがたい。 

 

（ｃ） 携帯市場とＰＨＳ市場の一体的な市場画定 

総務省の実施する競争評価において携帯市場とＰＨＳ市場が同一市場であると認定されている

ことのみをもって、両市場を一体として、今後、第二種指定電気通信設備制度を運用していくとす

るのは早計。今後、展開が見込まれている新たな移動体通信技術の取扱いについての整理や、携帯

市場とＰＨＳ市場とを第二種指定電気通信設備制度において一体的に運用していくことによる各

種影響について十分な分析を行った上で、判断すべき。 

☆ 

 第二種指定電気通信設備制度の在り

方については、制度の包括的な見直しの

中で改めて検討を加えることが必要で

あると考える。 

イー・アクセス 

・ＭＶＮＯの新規参入との関係 

単純再販によるＭＶＮＯサービス提供の市場シェアの取り扱いについて、現行の指定要件のまま

では、禁止行為規制の策定意図が達成できないことが想定されるため、今後検討することが必要。

 

・携帯市場とＰＨＳ市場の一体的な市場画定 

今後も引き続き市場の動向について注視し、市場の画定を行うことが必要。 

☆ 

ＭＶＮＯの定義の問題に関連する事

項と考える。 

ＡＣＣＡ 
卸電気通信役務形態によるＭＶＮＯの新規参入がしやすいよう「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」

の早期改善が求められる。 

○ 

テレサ協・ＭＶ 現行の第二種指定電気通信設備制度には合理性がある、という見解に賛同。さらに、指定電気通 ○☆ 
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ＮＯ協議会 信設備を有する事業者には、市場支配力を背景とした不公正な取引を排除するための、社内統制を

義務付けるべき。 

 

（ａ） ＭＶＮＯの新規参入との関係 

接続料について、【「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたもの」（電気通

信法第３４条第３項第４号）とされているが、その具体的判断基準については必ずしも明確になっ

ていないなど競争ルールの透明性の観点から改善を要すべき点もある。】という報告書案の見解に

賛同。 

ＭＮＯが提供するサービスのコストについて、各ネットワーク設備に関する投資額がいくらなの

か、運用費がいくらなのかを、定期的に監督官庁に提出することで、接続料や卸役務料金の適正性

を担保する必要。その際、必要に応じて細分化して開示することが望まれる。 

また報告書案の【本件についての基本的考え方をガイドラインとして整理することも検討に値す

る。】という表現については、【整理することが適当である。】に修正が望ましい。 

このような状況も考慮に入れ、ガイドラインは、他業種の企業から見てもわかりやすく、かつ事業

予見性を高められるものとして、明確かつ詳細なものになることを強く望む。 

 接続料を含む接続条件の取扱いにつ

いては、今後関係事業者の意見等を踏ま

えつつ検討すべきであり、現時点で本件

についてガイドラインとして整理する

旨結論付けることは必ずしも適当では

ないと考える。 

ＭＣＦ 

通信レイヤーやプラットフォームレイヤーの利用が一部阻害され参入ができない、あるいは公平

な利用環境にないという状況が現実に起こっており、早急な対応が必要。特に移動通信の場合は、

コンテンツ・アプリケーションレイヤーに対する影響が甚大。 

「識別情報（ユーザＩＤ等のユーザをユニークに識別するためだけの情報で個人情報を含まない

情報）やコンテンツ・アプリケーション仕様」の公開と利用環境の提供、端末からのアクセスにお

ける同等性の確保等が必要。規制は第二種指定電気通信設備のプラットフォーム機能を対象とする

ことが適当。 

但し、上記スキームは多大な労力と時間を要す上に、立場の弱いコンテンツ・アプリケーション

レイヤーの事業者が対等な立場で交渉することは非常な困難が想定。 

従って、ネットワークの公平性が確保されているかどうかについては、「競争阻害の可能性あり」

と判断される機能を特定し、“ｗａｔｃｈ ｌｉｓｔ”（要注視機能）として公表し、定期的な検証

を行うことで規制の「牽制力」を機能させるという報告書案は現実的な対応として非常に重要。 

○☆ 

ＫＶＨ 

第二種指定電気通信設備（移動系）の指定基準の端末シェアの２５％基準は、昨今の移動体端末

の絶対数の増大に鑑みれば妥当なもの。 

しかし、第二種接続約款が認可制ではなく届出制である点について疑問。移動系においては、固

定系に比べて寡占性が高く接続料金及びユーザ料金が高止まりしている傾向にあることから、第一

種と同様、認可制にするべきであり、この点について届出制であることについて合理的な説明を欠

いている。 

Ｐ２４の記載のとおり、地域通信市場

における設備のボトルネック性に起因

する市場支配力を認定する第一種指定

電気通信設備制度と、周波数の有限性を

背景とする寡占性に起因する市場支配

力を認定する第二種指定電気通信設備

制度との間で、市場特性の違いによる規

制構成の相違が存在することは、少なく

とも現時点では一定の合理性があるも

のと認められる。 

ＮＴＴ持株 
第二種指定電気通信設備（移動系）の指定基準（２５％）について、報告書案の考え方に基本的

に賛成。 

○ 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴドコモ 

事業者としての法的・社会的責任を十分に回避できる仕組みも無く事業者がトラブルの責任を負

いかねない現状でＩＤの開放を事業者に義務化することは不適切である旨、報告書に記載を加える

ご指摘を踏まえ、利用者利便の向上、

事業者間の公平性の確保、個人情報保護
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べき。 

電気通信事業者間で統一して用いることのできるユーザＩＤの是非につき、個人情報保護の確保

の視点も含めて、慎重に議論がなされるべき。 

の３点を検討に当たっての留意事項の

例示として追記。 

（３）ＮＴＴグループの

中期経営戦略と指定電

気通信設備制度の在り

方 

  

ＵＳＥＮ 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ、ＮＴＴ東西とその子会社等、およびその他のＮＴＴグループ内の連

携については、ＩＰ化の進展に対応した指定電気通信設備制度の在り方の見直しが必要である。Ｎ

ＴＴグループ内での各レイヤーの事業分担等については、公正競争環境が整備される仕組みが必

要。 

○  

通信事業の明

日を考える会 

ＮＴＴグループの上位レイヤー事業一体化が加速度的に拡大し、下位レイヤー事業を一気に垂直

統合することによって、ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズの分離の意味をなし崩しにして

いくものと強い不安を感じている。例えば、ＮＴＴ東西の販売奨励金やＮＴＴコムに有利な販売行

為などの問題がある。 

インターネット接続市場における、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズが一体となった市

場支配力濫用の是正と共に、公正競争に向け、厳正なる監視、規制を強く希望。 

 

また、法人サービスの見直しに見られるように、ＮＴＴ持株がグループとして一体的に市場支配

力を行使させようとしていることに対して大きな疑問があることから、報告書内に記載の「（ａ）

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携、（ｂ）ＮＴＴ東西とその子会社等の連携、（ｃ）その他のＮＴＴ

グループ内の連携」に加え、「ＮＴＴ持株会社のグループ企業支配の在り方」についても、競争政

策の観点から今一度見直しをされることを強く希望。 

☆ 

 ＮＴＴの組織の在り方に関する議論

は本懇談会の検討事項ではない。 

 １）ＮＴＴ東西とＮ

ＴＴドコモの連携 

ＫＤＤＩ 

・ＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモのＦＭＣ連携の問題 

支配的事業者間の連携となるＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモによるＦＭＣサービスの提供は、ＮＴ

Ｔ東・西による事業領域拡大の問題、グループ内競争の排除によるグループ市場支配力強化の問題

点があるため、認められるべきではない。 

 

・お客様の便益と公正競争の確保 

政策課題としてのお客様の便益を検討する場合には、短期的な利便性だけでなく、公正競争の確

保の観点を踏まえた中長期的なお客様の便益向上という視点が必要。従来のアプローチは、抜本的

な検討が行われるまでの間、維持して頂きたい。 

従って、報告書案において「基本的に望ましい」としつつ、「競争事業者との間の公正競争確保

のための条件整備を図ることが必要」としたのは、議論を矮小化するおそれがあり、適切ではない。

ＮＴＴ東・西による移動通信分野への事業領域拡大は、活用業務としての議論の範疇を超えて、

ＮＴＴの在り方として扱うべき問題であり、２０１０年に本格的検討を始めるまで凍結することが

適当。 

 

・設備共用の禁止 

ＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモの設備共用が認められないとする報告書案の考え方は適切。 

設備共用が認められるべきではないとする考え方は、ＮＴＴグループの次世代ネットワーク（Ｎ

☆ 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携に

際しては、利用者利便の向上が期待でき

るものであることから、この観点からは

基本的には望ましいと考えられる。 

他方、Ｐ２６に記載しているとおり、

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモは共に指定

電気通信設備を保有する事業者である

ことを踏まえれば、両者の市場支配力が

結合することにより、固定通信市場・移

動通信市場の双方の市場に競争阻害的

な要素が拡大することが懸念され、競争

事業者との間の公正競争確保のための

条件整備を図ることが必要。 

なお、公正競争確保のための具体的な

条件については、当事者であるＮＴＴド

コモ及びＮＴＴ東西の申請を待って、活

用業務認可のプロセスにおいて検討さ
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ＧＮ）構築においても適用する必要がある。 

 

・共同営業の禁止 

ＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモによる共同営業を認めることは競争政策の観点から原則として適当

でないとする報告書案の考え方は適切。 

ＮＴＴグループとしての購買力を背景とした営業取引についても公正競争を阻害している懸念

があり、今後の競争ルールの検討において十分に留意することが必要。 

また、加入者情報の不適切な利用やブランド力の相乗効果といった懸念だけでなく、ＮＴＴグル

ープとしての購買力を背景とした営業取引についても公正競争を阻害している懸念があり、今後の

競争ルールの検討において十分に留意することが必要。 

 

・活用業務の扱い 

ＮＴＴ東・西による移動通信分野への事業領域拡大は、活用業務としての議論の範疇を超えて、Ｎ

ＴＴの在り方として扱うべき問題であり、２０１０年に本格的検討を始めるＮＴＴの在り方の問題

に結論を得るまで凍結することが適当。 

れるべきものと考える。 

ソフトバンク 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモとの連携は、基本的には認めるべきでないが、第一種と第二種の指定

事業者相互間の連携については、現状、規制の対象となっていないため、本件についてはまず十分

な事前検証を行い、事前にガイドラインの整備等の所要の規制整備を行うべき。 

具体的には以下の通り。 

①ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモが共同で提供する場合 

ダブルブランドによるＦＭＣサービスの提供は、指定事業者同士が一体的に市場支配力を発揮す

ることとなるため、これを禁止すべき 

②ＮＴＴ東西が主体となって提供する場合 

ＮＴＴ東西が主体となってＦＭＣサービスを提供する場合についても、ＮＴＴ東西の業務範囲規

制の趣旨を没却するもので、禁止すべき 

③ＮＴＴドコモが主体となって提供する場合 

ＮＴＴドコモが主体となってＦＭＣサービスを提供する場合、現行の制度では他市場へのレバレ

ッジングの行使を規制することができないため、市場支配力行使の検証及び所要の規制整備を行

うことが必要。 

 

同上 

イー・アクセス 

・公正競争要件に関する検証の必要性 

基本的にＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携は直接行わず、ＮＴＴコミュニケーションズや、ＮＴ

Ｔ東西の子会社またはＮＴＴドコモの子会社など、別会社が主体で行うべき。 

 

・ＦＭＣの展開に関する公正競争確保の在り方 

事業者間接続の形態によるＦＭＣ 

同等の条件で接続事業者が接続できるよう、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ間の取り決めについては

接続約款化を義務付けるべき。 

ＭＶＮＯ活用型の形態によるＦＭＣ 

同等の条件で接続事業者が接続できるよう、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの間では相対契約を認め

○☆ 
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ず、卸契約約款を公表するかもしくは、ユーザ約款化して公平性を担保すべき。また、ＮＴＴ東西

ブランドもＮＴＴドコモのブランドも市場支配力の行使に該当するため、使用禁止すべき 

設備共用型の形態によるＦＭＣ 

報告書案に賛成。 

設備の共用について、伝送路以外の設備の共用についても原則禁止を要望。 

特に、ＮＴＴ東西やＮＴＴドコモが新規で設備を構築して共用する場合、原則禁止すべき。また、

伝送路に限らず、ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモが保有している設備を他の会社に譲渡することにつ

いても公正競争を担保するために禁止すべき 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモによる共同営業の禁止 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモはいずれも市場支配力を持つ事業者であり、共同営業は市場支配力の

行使をさらに行いやすくすることから、共同営業は認めるべきではない。また、、人的ファイヤウ

ォールも必要であり、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの間で実際行われている人的交流を速やかに禁止

するよう強く要望。 

 

・活用業務認可制度の活用 

報告書案に賛成。「活用業務認可ガイドライン」の条件を見直しし、厳格な運用を行うべき。 

ＡＣＣＡ 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモがＦＭＣを提供する場合には各社とも他事業者のＦＭＣに関する提

携や接続においては、同等の条件で対応する義務がある。 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携に

際しては、事業者間接続及びＭＶＮＯ活

用型のいずれの形態においても、他事業

者に対して同等の条件により接続・卸電

気通信役務の提供を確保すべき点はご

指摘のとおり。 

ＪＣＴＡ 

ＮＴＴグループ内事業者が、共通の目的をもったサービスを行う場合、たとえ共同営業の禁止

や、設備共用の禁止など規制を課したとしても、後発の事業者はサービス展開上不利な状況。 

したがって、ＮＴＴグループによるＦＭＣサービスは、ＮＴＴグループのドミナント性を加速

させることになるため、ＮＴＴドコモがＮＴＴ東西のネットワークと接続または利用してＦＭＣ

サービスを行うことを、他のＦＭＣ事業者の競争力が認められるまでの一定期間は規制すべき。

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携に

際しては、利用者利便の向上が期待でき

るものであることから、基本的には望ま

しいと考えられる。 

他方、Ｐ２６に記載しているとおり、

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモは共に指定

電気通信設備を保有する事業者である

ことを踏まえれば、両者の市場支配力が

結合することにより、固定通信市場・移

動通信市場の双方の市場に競争阻害的

な要素が拡大することが懸念されるこ

とから、競争事業者との間の公正競争確

保のための条件整備を図ることが必要。 

ＨＯＴｎｅｔ 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携パターン化がなされているが、どのように検証・判断するのか

明確にしていただきたい。 

Ｐ２８に記載しているとおり、ＮＴＴ

東西とＮＴＴドコモの連携に際して公

正競争の確保の観点から要請される要

件については、活用業務認可ガイドライ
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ンの見直し等により整理・公表するとと

もに、活用業務認可のプロセスの中で具

体的に検討を行うことが適当。 

ＣＴＣ 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携は、双方の市場において、より強固な市場支配力が生じ、公

正競争を著しく阻害する要因。ＮＴＴ東西によるＦＭＣの実施は、ＮＴＴ法の規定による「地域

電気通信事業の経営」を目的とする会社から逸脱。 

従って、現時点のＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携は、基本的にはどのような形態であっても

認めるべきではない。 

なお、ＮＴＴグループによるＦＭＣの実現には、完全資本分離により、過度な市場支配力が生

じない形（公正かつ有効な競争環境の実現）でのグループ再編が必須であり、早期に検討を進め

ることが必要である。 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携に

際しては、利用者利便の向上が期待でき

るものであることから、基本的には望ま

しいと考えられる。 

他方、Ｐ２６に記載しているとおり、

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモは共に指定

電気通信設備を保有する事業者である

ことを踏まえれば、両者の市場支配力が

結合することにより、固定通信市場・移

動通信市場の双方の市場に競争阻害的

な要素が拡大することが懸念されるこ

とから、競争事業者との間の公正競争確

保のための条件整備を図ることが必要。 

ケイ・オプティ

コム 

報告書案に賛同する。 

競争事業者との同等性確保に関しては、ＮＴＴ東西およびＮＴＴドコモに対して、相応の義務が

必要。 

具体的には、ＮＴＴ東西に対しては、「活用業務認可ガイドライン」の条件の「ネットワーク情

報の開示」に従って、ＮＴＴ東西がＦＭＣサービスを提供するにあたり新規に設置するシステムの

仕様を競争事業者である固定系事業者にも広くオープンにすることを条件として課していただき

たい。 

ＮＴＴドコモに対しては、ＮＴＴ東西以外の他の競争事業者が接続を求めた場合には、ＮＴＴ東

西と同等の条件により取り扱うことを希望。 

○ 

テレサ協・ＭＶ

ＮＯ協議会 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの共同的な市場支配力又は市場支配力のレバレッジが働かないよ

う、現行の競争ルールで十分担保されているかどうかという点については、より明確なルールの

適用が必要。 

また、公正競争の確保がなされているかどうかについて、公正取引委員会と総務省とが密接な

連携を取りながら指導及び監視を行うことが必要。 

また報告書案の、【・・・基本的に望ましいが、・・・】の箇所は全ての関係者に望ましいと

は言えず、【・・・可能であるが、・・・】のような表現が妥当。 

設備共用型の形態によるＦＭＣを基本的に認められないとしている点については、固定通信市

場と移動通信市場という２つの隣接する市場において、それぞれの市場支配力が共同的に運用さ

れることにより競争阻害性が更に高まることが懸念されるので報告書案の見解に賛同。 

また、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモによる共同営業の禁止を基本的に認められないとしている点

については、実質的に共同的・一体的な市場支配力の濫用が行われることが懸念されるため、報

告書案の見解に賛同。 

また、活用業務認可制度の活用に関する報告書案の見解にも賛同。 

○ 

なお、本件について「基本的に望まし

い」としているのは、利用者の観点から

の評価であるが、その後、公正競争環境

の整備が前提となる。 

ＫＶＨ 

公正競争確保の観点から連携は阻止するべき。 

ＮＴＴ法第２条第５項のいわゆる「活用業務認可」については、安易に認めるべきではない。 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携に

ついては、設備共用型の形態によるＦＭ
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ＮＴＴグループ間におけるＦＭＣの推進については、「活用業務認可ガイドライン」の見直しに

より弾力的な運用を図るのではなく、数年先のＮＴＴグループの帰趨決定まで凍結すべき。 

Ｃは基本的には認められず、また、共同

営業は原則として適当でないと考える

が、両者の連携そのものは利用者利便の

向上を図る観点から基本的に望ましい

と考えられる。 

なお、両者の連携に際して公正競争の

確保の観点から要請される要件につい

ては、活用業務認可ガイドラインの見直

し等により整理・公表するとともに、活

用業務認可のプロセスの中で具体的に

検討を行うことが適当。 

ウィルコム 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携について、他事業者との公平性確保に配慮した措置が明確に盛

り込まれており賛同。 

ただし、実態として公平性が担保されているかどうか、定期的なチェックを継続することが必要。

○ 

フュージョン ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの両者は共に指定電気通信設備を保有する事業者であり、両者の市

場支配力が結合し、通信市場が寡占状態に向かうため、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携による

ＦＭＣサービスの提供については、接続事業者からは望ましいと言えない。 

「他の競争事業者から同様の接続申込みがある場合、同等の条件で接続を認めることが求めら

れる」という物理的・電気的な接続条件が確保だけでなく、「速やかに「活用業務認可ガイドラ

イン」や「共同ガイドライン」の見直しを行い、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携に際して公正

競争確保の観点から求められる要件を整理・公表することが適当である。」を確実に実施してい

ただきたい。 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携に

際しては、利用者利便の向上が期待でき

るものであることから、基本的には望ま

しいと考えられる。 

他方、Ｐ２６に記載しているとおり、

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモは共に指定

電気通信設備を保有する事業者である

ことを踏まえれば、両者の市場支配力が

結合することにより、固定通信市場・移

動通信市場の双方の市場に競争阻害的

な要素が拡大することが懸念され、競争

事業者との間の公正競争確保のための

条件整備を図ることが必要。 

通信事業の明

日を考える会 

ＮＴＴ東西会社とＮＴＴドコモの連携は、利用者利益を名目にしたＮＴＴグループの体制強化に

繋がる可能性が極めて強く、是非とも厳密な監視を要望。 

特にＮＴＴドコモとＮＴＴ東西だけでなくＮＴＴコミュニケーションズとの共同営業について

も以下の理由から禁止して頂きたいと強く希望。 

ＮＴＴグループ中期経営戦略中の法人サービスの見直しは、質的にはＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュ

ニケーションズ間での「ユーザ情報の統一化」、「販売面での再統合」であり、ＮＴＴコミュニケー

ションズを「抜け道」としたＮＴＴ東西との共同営業が可能となる。 

また、ＮＴＴグループの上位レイヤー事業の見直しにより、ＮＴＴコミュニケーションズの「Ｏ

ＣＮ」の市場支配力が強化される中、ＮＴＴコミュニケーションズとＮＴＴドコモの共同営業は、

インターネット接続の分野での「ＯＣＮ」の市場支配力と移動通信市場でのＮＴＴドコモの市場支

配力を結合し、相乗的な独占強化に繋がる。 

☆ 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東西 

「ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携によるＦＭＣサービスの提供は基本的に望ましい。」とされ

ていることについては賛同するものの、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携によるＦＭＣの形態とし

て「設備共用型」を許容しないとしていることは、ネットワークの効率的な構築や柔軟なサービス

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモとの連携

については、設備共用型の形態によるＦ

ＭＣは基本的には認められず、また、共
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提供に支障を及ぼすおそれがあり、結果的にお客様利便を損ないかねないことから、設備共用型の

ＦＭＣについても、他事業者との同等性が確保されることを条件に許容されるべき。 

また、ユーザサービスの向上の観点から、他社との同等性の確保を条件に許容されるべき。 

ＮＴＴドコモ 
設備共用型ＦＭＣや共同営業を原則禁止とすることは適当ではなく、現行の事業法に基づき事後

的に対処されることで十分。 

同営業は原則として適当でないと考え

られるが、Ｐ２８に記載しているとお

り、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモによる具

体的計画の申請を待って、公正競争確保

の観点から適切に対処することが適当。 

ＫＤＤＩ 

・ＮＴＴ東・西とその子会社等の連携 

報告書案の指摘は適切。ＮＴＴ東・西による子会社を通じた業務展開が、ＮＴＴ法の趣旨を逸脱

していないかを精査し、共同的な支配力の濫用、ＮＴＴ東・西とその子会社等との取引における非

効率性を防止するためのルールが必要。 

 

・特定関係事業者制度の拡充 

特定関係事業者制度については、ＮＴＴグループの電気通信事業者全てへの拡大、アウトソーシ

ング会社への拡大、特定関係事業者制度の対象範囲を、連結決算の適用会社と一致させることによ

り会計制度との整合を図ることが必要。 

また、特定関係事業者の範囲を拡大することに伴い、特定関係事業者制度に関するＮＴＴ東・西

からの報告も徹底し透明性を確保することが必要。 

 

・早急なルール整備の必要性 

ＮＴＴ東・西を起点とする共同的・一体的な市場支配力の濫用等を防止するため、新しい競争ル

ールの整備について早急に検討に着手し、所要の制度整備を行うことが必要との報告書案の指摘は

適切。 

現行法の枠内でＮＴＴグループの一体経営による市場支配力濫用を防止するには、ＮＴＴグルー

プの連携に対して競争ルールを厳格に適用していく必要。 

○☆ 

 特定関係事業者制度の適用について

は、現行制度の趣旨に沿って、運用して

いくことが適当と考える。 

ソフトバンク 

ＮＴＴ東西とその子会社等について、共同的・一体的市場支配力の濫用を防止するための新しい

競争ルールの整備を早急に行うことにつき、強く賛同。 

まずは、ＮＴＴ東西とその子会社等相互間の関係の実態について詳細な調査を行い、調査結果に

ついて公表し、その調査結果に基づき、子会社等を通じた規制回避を抑止するためのガイドライン

の策定／改定、特定関係事業者制度の電気通信事業者以外への拡充等、ドミナント規制の実効性を

確保するための制度／競争ルール整備を行うべき。 

○☆ 

 ＮＴＴ東西とその子会社等について、

先ずは詳細な実態把握を行う必要があ

る旨を追記。 

２）ＮＴＴ東西とそ

の子会社等の連携 

イー・アクセス 

報告書案に賛成。特に、ＮＴＴ東西との取引規模が大きいＮＴＴエムイー及びＮＴＴネオメイト、

また、ＮＴＴコムウェアやＮＴＴファシリティーズについて、特定関係事業者として扱い、会計の

公開等を含め厳しく監視するよう強く要望。  

また、ＮＴＴ東西が、その子会社及びグループ会社にしかほとんど発注を行わない、または、ア

ウトソースするため接続事業者が中身の精査が行えないのであれば、物品費をはじめ作業委託費、

業務委託費がはね上がり、接続料金上昇の原因となり、適正な競争原理が働かず、ＮＴＴグループ

の非効率性が温存され今後も非常に根深い問題となる。 

自前工事やコロケーションに関する業務はＮＴＴ東西から子会社及びグループ会社へのアウト

ソースがほとんどを占めており、費用の適正性をチェックするうえでも会計精査が行えるような仕

組みが必要であり、接続料金に影響を及ぼす場合は、ＮＴＴ東西の子会社及グループ会社も会計情

報を公表すべき。特にコロケーション費用は金額も大きく年々増加していることから、費用の適正

性のチェックができるよう強く要望。 

☆ 

 特定関係事業者制度の運用について

は、現行制度の趣旨に沿って適用してい

くことが適当であると考える。 

 ただし、ＮＴＴ東西とその子会社につ

いて、先ずは詳細な実態把握を行う必要

がある旨を追記。なお、本件に係る会計

情報に関するご指摘については、接続会

計制度の見直しの中で検討を加えるこ

とが適当。 
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Ｊ：ＣＯＭ 

「ＮＴＴグループ中期経営戦略」での再統合の懸念について、競争政策の視点から的確な提案が

行われているものと評価。 

他方、通信分野と放送分野の融合的なサービスが提供されているが、現在のドミナント規制は通

信分野の規制であり、放送を含めた融合的なサービスについては言及されていないことから、「Ｎ

ＴＴグループに係る公正競争要件の検証」については、通信分野の指定電気通信設備制度等の枠組

みにとらわれず、放送分野まで含めたセーフガード制度の検討を早急に開始すべき。 

○ 

放送分野まで含めたセーフガード制

度の検討については、本懇談会の検討の

対象外である。 

ＪＣＴＡ 

ＮＴＴ東西は、ＮＴＴ法に規定されている業務範囲を逸脱してはならないが、さらに、子会社を

含む実質的に支配する関係会社についてもＮＴＴ法の適用対象とすべき。 

現状においても、ＮＴＴ東西は、放送業がＮＴＴ法での業務範囲外となっているにもかかわらず、

放送業の営業を行う事業者に出資し、共同的営業活動を行うなど、ＮＴＴ法の主旨に反していると

思われる行為が見受けられる。 

☆ 

ケイ・オプティ

コム 

報告書案に賛同。 

「活用業務認可ガイドライン」に規定される「独占的な既存業務と活用業務の内部相互補助の防

止（いわゆる会計の分離）」については、子会社も含めた適用を検討すべき。さらに、「活用業務認

可ガイドライン」の実効性を強化する観点から、法制化を検討すべき。 

○☆ 

 活用業務認可ガイドラインは、法律の

適用に際しての基準を明確化するもの

であり、十分な実効性を確保していると

考える。 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

ＮＴＴ東西とその子会社等の連携を視野に入れた行為規制については適切な考え。 ○ 

ＫＶＨ 

ＮＴＴ東西を起点とする共同的・一体的な市場支配力の濫用等を防止するため、ＮＴＴ東西とそ

の受託等を受ける子会社等を含めた新しい競争ルールの整備について早急に検討され、所要の制度

の整備を行うこととしているご提言に賛同。 

○ 

グローバルア

クセス 

２００６年７月２１日付ＮＴＴ報道発表資料「上位レイヤサービスと法人サービスの提供体制の

見直し」について、移管対象となった法人顧客の中には一般利用者である法人顧客のみならず、Ｎ

ＴＴコミュニケーションズと競合するサービスを提供する電気通信事業者も相当数含まれていた

と想定されるため、公正競争条件の確保の観点から検証が十分ではなかったのではないかと考えて

いる。例えば、アクセス回線にＮＴＴ東西のイーサネット網を利用して行っているサービスについ

て、そのアクセス回線の調達先が、競合しているＮＴＴコミュニケーションズに移管されるとすれ

ば、公正競争上、著しく問題がある。 

このことは、ＮＴＴ東西における相互接続部門と利用部門との間にファイアウォール設置の義務

付けに比べると、著しくバランスを欠いている。 

☆ 

通信事業の明

日を考える会 

ＮＴＴ東西には、都道府県域子会社（ＮＴＴ東の場合で２１社、西の場合で全１６社）があるが、

その社名は、「ＮＴＴ東－東京南」，「ＮＴＴ西－関西」のようにＮＴＴ東西と一体であるかの如く

まぎらわしい社名であることに加え、同子会社の社長他役員は、ＮＴＴ東西の地域事業本部長、部

長等を兼務し、案件に応じてその立場や名刺を使い分けている場面が多々見受けられる。 

加えて、同子会社の主力商品はＮＴＴ東西が提供する商品であること等から、ＮＴＴ東西と都道

府県域子会社は正に一体であり、ＮＴＴ東西がドミナント規制を回避せんがために行っている「脱

法」行為ではないかと考えられる。 

したがって、ＮＴＴ東西とその子会社等の関係の透明性の確保について、より厳正な対応を希望。

○☆ 

 ＮＴＴ東西とその子会社等について、

先ずは詳細な実態把握を行う必要があ

る旨を追記。 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東西 

アウトソーシング会社への委託にあたって、他事業者との公正競争条件の遵守について業務委託

契約に規定する等、既に適切な措置を講じており、これ以上の規制は不要。 

ＮＴＴ東西とその子会社等について、

先ずは詳細な実態把握を行う必要があ



 

 25

むしろ、公正競争上の観点からは、電気事業分野で独占的な地位を有する電力会社とその子会社

又は提携会社である通信会社との間の取引条件等について公表を求める等の措置を検討していた

だきたい。 

る旨を追記。 

ＮＴＴコム 

顕在する具体的な問題が記載されていないにも拘わらず、市場支配力の濫用を前提とした記載が

含まれているが、事前規制については、市場支配力の濫用の可能性について慎重に検証を行う必要

があるため、報告書案Ｐ３２の記述を修文すべき。 

具体的には、「・・・、ＮＴＴ東西を起点とする共同的・一体的な市場支配力（又は市場支配力

のレバレッジ）の濫用等を防止するため、新しい競争ルールの整備について早急に検討に着手し、

所要の制度整備を行うことが必要である」との記述を「・・・、ＮＴＴ東西を起点とする共同的・

一体的な市場支配力（又は市場支配力のレバレッジ）の濫用等の可能性を排除できないため、新し

い競争ルールの整備について検討に着手し、必要と認められる場合、所要の制度整備を行うことが

必要である。」に修文すべき。 

本件はＰ３０に「結果としてドミナン

ト規制が回避され、公正競争確保のため

のルールが実効性を失う可能性がある」

と記載しているように、現行制度の運用

に必ずしも十分でない点がある旨を指

摘しているものである。なお、「所要の

制度整備」は「必要と認められる場合」

の意味を含む。 

ソフトバンク 

ＮＴＴ東西をはじめとするグループ内各社の連携について、既存の競争セーフガードを包括的に

適用し、定期的な検証を行うことに賛同。その際に競争セーフガードの全体像を改めて整理・公表

して頂くことは有効。 

なお、公正競争要件確保の検証にあたっては、ＮＴＴに挙証責任を課すとともに、その報告内容

等の公開を義務化し、外部による検証を可能とすることが必要。 

更に、ＮＴＴが挙証した内容に対し、他事業者等から反証が提示された場合には、これを是正し

ない限り、関連するＮＴＴグループ内における連携等を禁止することが適当。 

また、ＮＴＴグループによるＮＧＮの整備・活用を通じた、共同的・一体的市場支配力の行使及

びレバレッジングの行使を抑止するための公正競争ルール整備が必要。 

○☆ ３）その他のＮＴＴ

グループ内の連携 

ＮＴＴコム 

経営効率化の観点から、ＮＴＴグループ内において様々な連携が行われることは、利用者利便の

向上を図る観点から、基本的に望ましいと考えられることから、報告書案のＰ３３の記述は修文す

べき。 

具体的には、「・・・。しかし、ＩＰ化等の市場環境変化に対応し、更にグループ全体として経

営効率化や収益機会の拡大等を図る観点から、ＮＴＴグループ内において様々な連携が行われるも

のと考えられる。」との記述を「・・・。一方でＩＰ化等の市場環境変化に対応し、更にグループ

全体として経営効率化や収益機会の拡大等を図る観点から、ＮＴＴグループ内において様々な連携

が行われることは基本的に望ましいと考えられる。」に修文すべき。 

該当部分の記述は、ＩＰ化等の市場環

境を踏まえた見通しを述べるものであ

り、ＮＴＴグループ全体としての経営効

率化や収益機会の拡大等について、特定

の価値判断を加えることを意図するも

のではない。 

（４）指定電気通信設備

の対象範囲の柔軟な見

直し 

   

 １）指定電気通信設

備の定期的な見直

し 

ソフトバンク 

ＮＴＴ東西をはじめとするグループ内各社の連携について、既存の競争セーフガードを包括的に

適用し、定期的な検証を行うことに賛同。その際に競争セーフガードの全体像を改めて整理・公表

して頂くことは有効。 

なお、公正競争要件確保の検証にあたっては、ＮＴＴに挙証責任を課すとともに、その報告内容

等の公開を義務化し、外部による検証を可能とすることが必要。 

更に、ＮＴＴが挙証した内容に対し、他事業者等から反証が提示された場合には、これを是正し

ない限り、関連するＮＴＴグループ内における連携等を禁止することが適当。 

また、ＮＴＴグループによるＮＧＮの整備・活用を通じた、共同的・一体的市場支配力の行使及

○☆ 
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びレバレッジングの行使を抑止するための公正競争ルール整備が必要。 

ＮＴＴ東西 

第一種指定電気通信設備の範囲を定期的に見直すことについては賛成だが、現行の指定方法は、

「指定しない設備を具体的に列挙する方式」となっており、新たな設備を含め、殆ど全ての設備が

自動的に第一種指定電気通信設備の対象となる仕組みであるため、「指定する設備を具体的に列挙

する方式」に指定方法を見直すことが必要。 

現行の指定方法は、市場構造の変化に

対して迅速な対応を確保する上で妥当。 

ＫＤＤＩ 

・次世代ネットワークとのレイヤー間接続 

ＮＴＴ東・西の次世代ネットワークについては、それぞれのレイヤーにおいて同一レイヤー間で

の接続が必要であり、第一種指定電気通信設備とすることが必要。また、第一種指定電気通信事業

者としてのＮＴＴ東・西は、次世代ネットワークの構築計画を総務大臣に届けるとともに他事業者

へ公表する必要。 

 

・ＮＴＴ東・西の説明責任 

ＮＴＴ東・西の次世代ネットワークを構成する機能や設備は基本的に第一種指定電気通信設備と

し、指定設備の範囲から除外する場合には、ＮＴＴ東・西に説明責任があることを前提に議論を進

めることが必要。 

ある機能や設備を指定設備の範囲として加えるべきかどうかを、接続事業者の主張で判断するこ

とは、事実上、説明責任が接続事業者に帰属することとなり、不適当。 

○☆ 

 指定電気通信設備制度の趣旨に沿っ

て適切に対処することが適当。 

ソフトバンク 

・ 機能面を重視した指定電気通信設備の指定 

報告書案に賛同。 

 

・プラットフォーム機能を視野に入れた指定電気通信設備の指定 

ＮＴＴ東西のＮＧＮにおけるプラットフォーム機能については、ボトルネック設備である伝送路

設備と一体として設置される電気通信設備であり、当初より指定電気通信設備として指定し、指定

を外す場合にはＮＴＴ東西にその挙証責任を負わせることが適当。 

○☆ 

イー・アクセス 

・機能面を重視した指定電気通信設備の指定 

ボトルネック設備を利用するために必要な設備として、コロケーション（スペース、電源、空調

など）についても指定電気通信設備として指定してすることを強く要望。 

 

・プラットフォーム機能を視野に入れた指定電気通信設備の指定 

プラットフォームも指定電気通信設備の対象範囲に加えることに賛成。 

○ 

コロケーションスペース等は、指定電

気通信設備ではないことから、当該指定

電気通信設備との接続を円滑に行うた

めに必要なものとして接続約款に規定

している。 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

次世代ネットワークを様々な事業者が有効活用し、ともに日本の通信事業を発展させるためには、

プラットフォーム機能を有する設備を指定電気通信設備とすることでオープン化することも考慮

されるべき。 

○ 

２）指定電気通信設

備の範囲の在り方 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東 

第一種指定電気通信設備規制は、あくまでも「設備」のボトルネック性に着目した規制であり、

真に不可欠性を有する設備に規制対象を限定するべきであり、他事業者も提供可能であるネットワ

ーク機能についてまで規制する必要はない。 

プラットフォーム機能について何らかの措置が必要とのことであれば、ネットワークとは独立に

それ自体のボトルネック性について判断することが必要。 

固定・移動通信市場の融合に伴う指定電気通信設備制度の見直しにあたっては、設備のボトルネ

ック規制と市場支配力に対する規制を区分することが必要。 

現行制度上、プラットフォーム機能を

提供する設備であったとしても、ボトル

ネック設備の一部と認められれば、指定

することとなる。 

なお、個々の設備に係るボトルネック

性の有無については、ＮＴＴ東西の挙証

とこれに対する接続事業者の反証のプ
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設備のボトルネック性に起因する場合は接続約款・接続料規制等の設備規制を課すとしても、市

場支配力に起因する場合は各事業者の公平な取扱いといった行為規制に留める等の措置が望まし

い。 

ロセスを重視し、ＮＴＴ東西に十分な説

明責任を求めた上で判断することが適

当。 

ＮＴＴ西 

第一種指定電気通信設備の対象から速やかに除外いただきたい。 

当社が構築する次世代ネットワークにボトルネック性がない以上、そのプラットフォーム機能に

ボトルネック性がないことは明らか。 

事前規制（要注視機能としてＷａｔｃｈ Ｌｉｓｔ化することも措置内容は定かでないものの一

種の規制に他ならないもの）を課すのではなく、各事業者に自由に事業展開を行わせるべきであり、

万一それによって問題が生じるのであれば、事後的に問題を解決する姿勢に徹していただきたい。

現行制度上、プラットフォーム機能を

提供する設備であったとしても、ボトル

ネック設備の一部と認められれば、指定

することとなる。 

なお、個々の設備に係るボトルネック

性の有無については、ＮＴＴ東西の挙証

とこれに対する接続事業者の反証のプ

ロセスを重視し、ＮＴＴ東西に十分な説

明責任を求めた上で判断することが適

当。 

なお、“ｗａｔｃｈ ｌｉｓｔ”は、

規制ではなく、規制の適用に係る予見性

を高めることを意図したものである。 

ＮＴＴコム 

「プラットフォーム機能を一義的に定義することは、急速な技術革新を背景に市場構造が大きく

変化している中、技術中立性の観点からも必ずしも適当ではない場合がある」ため、当該機能の位

置付けを予断するような記載は不適切であるから修文すべき。具体的には、「プラットフォーム機

能は伝送路設備と一体として設置される電気通信設備に該当するが、・・・」を「プラットフォー

ム機能は伝送路設備と一体として設置される電気通信設備に該当する可能性があるが、・・・」に

修文すべき。 

 ご指摘を踏まえ、「該当する」を「該

当する可能性がある」に修文。 

ＮＴＴドコモ 

指定電気通信設備の範囲にプラットフォーム機能を加えるか否かについては、ボトルネック性を

有するプラットフォーム機能とは何でありどのようなものが想定されるのかを明らかにしつつ慎

重に検討がなされるべき旨報告書に記載されるべき。 

現行制度上、プラットフォーム機能を

提供する設備であったとしても、ボトル

ネック設備の一部と認められれば、指定

することとなる。 

なお、個々の設備に係るボトルネック

性の有無については、ＮＴＴ東西の挙証

とこれに対する接続事業者の反証のプ

ロセスを重視し、ＮＴＴ東西に十分な説

明責任を求めた上で判断することが適

当。 

   （５）“競争セーフガー

ド制度”の整備 
ソフトバンク 制度再構築のプロセスとして競争セーフガード制度の創設が明確化されたことは非常に有意義。 ○ 

 １） “競争セーフ

ガード制度”の 

概要 
ＫＤＤＩ 

ＮＴＴの在り方の抜本的な見直しを行うまでの暫定的な枠組みとして、ＮＴＴグループの共同

的・一体的な市場支配力濫用防止のための競争ルール整備と、指定電気通信設備の範囲の検証を包

括的に行うことは適切。 

ただし、制度の運用に際しては、一連の制度整備を行うこととした経緯や目的が曖昧とならない

よう、制度趣旨に則った厳格な運用が行われるべき。また、ルールを策定、運用していく上では、

議論の公開等、手続きの透明性を確保することが必要。 

○ 



 

 28

ソフトバンク 
報告書案に賛同。 

「競争セーフガード制度の運用に関するガイドライン」を早急に策定し、運用を開始すべき。 

○ 

イー・アクセス 
報告書案に賛成。要注視機能についてはスタックテストも行えるよう、機能ごと（少なくともサ

ービスごと）にコスト算出できるような会計制度を整えるべき。 

○☆ 

ＪＣＴＡ 

ＮＴＴ東西等の行為そのものが市場支配力の濫用に当たるかを事前にチェックするような市場

監視機能が必要であり、この機能を「競争セーフガード制度」に組み入れることが必要。 

特に、ＮＴＴ東西が子会社や経営上の影響力を持つ会社を通して、法規制の潜脱的行為が行われ

ることを、未然に防止するしくみを定め、「競争セーフガード制度」に組み入れるべき。 

また、「競争セーフガード制度」での評価は、電気通信事業法のみならずＮＴＴ法、独占禁止法

の精神に照らし、多面的な見地にたって行われることが必要。 

なお、競争セーフガードによる定期的な評価の中では、紛争処理委員会で蓄積された事業者間の

紛争事案についても、その内容をよく評価し、対象設備のドミナント性・ボトルネック性を判断す

る材料としていただきたい。 

☆ 

ＨＯＴｎｅｔ 報告書案に賛同する。また、「競争評価」の手法の明確化を今後強く望む。 ○ 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

プラッフォームレイヤーの機能は次世代ネットワークにおける重要な機能であり、ご提案に賛

同。 

○ 

テレサ協 

設備を保有しない事業者が当該市場にタイムリーかつ必要最小限の投資で新規参入する場合、設

備保有事業者の提供する通信サービスを用いて各種プラットフォーム機能を実現する、いわゆる卸

電気通信役務活用型のサービス提供形態が前提となることから、競争セーフガード制度の整備にお

いては、事業者間接続型のサービス提供形態に加え、卸電気通信役務活用型のサービス提供形態の

公正競争要件（通信サービスのアンバンドル化、会計分離等）についても検討いただきたい。 

設備を保有しない事業者が、ＮＴＴの次世代ネットワークの転送機能を事業者間接続型または卸

電気通信役務活用型で使用し、設備非保有事業者の創意工夫の下、必要に応じて独自機能を組み合

わせることにより多様なサービスを生み出すことが可能となるよう、転送機能のアンバンドル化お

よび他機能のオープン化（転送制御情報または転送管理情報へのアクセス）を要望。 

○☆ 

ＫＶＨ 

ご提言に賛同。 

ＩＰ化の進展した次世代ネットワークにおきましても、現行のインフラ設備の上に構築されるの

は明白であり、ボトルネック設備が公正競争を歪め、次世代ネットワークの構築時においても現在

の競争優位がそのまま引き継がれる可能性が多々あることから、指定電気通信設備の範囲として

は、少なくともプラットフォームレイヤーまでの指定としていただきたい。 

○ 

ＮＴＴ持株 

今後の展開を正確に予測することが困難なブロードバンド市場において、現実に問題が発生して

ないにもかかわらず、漠然とした懸念やおそれを理由に行政が新たな規制を課すとすれば、結果的

に新たなビジネス・技術の展開を抑制し、ユーザサービスの高度化・多様化を妨げることにつなが

る弊害が生ずると考えられることから、新たな規制を導入すべきでなく、また、現行法上、法的根

拠のない追加的な規制を行うことは問題。 

現行制度上、プラットフォーム機能を

提供する設備であったとしても、ボトル

ネック設備の一部と認められれば、指定

することとなる。（脚注６を参照。） 

なお、個々の設備に係るボトルネック

性の有無については、ＮＴＴ東西の挙証

とこれに対する接続事業者の反証のプ

ロセスを重視し、ＮＴＴ東西に十分な説

明責任を求めた上で判断することが適

当。 



 

 29

なお、“ｗａｔｃｈ ｌｉｓｔ”は、

規制ではなく、規制の適用に係る予見性

を高めることを意図するものである。 

ＮＴＴ東 

今後の展開を正確に予測することが困難なブロードバンド市場において、現実に問題が発生して

ないにもかかわらず、漠然とした懸念やおそれを理由に行政が新たな規制を課すとすれば、結果的

に新たなビジネス・技術の展開を抑制し、ユーザサービスの高度化・多様化を妨げることにつなが

る弊害が生ずると考えられることから、新たな規制を導入すべきでない。 

また、競争評価を政策的に活用する際には、例えば高いシェア自体を問題視するのではなく、そ

の理由がネットワークのオープン化等が行われていないことによって生じているものか、各事業者

の営業努力の結果であるのか、各事業者の事業戦略上の力点の入れ方の差異によるものか等、多角

的かつ構造的な要因について十分に分析を行うことが必要。 

☆ 

現行制度上、プラットフォーム機能を

提供する設備であったとしても、ボトル

ネック設備の一部と認められれば、指定

することとなる。（脚注６を参照。） 

なお、個々の設備に係るボトルネック

性の有無については、ＮＴＴ東西の挙証

とこれに対する接続事業者の反証のプ

ロセスを重視し、ＮＴＴ東西に十分な説

明責任を求めた上で判断することが適

当。 

なお、“ｗａｔｃｈ ｌｉｓｔ”は、

規制ではなく、規制の適用に係る予見性

を高めることを意図するものである。 

ＮＴＴコム 

①原案の書きぶりでは、「公正競争要件」が必ずしも明確ではないため、所要の措置についても、

その内容を判断できないため、「④ 上記と併せて・・・」を「④ 上記について・・・」に修文

すべき。 

 

②また、当該制度が、新たな規制の枠組みの制定を意図したものではなく、既存の枠組みの整理

により運用を開始するものであるという点を明確にするため、。「・・・速やかに「競争セーフガー

ド制度の運用に関するガイドライン」等を策定し、・・・」を「・・・速やかに「競争セーフガー

ド制度の運用に関するガイドライン」等を既存の制度運用の枠組みを整理することにより策定

し、・・・」に修文すべき。 

 

③また、市場支配力の濫用を防止するための事前規制については、その必要性を慎重に検証すべ

き。また、電気通信事業者の各種事業統合が進展していることから、検討にあたっては、ＮＴＴグ

ループのみならず、他の事業グループについても同様に検討対象とすべきことから、「これに併せ

て、ＮＴＴ東西とその子会社等の共同的・一体的な市場支配力の濫用防止のための仕組みについて

も速やかに検討に着手することが望ましい。」を「これに併せて、ＮＴＴ東西とその子会社等の共

同的・一体的な市場支配力の濫用防止のための仕組みについても、その必要性を慎重に検証するこ

とが望ましい。」に修文すべき。 

 ①については、ご指摘を踏まえ、所要

の修正を加えた。 

 

②については、ご指摘を踏まえ、「現

行制度の運用改善等に係る措置」と明記

した。 

 

③については、速やかに検討に着手す

ることを否定するに足りる具体的な根

拠が提示されているとは認められない

ため、原文を維持。 

ＮＴＴドコモ 

「競争セーフガード制度」について、一事業者グループに特化した監視制度は他業界及び独占禁

止法の運用等にもない特異なものであり公平性に欠けることから、公正競争条件確保に係る制度は

競争評価や共同ガイドラインなど全ての事業者に係るものを基本とすることが必要。 

仮にセーフガード制度がボトルネック設備を保有することを理由とするものとしても、ボトルネ

ック設備を有しないドコモや㈱ＮＴＴコミュニケーションズ等まで含めたＮＴＴグループのみに

対する監視制度を新たに創設することは過剰な規制であり公平性を欠く。 

競争セーフガード制度は、指定電気通

設備の対象の見直しプロセスをシステ

ム化するとともに、ＮＴＴグループに係

る公正競争要件を整理・体系化し、検証

するものであり、新たな規制を追加する

ものではないことから、過剰な規制との

指摘は当たらない。 
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また、公正競争確保を目的とするドミ

ナント規制を特定の事業者に適用する

ことをもって事業者間の公平性が損な

われるものではない。 

ＢＴ 

総務省は、「競争セーフガード制度」の整備と「競争セーフガード制度の運用に関するガイドラ

イン」の策定の準備をするとしている。ＩＰ化ネットワークに対応した競争の枠組みの基盤を提供

するため、速やかに当該制度とガイドラインを整備する総務省の考えを支持。 

○ 

ＫＤＤＩ 

指定電気通信設備の範囲の議論を行う上では、以下の点から現在の競争評価では対応できない面

がある。 

・競争評価の事後的な性格 

 ＮＴＴグループの圧倒的な市場支配力が定着した段階で事後的に市場を評価するのではなく、Ｎ

ＴＴ東・西の設備構築に先立ち、公正競争上の問題点を検証する必要。 

 

・最終消費者向け市場と卸市場 

指定電気通信設備の範囲を検証するには、設備のボトルネック性との関連性に重点を置いた分析

（卸市場に関する分析）が必要。 

☆ 

ソフトバンク 

政策的・戦略的な活用を図る方向で運用を行うためには、競争評価手法のさらなる精緻化が必要。

競争評価に必要な情報の提出を義務化する場合には、その範囲を分析を行う上で必要最小限の情

報に限定して頂く等、事業者に運用上の過度な負荷を課すことのないよう配慮を希望。 

☆ 

 ご指摘を踏まえ、「関係事業者に過度

の負担をもたらさないよう留意しつつ」

の文言を追記。 

２） “競争セーフ

ガード制度”と競争

評価の関係  

ＮＴＴコム 

競争評価等により情報提供を求める場合は、事業者の事業上の機密性等を考慮し、使用目的と開

示方法、対象事業者の範囲を明確にし、情報提供者の理解を得たうえで実施すべきであることから、

「・・・、競争評価に用いられる情報の収集については、現在、その一部は関係事業者の任意の協

力により行われているが、目的を明確化することを前提に報告規則の更なる見直しを進め、競争評

価に必要な情報提出の制度整備を図ることが適当である。」を「競争評価に用いられる情報の収集

については、現在、その一部は関係事業者の任意の協力により行われているが、目的・開示方法・

対象事業者の範囲を明確化することを前提に、関係事業者の報告に関する負担やビジネスへの影響

度を十分に勘案し理解を得た上で、報告規則の更なる見直しを進め、競争評価に必要な情報提出の

制度整備を図ることが適当である。なお検討にあたっては既存の報告規則の対象についても、目

的・開示方法を明確化し、簡素化を含め検討することが適当である。」に修文すべき。 

同上 

（６）指定電気通信設備

制度の包括的な見直し 

  

ＫＤＤＩ 

物理網レイヤーにおける固定通信網と移動通信網の構成の違いに留意するべきとしている報告

書の指摘は適切。 

番号ポータビリティの開始や新規参入で更なる競争の激化が見込まれる移動体市場への新たな

規制導入は、控えられるべき。 

○ 

移動体市場に対し新たな規制が必要

か否かは、競争状況を踏まえつつ、適切

に判断することが必要。 

ソフトバンク 

報告書案の内容に賛同。 

なお、その際には、報告書案にもあるとおり、物理網レイヤーと通信サービスレイヤーとを区別

して検討を行う必要。 

○ 

 １）市場統合の進展

に対応した制度見

直しの必要性  

イー・アクセス 報告書案に賛成。 ○☆ 
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また、固定・移動統合市場における、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携などのＮＴＴグループに

よる共同的・一体的な市場支配力の行使を抑制するためにも、本制度の指定要件の要素としてＮＴ

Ｔ（資本）グループによる市場占有率を加えることが必要。 

テレサ協・ＭＶ

ＮＯ協議会 

報告書案の見解に賛同。 

移動体通信事業では、物理網レイヤーを保有している事業者が上位の各レイヤーにおける市場支

配力を及ぼしている現状。ＭＶＮＯ参入にあたり、各レイヤーが既存ＭＮＯに支配的にコントロー

ルされている現状に歯止めをかける必要があり、新しい制度は極めて重要。また、継続的に電気通

信市場全体について競争評価を用いて市場の画定を行い、その上で政策に反映させることが必須。

○ 

エニーユーザ

ー 

プロバイダー・フリーのインターネット電話サービスを提供する場合、一般公衆網からのインタ

ーネット電話への通信は、一旦ＧＷ等で終端させ転送とするというルールが規定されているが、キ

ャリア間の取り決めにより、インターネットへの転送時点から呼び出しを含め発信者へ課金される

ケースが生じる。既存接続設備を有するＮＴＴ東西および、自社ＩＰ網をもつ企業間の取り決めが

絶対的なものとならず新規参入サービス提供事業者による競争促進が図れるよう、接続ルールのオ

ープン化および、従来存在しなかった新しい技術を適切な形でサービス提供可能な競争ルールの設

定を期待。 

☆ 

ＮＴＴ西 

ブロードバンド市場においては、我が国は諸外国に比べて最も競争が進んでおり、当社が市場支

配力を行使しうる地位にはない。 

また、ブロードバンド時代の主要なインフラであるＩＰネットワークや光ファイバ等は今後各事

業者が構築するか、または現在構築しつつあるものであり、ボトルネック性は問題とならない。 

現在の我が国におけるブロードバン

ドサービス市場における競争進展は、こ

の網開放義務を前提とするものであり、

当該市場における競争の進展は、ボトル

ネック設備制の網開放義務を緩和する

直接的な論拠にはならない。（脚注１１

を参照。） 

また、ＮＴＴ東西のＩＰネットワーク

等は既存の物理網に立脚して構築され

るため、ボトルネック性が問題とならな

いという指摘は当たらない。 

２）制度見直しの方

向性 

ＫＤＤＩ 

・指定電気通信設備の範囲と競争評価 

競争評価については、透明性の確保措置の導入や、次世代を見越した評価を行う方向へ方針を改

める等の見直しが必要。 

固定通信網と移動通信網の指定電気通信設備制度は、それぞれボトルネック性の有無に着目した

異なるルールを適用することが適当。サービス面での融合を理由に、固定網と移動体網に同一の規

制を適用することは、市場の実態と乖離したルールとなるおそれがある。 

 

・市場支配力 

市場支配力については、料金面での支配力の観点から評価、分析することは適切ではなく、非価

格的な影響力、つまりＮＴＴ東・西が独占時代から継承した設備面・営業面の競争上の優位性も評

価の尺度とすべき。また、市場支配力の「存在」と「行使」は切り離されたものではなく、「存在」

そのものが公正競争を阻害していると考えることが必要。 

 

・競争評価における共同支配の扱い 

競争評価の手法として、共同支配やレバレッジも含めた市場支配力の認定の在り方等について検証

☆ 

 指定電気通信設備制度の包括的な見

直しに際しては、市場統合実態に柔軟に

対応し得るものとすることが適当。 

 また、当該制度の見直しに際しては、

「市場支配力の設定は、設備のボトルネ

ック性のみを十分条件とするものでは

ない。すなわち、設備のボトルネック性

がある場合の他、市場シェアが高い等の

市場要因によって、当該市場において価

格支配力等を行使し得るかどうかとい

う観点から市場支配力に認定が行われ

る。」とのラインを維持することが適当

と考える。 
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を行うとの方向性は適切。 

ソフトバンク 

この方向性は規制の国際整合性を確保するものであり、市場支配力の認定をどのように行うかと

いうクリアすべき難しい課題はあるもの、望ましい方向性。 

現行の競争評価制度をこの枠組みに取り入れる場合は、競争評価手法のさらなる精緻化が必要。

○ 

イー・アクセス 

セーフガード制度が十分に機能していない段階においては、ドミナント規制を緩和すべきではな

い。また、ＮＴＴ東西のボトルネック設備については、市場支配力の行使のおそれがあり、事後規

制も困難であることから、引き続き、非対称規制を行うべき。 

 

・競争評価の活用に向けた実践的検証の必要性 

ＳＭＰの考え方を導入する方向性について賛成。 

現状では、市場支配力の行使の問題については、独占禁止法の分野での扱いが主であり、指定電

気通信設備制度への反映は必ずしも有効ではなかったため、レイヤー間の競争モデルの実現のため

にはＳＭＰ指定は必要不可欠な観点。したがって、独占禁止法の枠組みとは別のＳＭＰ指定の枠組

みの実現を強く要望。 

○☆ 

ＮＴＴ持株 

ＩＰ化の進展に伴う第一種・第二種指定設備規制の見直しを行うことは賛成。本来ボトルネック

設備の保有と市場支配力の有無は別の概念であり、固定・移動通信市場の融合に伴う指定電気通信

設備制度の見直しにあたっては、設備のボトルネック規制と市場支配力に対する規制を区分する必

要がある。その場合、設備のボトルネック性に起因する場合は接続約款・接続料規制等の事前規制

を課すとしても、市場支配力に起因する場合は各事業者の公平な取扱いといった事後的な行為規制

に留める等の措置が望ましい。 

○☆ 

 設備のボトルネック性に基づくドミ

ナント性と、市場シェアが高い等の市場

要因によるドミナント性の２つの要素

がドミナント規制の根拠となるが、これ

をもってドミナント規制の中身そのも

のを区別する必要があるかどうかにつ

いては、更に検討が必要。 

ＮＴＴ西 

現在指定されている加入者光ファイバ等のブロードバンドに用いられる設備については早急に

指定電気通信設備の対象から除外して頂きたい。 

また、規制の在り方としても、設備の不可欠性に着目したボトルネック規制と市場支配力に着目

したドミナント規制は目的が異なり、「ボトルネック設備保有」＝「ドミナント」とする現在の第

一種指定電気通信設備規制は見直すことが必要。 

☆ 

光ファイバを指定電気通信設備のみ

対象とすることは適当（第３章３（２）

を参照。） 

なお、今後指定電気通信設備の見直し

については「競争セーフガード制度」に

基づき定期的に行っていくことが適当。 

ＢＴ 

１３．指定電気通信設備制度の包括的な見直し事項に関して、意見招請は、市場の定義、ドミナン

ス性の概念や規制だけではなく、それらの実施といった、あらゆる観点から実施すべき。更に

は、新たな体制の下で、総務省から独占禁止機関に至るまで、関係する政府機関が果たす役割

について透明性を確保すべき。 

 

３６．機能分離の特徴を考慮して、総務省が日本にとって機能分離が適切なモデルであると判断す

る場合、規制当局に権限を付与するために以下のような適切な立法の導入を進めるべきことを

推奨。 

（１） アクセスの同等性の更なる透明性と実証性を図るために、ＳＭＰを有する通信事業者に対

し、事業を再編し、機能単位に分離することを正式に要求すること。 

（２） 一般／業界への意見招請を通じて、機能分離の詳細な条件を設定すること。 

☆ 

ＮＴＴの組織の在り方に関する議論

は本懇談会の検討事項ではない。 
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（３） どのような製品・サービスを機能分離の単位の範囲とすべきかを決定するとともに、後の

段階で、基本的なサービスに加わる可能性のある付加サービスに関して立法であらかじめそ

れらを定めておくこと。 

（４） 厳格な現状報告と分離の単位の運用の一環として、体制見直しを担保する。 

（５） 有効な罰則による事業者の義務の履行と追加的公約の義務付けを強制すること。 

 

３７．影響を受けた第三者が自ら、規制当局から独立又は協力して、損害の補償を図ることも含め

て、義務履行を継続させることができるよう立法で担保すべき。 

  

ＫＤＤＩ 

競争ルール全般についてもＮＴＴ東・西と競争事業者との間には情報の非対称性があるため、競

争ルールの必要性について、競争事業者側に挙証責任を負わせることは、ルール策定のプロセスと

して不適切。 

接続ルールの見直しに当たり、そのニ

ーズや仕組みについて、競争事業者側も

相応の挙証責任を負うことは妥当。 

ソフトバンク 

事業者からの各種ルール化の要望を吸い上げ、必要な場合にはルール策定のプロセスに入るとい

う手法（ＮＯＩ）の導入は、このような事業者の要望に対して迅速な対応が可能となることから、

有効。 

 

【ＭＤＦジャンパ工事についての要望】 

ＮＴＴ東西と接続事業者におけるＭＤＦジャンパ工事に関する条件を同等化するための、接続事

業者による自前工事化に関する各種ルール整備を行って頂くことを要望。 

 

【ＰＯＩボックスの設置についての要望】 

ＰＯＩボックスの設置条件を、ＮＴＴ東西と接続事業者の間で同等にすることを要望。 

 

【接続点情報の開示についての要望】 

接続事業者が円滑に工事を進められるよう、ＮＴＴ東西の保有する接続点に係る技術情報並びに

工法の事前の開示を要望。 

 

【柱上での保守作業についての要望】 

効率的に保守作業を実施できるよう、ＰＯＩボックスに係る保守作業については、保守委託等に

よりＮＴＴ東西がＰＯＩボックスを開閉できるようにすることを要望。 

○☆ 

（７）その他の検討すべ

き課題 

イー・アクセス 

接続ルールについて、整備が進捗し成果があがっていることは弊社として高く評価しているが、

解決すべき課題が未だ多く存在しているので、速やかに接続ルールを改善することに賛成。また、

ＮＯＩ（Ｎｏｔｉｃｅ ｏｆ Ｉｎｑｕｉｒｙ）の採用の検討についても適切な方向性であると考

えるが、接続事業者の挙証責任が必要となる点は理解するものの、情報の非対称性等により接続事

業者の挙証責任のみでは事態の改善が図れない状況も存在しうるため、ＮＴＴ東西の説明責任につ

いても同水準に求められるべき。 

○ 

ＫＤＤＩ 

ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網については、報告書案が指摘するとおり、次世代ネットワークとの関係

が明確でないことから、むしろ従来よりも慎重に議論を進めることが必要であって、指定電気通信

設備としての開放義務を維持することが適当。 

○  １）ＮＴＴ東西の地

域ＩＰ網の取扱い 

ソフトバンク ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網については、ＮＧＮとの関係が明確になり、接続事業者とＮＴＴ東西と ○ 
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の同等性が担保されるようなルール化がなされるまでは、少なくとも現状の指定を継続すべき。 

イー・アクセス 
地域ＩＰ網の取扱いについては、次世代ネットワークの構築動向も明確になっていない段階で

は、第一種指定電気通信設備の範囲から、除外すべきではない。 

○ 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網及びこれに相当する次世代ネットワークにおけるＩＳＰ接続において

同様のサービスを展開する部分については、事業者向け割引料金（キャリアーズレート）の対象範

囲とし、ＩＳＰがインターネット・サービスを地域ＩＰ網や次世代ネットワーク上において、利用

者に対し一気通貫で直接提供できることを希望。 

☆ 

ＮＴＴ持株 

局舎コロケーション等のネットワークのオープン化等により、他事業者が既にＮＴＴグループと

同規模のＩＰ網を保有しており（他事業者も自らその旨を繰り返し表明している）、また他事業者

から実際に接続要望もないことから、今後構築する次世代ネットワークとの関係が不明確という理

由だけで引き続き指定電気通信設備の対象とすることなく、早急に指定電気通信設備の対象から除

外すべき。 

ＮＴＴ東西 

ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網について、他事業者は、局舎コロケーションを利用して自らルータ等の

局内装置を設置し独自のＩＰ網を構築して、当社に匹敵するブロードバンドユーザを獲得してお

り、また、平成１３年９月に地域ＩＰ網の接続料を設定したものの利用実績は皆無となっているこ

とから、定期的なレビューを待つことなく、早急に指定電気通信設備の対象から除外していただき

たい。 

また、今後新たに構築していく次世代ネットワークとの関係が不明確であるという理由だけでは

指定電気通信設備の対象とする理由にはならない。 

そして、①メガデータネッツ等のデータ通信網、②メディアコンバータ、ＤＡＬＡＭ、ＰＯＮ、

スプリッタ等の装置類及び局内ファイバについても、同様に、早急に指定電気通信設備の対象から

除外していただきたい。 

☆ 

ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網の不可欠性

の判断に際しては次世代ネットワーク

との関係について検証を行うことが必

要である。 

ＮＴＴコム 

実需要がないのであれば、市場支配力の濫用の可能性はなく、少なくとも、この観点からは実需

要のない設備を指定電気通信設備とする根拠にはなり得ないことから、「・・・実需要がないとす

れば当該設備には不可欠性がないと推定することも可能である。」を「・・・実需要がないとすれ

ば当該設備には不可欠性に基づく市場支配力の濫用の可能性がないと判断される。」に修文すべき。

指定電気通信設備の不可欠性の検証

に当たって、現時点で実需要が無いこと

は判断の一要素であるが、その原因につ

いても分析の必要がある。 

２）コロケーション

ルールの見直し 

ＫＤＤＩ 

・コロケーションルールの重要性 

ネットワークの構造変化やＩＰ化の進展に伴い、ＮＴＴ東・西の局舎に関するコロケーションル

ールの重要性は一層増大するため、コロケーションルールの在り方について、リソース逼迫状況の

改善という観点に留まらず、ＮＴＴ東・西利用部門と他事業者との同等性担保という観点からルー

ルを見直すことが必要。 

まず、設備計画について、コロケーションリソースの設計や増設等、設備設計には関係事業者の

意見を反映することが、リソース不足の解決に資するが、接続事業者には設備設計に参画する機会

が与えられていない。その一方で、ＮＴＴ東西の利用部門にのみ、そのような機会が与えられると

すれば、競争の公正性に欠ける問題であり、早急に是正されるべき。 

また、もし「一般コロケーション」の設備計画が、接続に必須であるコロケーションリソースの

不足に影響を与えているとすれば、早急な情報開示と是正が必要。 

 

・コロケーションルールの課題解決方法 

・指定電気通信設備化 

○☆ 
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ＮＴＴ東・西の「一般コロケーション」を含む全てのコロケーションリソースを第一種指定電気

通信設備とすることが必要。 

また、利用部門と接続事業者の同等性確保を徹底させるには、ＮＴＴ東・西のアクセス部門等の

分離を実施した上で、コロケーションリソースを全てアクセス設備会社（卸会社）に帰属させるこ

とが必要。 

 

・使用料について 

第一種指定電気通信設備として扱うことで、使用料の透明性も向上。 

例えば、コロケーションリソースの重要な構成要素である電力設備の使用料について、利用実態

と一致しない装置仕様上の上限値での課金が行われていること、電力料について従量制の課金が行

われていないこと等の改善すべき課題がある。関係事業者の意見等をヒアリングの上、公平な利用

環境の実現に向けた検討が行われるべき。 

 

・中継ダークファイバ 

中継ダークファイバにおけるＷＤＭ装置の利用は、採算性の観点からやむを得ない場合に限っ

て、検討されるべき。 

なお、ＷＤＭ装置を利用する場合、ポートの変更のみで品目変更（２．４Ｇから１０Ｇへの増速、

ＳＤＨからイーサ１Ｇ／１０Ｇへの変更など）を可能とすることや、短期間での故障対応が可能と

なるような運用体制の確立が利用条件として整備されるべき。 

 

・局舎スペース 「提供不可」について 

局舎スペース等のリソースについて「提供不可」とされた率が高くないのは、接続事業者が予め

リソースの開示情報を確認した後に申込みをしているためであることに留意頂きたい。 

 

・電柱におけるコロケーションルール整備の必要性について 

電柱を義務的コロケーションとして位置付け、ＮＴＴ東・西と競争事業者での一束化に関するル

ール化などの措置が早急に取られるべき。 

ソフトバンク 

・ＮＴＴ東西の局舎におけるコロケーションルールの見直し 

コロケーションルールの見直しを行うことに賛同。 

 

・中継光ファイバに係るＷＤＭ装置の設置 

報告書案の考え方に賛同。 

但し、この場合において、ＮＴＴ東西は最も低廉かつ合理的な方法でＷＤＭ装置を設置すること

が当然のことながら求められる。 

 

・局舎スペースの見直し 

義務コロケーションスペースと一般コロケーションスペースの配分の見直しや、電力等のリソー

ス不足の解消に向けたルールの整備を要望。 

例えば、一般コロケーションスペースに空きがあるが、義務コロケーションスペースに空きがな

く、設備が設置できないというケースが発生しているが、こうしたケースにおいては、義務コロケ

ーションスペースと一般コロケーションスペースの配分の見直しを行い、義務コロケーションスペ

○☆ 
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ースを拡大して頂くことで、接続事業者のニーズを満たせるものと考える。 

 

・電柱におけるコロケーションルール 

使用料や使用手続き等についてルール化することが適当であるとする報告書案に賛同。 

ＮＴＴ東西以外の電柱に関わる事業者も含めて適用できるような、コロケーションルールを策定

することが必要。 

イー・アクセス 

従来のコロケーションに関する政策を高く評価。しかしながら、報告書案に掲げられた２点の課

題の他にも改善すべき点があるため、現行のコロケーションルールの継続運用をベースとしてさら

に検討を行うことを強く要望し、検討に際しては積極的に協力したい。 

 

中継ダークファイバに係るＷＤＭ装置の設置 

中継ダークファイバの空き無し区間に、ＷＤＭ装置の設置を検討することについて、賛成。 

ただし、空き無し区間を中心に、ＮＴＴ東西によって効率的な設備利用がおこなわれているかの

検証と設備運用における効率性のチェック、設置するＷＤＭ設備のコスト効率性、効率的なＷＤＭ

設備の運用体制の構築が確保され、現行の中継ダークファイバの接続料金水準維持の確保をするこ

とが必要。 

 

局舎スペースの取扱い 

コロケーションリソースの不足については、接続事業者にとっては、コロケーションリソースの

確保が出来ないことが、そのエリアに対するサービス展開の可否に直結する可能性が高いために、

コロケーションリソースの確実な利用がおこなえるようルールの改善を要望。なお、検討の前提と

して、ＮＴＴ東西による設備利用の効率性の検証、接続事業者との手続きの同等性の検証（サービ

ス提供エリアの接続事業者との比較検証も含めて、リソースの割当てが公平に行われているか）は、

必須。また、次世代ネットワーク構築時における接続ポイントの集約化について、まずは、ＮＴＴ

東西による具体的な局舎名等の明示を含めた構築計画の早期開示が必要であり、十分な開示期間を

設定し接続事業者に対して説明義務を課すことのルール化を要望。 

 

（その他の課題） 

・ＮＴＴ東西局舎のさらなるオープン化 

接続事業者がＮＴＴ東西との競争力のあるネットワークを構築するため、目的及び設置設備の範

囲など義務的コロケーションの範囲を拡大し、局舎のさらなるオープン化をルール化することが必

要。 

 

・コロケーション料金について 

また、コロケーション料金の比重は高くなってきている現状をふまえ、課題の一として取りあげ

られるべきであり、値上がり傾向にあることを強く懸念。上昇要因は不明であり、かつ比率と料金

の関連性においては感度が高く、そのために接続事業者にとっては、予見性を著しく欠いた不安定

な料金構造。また、コロケーション料金は、接続事業者の設備設置年度によって、異なる単価が適

用される構造になっているが、設置年度ごとの料金の格差が大きいことから、予見性を著しく欠い

た不安定な料金構造。さらに、ＮＴＴ東西のコロケーション料金の格差についても、指摘したい事

○☆ 
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項の一つ。 

以上のように、コロケーション料金の算出方法については不透明な部分が多いため、検討の機関

を設置し、適切性についての検証及び議論を行うことを強く要望。 

また、現在、ＮＴＴ東西は、接続事業者に対して、全局舎の費用単価の開示をおこなっておらず、

十分な検証が実施できない状態なので、接続約款の認可申請時に開示を行う、もしくは接続事業者

の要望に応じて開示を行うなどについてルール化を要望。 

 

・コロケーション料金算定方法の見直し 

コロケーション費用の料金算定についても検討を行うことが必要。例えば減価償却期間相当の年

数を利用した設備に対しては、減価償却済み分を反映した単価設定を行うなどの見直しが適切。 

ＡＣＣＡ 
ＦＴＴＮサービス提供について、技術的要件がＴＴＣにて整理された上で、電柱についても義務

コロケーション区間と位置付けて、使用料及び使用手続きルール化することが必要。 

○ 

ＪＣＴＡ 

ＮＴＴ東西の光アクセス網との接続ポイントはＮＴＴ局舎である必要はなく、あらゆるポイント

で接続点を設けることが妥当であり、接続ポイントは、電柱のみならずマンホールやとう洞におい

ても可能とすべき。また、接続料は現状の光アクセス回線接続料を踏まえた適正レベルとするとと

もに、接続が短期間で可能となるようルール化が必要。このようにすれば、事業者の光アクセス網

投資意欲が増し、設備競争が促進される。 

☆ 

電事連 

電柱の使用料や使用手続きについては、「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」

にも規定されており、現在も円滑に運用されていること、また、ＲＴの電柱添架個所などについて

も、現行のガイドラインを踏まえ、事業者間で検討が進められていることから、「義務的コロケー

ション区間としての位置づけとそのルール化」は、過剰な規制。 

また、電柱使用料ついてはケーブルを添架する場合、芯線数に拘わらず添架ポイントを１ポイン

ト必要とすることから、添架ポイント単位で使用料を設定しており、光ファイバ１芯毎の使用料設

定は、適当ではない。 

☆ 

コロケーションルールは指定電気通

信設備を保有するＮＴＴ東西が、自己の

サービス提供部門と接続事業者を同等

の条件で扱うためのルールであり、その

内容はＮＴＴ東西の接続約款に規定さ

れる。 

ご指摘は、電柱所有者である電力事業

者が、電気通信事業者に電柱を利用させ

る場合についてのものであり、コロケー

ションルールとは考え方を異にするも

のである。 

なお、ご指摘の点については、線路敷

設基盤の開放促進（Ｐ１５）の検討に当

たって参考とすべきと考える。 

ウィルコム 

ＷＤＭ装置の設置は、中継光ファイバ設備の有効な活用や接続事業者の利用機会の増大が期待で

きることから、望ましい措置。 

しかしながら、ＷＤＭ設置により提供される接続サービスは、接続事業者の要望や従来のダーク

ファイバに比べ、大容量かつ高価なもの（例えば、２．４ＧｂＰｓの１メニューのみ提供）になる

可能性があるため、可能な範囲で、安価かつ複数の品目（帯域）にて提供されることを希望。 

報告書案では、局舎スペースや電源設備等のコロケーションリソースについては、「提供不可」

の率が特に高いというわけではないと述べられているが、弊社では、公開情報にてリソース不足が

明らかな場合には相互接続点調査を取止めることが通常。 

したがって、接続事業者の希望を満たすリソースが提供されているかどうかの観点から見ると、

○ 

なお、ご指摘を踏まえ、脚注２８を追

記。 
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報告書案に記載された数値は、実態を十分に反映していない。 

ＮＴＴ持株 

中継ダークファイバに係るＷＤＭ装置の設置 

現行のオープン化ルールは、既に設置されている設備に余裕がある場合に貸し出すルールであ

り、ＮＴＴ東西が競争事業者のために新たな設備を設置して貸し出すことまで義務づけるものでは

ない。他事業者の需要に基づき設備構築をするとすれば、当該事業者に設備構築コストの負担をし

ていただく新たなルールが必要。 

また、既に中継ダークファイバを使用している競争事業者は、自らの負担でＷＤＭ装置を設置す

るか、他の手段で中継ファイバを調達するか、将来的にＮＴＴグループで中継ファイバに余裕が出

来るのを待っていただく以外にない。 

中継ダークファイバについて、他事業者による無効保留が多く生じていることから、リソース保

留開始時点から課金を開始する等、無効保留を抑止するルールを導入して、他事業者が真に必要な

リソースを必要な期間に限って確保することにより、有限なリソースの有効活用を図ることが必

要。 

 

・電柱におけるコロケーションルールの整備 

電柱保有数では電力会社がＮＴＴ東西を上回っていることから取り組みの実効性を担保するた

めに、ＮＴＴ東西の電柱だけを規制することになる接続約款の改正によって対処するのではなく、

電力柱も含めた「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」の改正によって対応すべ

き。 

ＮＴＴ東 

無効保留を抑止するルールを導入して、他事業者が真に必要なリソースを必要な期間に限って保

留するよう促すことにより、有限なリソースの有効活用を図ることが必要。 

 

また、電気通信設備の発火・発煙等の防止に関しては公のルールが設けられていないため、事業

者間協議になった場合、協議が整わず、結果として迅速な安全確保が図れないといった事象が発生

することも想定されることから、事前に安全確保に向けたルールを整備しておくことが必要。 

なお、発火・発煙等の防止に関する規定を事業用電気通信設備規則に設ける場合には、現行、同

規則に定める技術基準適合維持義務の適用対象外とされている旧第二種電気通信事業者が設置す

る電気通信設備の多くにも、当該規定が適用されるよう規定を整備していただくことが必要。 

 

現行の接続ルールは、既に設置されている設備に余裕がある場合に貸し出すルールであり、当社

が他事業者のために新たな設備を設置して貸し出すことまで義務づけるものではない。 

 

中継ダークファイバの空きがない区間において、他事業者が既に芯線を確保している場合には、

当該事業者が自らの負担でＷＤＭ装置を設置すればよい。 

中継ダークファイバについて、他事業者による無効保留が多く生じていることから、リソース保

留開始時点から課金を開始する等、無効保留を抑止するルールを導入して、他事業者が真に必要な

リソースを必要な期間に限って確保することにより、有限なリソースの有効活用を図ることが必

要。 

 

既に、ＣＡＴＶ事業者のＦＴＴＮ方式によるネットワーク構築や光ファイバの自前敷設等、他事

☆ 

「現行の接続ルールは新たな設備を

設置して貸し出すことまでを義務づけ

るものではない」というご指摘につい

て、判断基準となるのは、電気通信事業

法第３２条及び同法施行規則第２３条

第２号の理由であり、「電気通信設備の

接続に応ずるための電気通信回線設備

の設置又は改修が技術的又は経済的に

著しく困難である」か否かによる。 

また、電柱のコロケーションルールに

ついては電柱上で指定電気通信設備に

接続する形態が現れてきたことから必

要になるものであり、電柱等ガイドライ

ンとは考え方を異にするものである。 
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業者からの電柱利用要望については、電柱等ガイドラインに基づき円滑な利用が可能となるよう対

応してきたところであり、電柱を義務的コロケーション区間とまで位置づける必要はない。 

仮に、電柱の使用料や使用手続き等について更なるルール化が必要とのことであれば、当社以上

に電柱を保有する電力会社も含めて利用手続きを簡素化等すべきであり、当社の電柱だけを規制す

ることになる接続約款の改正（義務的コロケーション区間の拡大）によって対処するのではなく、

電力柱も含めた電柱等ガイドラインの改正によって対処することが適当。 

ＮＴＴ西 

無効保留を抑止するルールを導入して、他事業者が真に必要なリソースを必要な期間に限って保

留するよう促すことにより、有限なリソースの有効活用を図ることが必要。 

 

現行の接続ルールは、既に設置されている設備に余裕がある場合に貸し出すルールであり、当社

が他事業者のために新たな設備を設置して貸し出すことまで義務づけるものではない。 

 

現行の接続ルールは、既に設置されている設備を貸し出すルールであり、当社が他事業者のため

に新たな設備を設置して貸し出すことまで義務づけるものではない。 

 

中継ダークファイバの空きがない区間において、既に自ら芯線を確保している他事業者から追加

的に需要があった場合、当該事業者が自らの負担で中継ダークファイバにＷＤＭ装置を設置すれば

よい。他事業者が自ら芯線を確保していない場合には、他事業者は、他のルートを代替して利用す

ることや、自治体等が保有する光ファイバと加入者光ファイバとを組み合わせて利用する等により

対応することも可能。 

中継ダークファイバについて、他事業者による無効保留が多く生じていることから、リソース保

留開始時点から課金を開始する等、無効保留を抑止するルールを導入して、他事業者が真に必要な

リソースを必要な期間に限って確保することにより、有限なリソースの有効活用を図ることが必

要。 

 

既に、ＣＡＴＶ事業者のＦＴＴＮ方式によるネットワーク構築や光ファイバの自前敷設等、他事

業者からの電柱利用要望については、電柱等ガイドラインに基づき円滑な利用が可能となるよう対

応してきたところであり、電柱を義務的コロケーション区間とまで位置づける必要はない。 

仮に、電柱の使用料や使用手続き等について更なるルール化が必要とのことであれば、当社以上

に電柱を保有する電力会社も含めて利用手続きを簡素化等すべきであり、当社の電柱だけを規制す

ることになる接続約款の改正（義務的コロケーション区間の拡大）によって対処するのではなく、

電力柱も含めた電柱等ガイドラインの改正によって対処することが適当。 

ＫＤＤＩ 

通信事業者は、お客様利益の向上を第一優先の課題として取り組むべきであって、運用上の問題を

改善すること、ＮＴＴ東・西が接続事業者に代わって工事を行う場合の条件をルール化すること等

が早急に行われるべき。 

○☆ 

ソフトバンク 

ＮＴＴ東西が接続事業者に代わって工事を行う場合の条件をルール化することに賛同。 

宅内配線工事の受付から工事施工までワンストップで実施できるＮＴＴ東西と、宅内配線工事と

ＮＴＴ工事の分割施工が必須となる競争事業者との間の公平性及び同等性が確実に担保されるよ

うルール化を行い、今後もＮＴＴ東西が接続事業者に代わって工事を実施することを強く要望。 

○ 

３）宅内配線工事に

関するルール整備 

イー・アクセス 報告書案に賛成。 ○ 
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ＡＣＣＡ 
宅内配線は、指定電気通信設備ではないが、必須のものであり、一社で行なったほうが利用者利

便性向上に資するため、メタル、光ファイバともにＮＴＴ東西による一体的な工事が望まれる。 

○ 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東西 

屋内配線は、他事業者やお客様自身が自由に設置可能な設備であり、ボトルネック性のある設備

ではない。また、電柱の開放により、引込線を自前敷設する環境は十分に整っており、他事業者側

で引込線と屋内配線を同時に工事することが可能であることから、現行以上の規制を課す必要はな

い。 

なお、他事業者から工事方法等について具体的な要望があれば、当社の工事の稼働状況や必要な

コスト・条件等を勘案しつつ、協議させていただく。 

まずは事業者間の協議に委ねられる

点はご指摘のとおりであるが、屋内配線

工事をＮＴＴ東西が行わないことによ

り円滑な接続が阻害されているのであ

れば、ルール化することが適当。 

ＫＤＤＩ 

現在の運用状況には改善の余地がある。 

例えば、名義人不一致の具体的理由をＮＴＴ東・西が接続事業者に開示するといった現行の運用

範囲内での改善に加え、名義人情報ではなく、何らかの「認証番号」とお客様電話番号の組み合わ

せによって、お客様から見た契約の安全性と確実性を担保するといった案についても、検討を加え

ることが適当。 

○☆ 

ソフトバンク 

ＡＤＳＬサービス等に係る契約手続きの改善を含め、所要の措置を講じることに賛同。 

具体的な措置案としては以下の通り。 

①ＡＤＳＬサービス等の利用申込者名による申込みを可能とすること。 

②ＮＴＴ東西の電話サービスに係る契約者名（回線名義人）をＮＴＴ東西が電話サービス利用者へ

送付する料金請求書等に明記する等して、利用者に周知徹底すること。 

③ＮＴＴ東西が保有し管理している加入電話の回線名義人名の正確性・最新性が確保されるよう、

ＮＴＴ東西が回線名義人に対し、書面による回線名義人名の確認作業を早急に開始するととも

に、名義人情報の更新作業を定期的に継続して実施すること。 

 

なお、接続事業者の同種のサービス申込み時と同様にＮＴＴ東西も名義人確認を実施しているか

どうかを検証し、その結果を公表する等の措置を講じることが必要。 

○☆ 

イー・アクセス 

報告書案に賛成。 

なお、実現までのリードタイム及び費用対効果等を十分に勘案し、方向性を定めることが必要。

また、専用線タイプ（電話重畳ではない）ＡＤＳＬ申し込み時に、ＡＤＳＬ事業者からＮＴＴ東西

に本人性確認書類の送付を行っているが、煩雑な処理と比較し実質的な意味合いは薄いため、送付

の省略等簡素化についても課題の一つとして取り上げるよう要望。 

○☆ 

ＮＴＴ持株 

他事業者側で入力した回線名義人が契約者ご本人であるか否かを自動的に判定して即座に応答

するシステムの運用の見直し等については、他事業者から具体的な要望があれば、協議させていた

だく。 

○☆ 

４）回線名義人情報

に関する取扱いの

見直し 

ＮＴＴ東西 

契約者の本人性を確認する観点から、名義人確認を省略することはできない。 

なお、他事業者側で入力した回線名義人が契約者ご本人であるか否かを自動的に判定して即座に

応答するシステムの運用の見直し等については、他事業者から具体的な要望があれば、協議させて

いただく。 

○☆ 

 

 

 

 



 

 41

４．ＮＴＴ東西の次世代ネットワーク構築に係る環境整備の在り方 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ＫＤＤＩ 

報告書案の指摘は、次世代ネットワークと固定系加入者回線のボトルネック性との一体性を考慮

したものであり、適切。 

ＮＴＴ次世代ネットワークを構成する機能・設備は第一種指定電気通信設備という前提で競争ル

ールの整備を進めて頂きたい。 

○ 

ソフトバンク 

【ＮＧＮのオープン性確保／ルール整備の必要性】 

ＮＴＴ東西の構築するＮＧＮについて、競争事業者が同等の条件でＮＧＮを用いてサービス提供

できるよう競争ルールを整備することが必要という報告書案に賛同。 

しかしながら、現時点でＮＴＴが公表しているＮＧＮに関する情報は極めて限定的なものとなっ

ており、接続事業者において真に公平な環境で競争を行っていく上での支障。例えば、現在、ＮＴ

Ｔが公表しているＮＧＮにおける接続事業者との接続ポイントは極めて限定的なものとなってお

り、このままでは十分なＮＧＮ機能の開放がなされず、競争事業者がＮＴＴ東西と真に公平な立場

で事業展開を行うことはできない。 

従って、総務省にて今後開催予定であるＮＧＮの接続ルールの在り方についての検討の場におい

て、ネットワークのオープン性、事業者間の接続等の公平性の確保について十分に議論する必要。

また、フィールドトライアルから商業サービスへの移行においても、ＮＴＴが優位に顧客のシフ

トを行うことのないよう、この点に関しても他事業者との公平性の確保についてルール整備が必

要。 

 

【指定電気通信設備としての指定】 

ＮＴＴ東西のＮＧＮは新たに設置されるものではなく、既存の指定電気通信設備（管路、とう道

等）を基礎として既存網に重畳的に構築されるものであり、規制（指定電気通信設備）の対象とな

りうるという報告書案の考え方に賛同。 

○☆ 

イー・アクセス 

報告書案に賛成。 

競争事業者が同等の条件でＮＴＴ東西の次世代ネットワークを用いてサービス提供を行うこと

ができれば、料金の低廉化や高速化を実現したわが国のブロードバンドサービスの更なる飛躍発展

が期待できる。なお、ＮＴＴ東西が構築する次世代ネットワークにあたっては、コアネットワーク

との相互接続によりサービス提供が可能となり、アンバンドルを原則とした機能毎の多様なオープ

ン化され、ＮＴＴ東西が構築する次世代ネットワークは、プラットフォームを含め規制対象とし、

指定電気通信設備の範囲とされ、ＮＴＴ東西が構築する次世代ネットワークが、ＮＴＴ独自仕様に

ならないよう確保されることを強く要望。 

○☆ 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

ＮＴＴ東西の構築する次世代ネットワークにおけるオープン性の確保は非常に重要であり、趣旨

に賛同。 

○☆ 

ＫＶＨ 

ＮＴＴ東西の次世代ネットワークは、新たに設置されるものではなく、その大半が既存のボトル

ネック設備である物理網に立脚して従来のネットワークを更新して構築されるものであることか

ら、同社のネットワーク構築に関する計画は、当然、規制の対象となるべき。 

○☆ 

（１）ＮＴＴ東西の構築

する次世代ネットワー

クのオープン性確保の

必要性 

ＡＣＣＡ 

ＮＧＮについてはレガシー・ネットワークにおける各レイヤー層の事業運営形態にも影響を及ぼ

す危惧があるので、他の通信事業者の既存ユーザへのサービス提供に支障がないよう、ＮＧＮの運

☆ 



 

 42

営については、接続条件等を慎重に議論することが求められる。 

ＮＴＴ持株 

行政が特定のビジネスモデル・技術・設備・サービスに対して事前規制を課すとすれば、「競争

中立性」や「技術中立性」を損ない、競争環境の歪みや技術開発の偏りを助長し、かえってインフ

ラ設備の高度化や新サービス・ビジネスの芽を摘むことになり、我が国の情報通信産業の国際競争

力を弱める。 

従って、ＮＴＴグループの次世代ネットワークについて、行政による事前の規制を課すべきでは

ない。 

報告書案では、ＮＴＴグループの次世代ネットワークを規制する理由として、その構築にあたっ

て既存の基盤設備を利用することを掲げているが、基盤設備についてはアンバンドリング／オープ

ン化によりこれを利用して他事業者も同様のネットワークを構築することが可能となっており、こ

のことにより次世代ネットワークを規制する必要はない。 

ＮＴＴ東西のＩＰ化に伴うユーザニーズの変化に対応したシームレスなサービスを提供するた

めの活用業務申請を認可しない理由はない。 

ＮＴＴ東 

次世代ネットワークに、既存のＰＳＴＮ網と同様な規制が当初から適用されるとすれば、次世代

ネットワークの構築・新サービスの開発意欲を阻害し、結果として、我が国のブロードバンドの発

展が著しく遅れる結果をもたらすおそれがあることから、事前の規制を課すべきではない。 

当社の次世代ネットワークを規制する理由として、既存の基盤設備を利用することを掲げている

が、基盤設備のアンバンドリング／オープン化は世界的に最も進展しており、他事業者も同様のネ

ットワークを構築することが可能であることから、規制すべき理由には当らない。 

また、ネットワークの中立性についても言及されているが、当社の次世代ネットワークについて

は、今後ともオープンなネットワークとして、相互接続性の確保を図っていく考えであり、これも

規制理由にはならない。 

さらに、接続ポイントの集約化や伝送容量の飛躍的拡大により、規模の経済性や範囲の経済性が

働き、市場支配力が高まる可能性があるとの指摘があるが、次世代ネットワークはこれから技術的

にも新たに開発して構築していくものであり、まだ実態も無い段階で、推測に基づき新たに規制を

設けることは問題。 

また、ＩＰ化の進展に伴い、シームレスなサービスを利用したいといったお客様ニーズがますま

す高まる中、こうしたニーズに対応するためには、現行法の下、活用業務の枠組みを積極的に利用

して多様なサービスの実現を図っていくことが必要。 

ＮＴＴ西 

次世代ネットワークは、当社を含めた各事業者が、これから競争下で新規に構築していくもので

あること、また、他事業者がＩＰネットワークを自前で構築する際の素材となる基盤設備について

も、従来どおりオープン性を確保していく考えであることから、そもそも当社の次世代ネットワー

クにボトルネック性はないと認識。 

したがって、こうした設備競争が期待される分野においては、従来の「造るより借りた方が得」

になるようなオープン化政策を見直し、設備構築事業者の投資インセンティブを高め、自ら努力し

て設備を造った者が報われる仕組みとすることが必要。 

また、ＩＰ化の進展に伴い、シームレスなサービスを利用したいといったお客様のニーズが益々

高まる中、そのニーズに対応するためには、現行法の下、活用業務の枠組みを積極的に利用して多

様なサービスの実現を図っていくことが必要。 

ＮＴＴ東西の次世代ネットワークは

新たに一から設置されるものではなく、

その大半が既存の物理網に立脚して従

来のネットワークを更新しつつ構築さ

れるものである以上、規制の対象となら

ないという考え方は適当ではない。 

その上で、具体的な接続ルールの在り

方については、今後関係事業者の意見を

十分に踏まえて検討していくことが適

当。 

なお、ドミナント事業者に対する事前

規制の適用は「競争中立性」や「技術中

立性」を損なうものではなく、むしろ当

該規制による公正競争環境の整備によ

り、十分な中立性が確保されるものであ

る。 

（２）今後の検討の進め ＫＤＤＩ 公正競争上の問題についての整理が行われずに商用サービスへ移行することがないよう、次世代 ○ 
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ネットワークについての問題点を競争ルールの中で、速やかに扱うことが必要。 

次世代ネットワークの構築については、公正競争上の議論が行政主催の場で行われないまま、技

術的な検証を目的としたフィールドトライアルの準備が先行している状況。技術的検証そのものは

進めていく必要があるが、公正競争上の問題についての整理が行われずに商用サービスへ移行する

ことがないよう、次世代ネットワークについての問題点を競争ルールの中で、速やかに扱うことも

必要。 

ＮＴＴ東・西の次世代ネットワークについては、ＮＴＴ再編成の趣旨及び本年３月３１日付けで

総務省より出されたＮＴＴの事業計画に対する認可条件を踏まえ、公正競争上の問題を十分に整理

し、必要なルールが整備された段階で商用サービスを開始する必要があり、２０１０年にＮＴＴの

在り方を検討するまでの間、厳正な競争ルールの運用が求められる。 

ＮＴＴの組織の在り方に関する議論

は本懇談会の検討事項ではない。 

ソフトバンク 

総務省にて次世代ネットワークの接続ルールの在り方について検討する場を設置するという報

告書案に賛同。 

総務省にて新たに設置されるＮＧＮの接続ルールの在り方に関する検討会に関しては、ＮＧＮに

関する各種ルール整備のプロセスの透明性、公平性を確保して頂くことはもちろんのこと、主要な

関係者を参加可能として頂くことが必要。 

また、総務省にて新たにＮＧＮに関する会議体を立ち上げる際には、ＮＧＮ連絡会議を始めとす

る既存のＮＧＮに関する各種会議体との関連性について整理を行って頂くことも必要。 

なお、ＮＧＮ連絡会議については業界団体を中心に設置され、ＮＧＮに関する意見交換が進めら

れているが、議論の内容は非公開となっており、真にオープンな議論がなされておらず、十分に機

能しているとはいえない状況にある。よってこれらの会議体について再整理を行う際には、英国の

ＮＧＮｕｋを参考として会議体の設立形態や運営方法について見直しを行い、議論の内容やＮＧＮ

構築プロセスの透明性、事業者間の公平性等が確保される仕組みを構築すべき。 

○☆ 

イー・アクセス 

報告書案に賛成。 

なお、速やかに具体的な検討を始めること及び期限を定めて効率的な議論を行うことを要望。ま

た、事業者団体間でのＮＧＮ連絡会議について、総務省殿の調整機能に期待。 

ＮＴＴ東西のフィールドトライアルについては、検討の場を通じて、今後も、詳細内容、スケジ

ュール、サービス概要などが接続事業者へ迅速に公表される仕組みの構築を要望するとともに、具

体的な内容に対して、実質的な制限及び遅延が生じないよう、総務省殿のモニタリングが必要。今

後の具体的なスケジュール及び手法については、接続事業者にとって営に大きな影響が生じないよ

う、早期に情報開示が行われることが必要。ＮＴＴ東西のみの計画に依存することなく、総務省殿

及び関係する接続事業者も含めて議論を進めるべき。 

○☆ 

日本電気 

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）はＴｈｅ Ｉｎｔｅｒｎｅｔとは異なり、安心・安全な IP ネッ

トワークを提供するものである。次世代ネットワーク（ＮＧＮ）は、電話網とＴｈｅ Ｉｎｔｅｒ

ｎｅｔの長所を併せ持つもので、インフラとしては、なくてはならないものであると考える。国の

インフラとして、安心・安全なネットワークがあって初めてユビキタス時代が到来し、ＩＴの新し

い戦略づくりのベースとなると考える。 
この次世代のネットワークをどの様に作っていくかについては、キャリアだけではなく、政府、

ユーザ、ベンダとの間の透明性を確保した議論が必要と考える。 

☆ 

方 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

報告書案に賛同。 ○ 
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テレサ協 

ドミナント規制の観点から、ＮＴＴグループに対しては、既存のサービスがどのように次世代ネ

ットワークに一体化されてゆくのか、あるいは一体化されずに当面存続するのかどうかについてロ

ードマップを作成し、公表することで、利用者の保護や、あるいは負担を軽減することを義務化す

べき。 

また次世代ネットワークに既存サービスが一体化されてゆくものに関しては、次世代ネットワー

クにおける料金と、既存サービスの料金とのバランスを考察することが必要。 

☆ 

Vodafone（英） 

既存の支配的固定電話事業者のアクセス事業は、ネットワークを設計する際、全てのホールセー

ル顧客のニーズを適切に考慮することが求められる。また、既存の支配的固定電話事業者は、投資

の決定を行う前に、競争事業者を含むホールセール顧客と協議し、その意見を考慮しなければなら

ない。この際、ＮＧＮｕｋ－ＯＦＣＯＭが設立した、ＩＰへの移行に関連する業界全体の主要課題

についてコンセンサスを形成するための業界団体－が、日本において早急に設立されるべき同様な

業界団体を形成する上で、有益なモデルとなり得る。 

○ 

  （３）留意すべき事項 

イー・アクセス 

報告書案に賛成。なお、報告書案の３のほかに留意が必要な点は、ＮＴＴ東西に対して、次世代

ネットワーク端末には接続事業者の制御を妨げないクライアントソフトの提供義務を持たせるな

ど、接続事業者へのオープン化を確保すること。 

○☆ 

ＫＤＤＩ 

ＮＴＴ東・西の次世代ネットワークについては、物理網レイヤー、通信サービスレイヤー及びプ

ラットフォームレイヤーのそれぞれのレイヤーにおいて同一レイヤー間での接続が必要。また、法

定化されている網機能提供計画に関するルールに基づき、第一種指定電気通信事業者としてのＮＴ

Ｔ東・西は、次世代ネットワークの構築計画を総務大臣に届けるとともに、他事業者へ公表するこ

とが必要。 

○☆ 

ソフトバンク 

あらゆるレイヤーにおいてネットワークの中立性を確保するという観点から、多様な接続事業者

のニーズに対応するよう接続に関する仕様や接続点を限定することなく、各種ニーズに応じた接続

を可能とすべき。 

○☆ 

イー・アクセス 

レイヤー２及びレイヤー３の相互接続性の確保を行う方向性に賛成。レイヤー２及びレイヤー３

に関しての接続ルールを整備することは、わが国のブロードバンドサービスの更なる飛躍発展にと

って、重要な項目。なお、弊社では、ＮＴＴ東西がレイヤー２での接続を許容しない場合には、市

場への参入が十分に進まないと考えており、次世代ネットワークのオープン化においては、レイヤ

ー２での接続の議論が最も重要。したがって、レイヤー２での相互接続性を確保できるよう議論を

深め、レイヤー２での接続が実現できるよう強く要望。 

また、ＮＴＴ東西のフィールドトライアルの段階において、事業者からレイヤー２での接続要望

があった場合は、ＮＴＴ東西には、インターフェースの情報開示を行うなど、接続に必要な対応を

即時に講じるよう要望。 

○☆ 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

報告書案の趣旨に賛同。 

特に、ＮＴＴ東西が次世代ネットワークにおける通信サービス制御機能のプラットフォームを

開放せず、活用業務認可申請することは、ネットワークの中立性の原則に反するのみならず、競

争上問題。 

○☆ 

１）レイヤー２及び

レイヤー３におけ

る相互接続性の確

保 

テレサ協 
次世代ネットワークでは、電話サービス等は上位レイヤーのサービスとして規定されるので、必

要に応じて上位レイヤーの相互接続性についても検討対象に含めるべき。 

○☆ 

 

２）映像配信プラッ ソフトバンク 報告書案に賛同。 ○ 
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ＮＧＮにおける地上デジタル放送の再送信については、ＮＴＴが独占的配信を行うことに繋がら

ないよう、具体的なルール整備が必要。 

ＪＣＴＡ 

今後は、次世代ネットワークがＩＰマルチキャストによる地上デジタル放送再送信のための映像

配信プラットフォームになりうることも踏まえ、ＮＴＴ東西と放送事業との関係についても、ＮＴ

Ｔ法の主旨を踏まえた再確認が必要。 

通信・放送の市場が一体化されるなか、ＮＴＴ東西の市場支配力の濫用が行われることがないよ

う、未然防止のための明確な規制が必要。 

○☆ 

トフォーム等のオ

ープン性の確保 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

次世代ネットワークにおけるコア・ネットワークとアクセス網を分離し更にオープン化し、サー

ビスを提供する事業者がコア・ネットワークとアクセス網を任意の組み合わせで利用し、サービス

が提供できることを希望。 

○☆ 

ＫＤＤＩ 

・ＮＴＴ再編成の意義 

「そもそも当該活用業務制度によって距離区分に関係しないサービス提供をＮＴＴ東西に認め

ていくと、結果としてＮＴＴ東西が地域通信業務を営む会社であるというＮＴＴ法の制度趣旨が相

対的に失われていく可能性があることにも留意が必要」との指摘は適切。 

 

・アクセス領域の重要性 

ＩＰ時代においては、競争の領域が中継領域から加入者回線領域（アクセス領域）へ移行するこ

とから、ボトルネック性を持つ不可欠設備は接続事業者の事業運営上、その重要性を一層増する。

したがって、従来どおりＮＴＴ東・西の業務範囲について制限を課し、ＩＰ時代にも他事業者との

円滑な接続を実現することが必要。 

ＩＰ時代の本格的到来を前に改めてＮＴＴ法の趣旨に立ち返り、支配的事業者に対する厳格なル

ールの徹底を図ることが必要。 

ＮＴＴ東・西が距離区分に関係しないサービスの提供を望むのであれば、アクセス部門を分離す

ることによって、ボトルネック設備に関する競争事業者との間の公平性を担保することが必要。 

 

・活用業務認可の枠組みの早急な見直し 

現在、ＮＴＴ東・西から活用業務認可申請があった場合には、総務省は当該認可に係るガイドラ

イン（７つのパラメータ）に即して、公正競争の確保に支障を及ぼすおそれの有無を判断している

が、ＮＴＴグループが中期経営戦略に基づき、グループ内各社の事業再編・統合を進めている現在、

同パラメータだけでは、適切な判断が困難になっている実質的にＮＴＴ再編成の趣旨が失われるこ

とのないよう、ガイドラインを含めた制度の在り方を、早急に見直すことが必要。 

○☆ ３）活用業務認可制

度の適用と留意す

べき事項 

ソフトバンク 

【ＮＧＮに関する活用業務認可】 

報告書案に賛同。 

ＮＴＴ法に定められているとおり、本来のＮＴＴ東西の業務領域は地域電気通信事業に限られて

おり、ＮＴＴ東西の業務拡大は、公正な競争が確保される場合にのみ認められるべき。 

 

【活用業務認可制度に係る運用ルールの見直し】 

現状の活用業務認可の基準については、抜本的な認可基準の見直しを早急に行って頂くことを要

望。 

活用業務認可基準を含む活用業務認可制度に係る運用ルール見直しの議論を行う際には、ＮＴＴ

再編成の主旨、活用業務認可制度そのものの在り方を踏まえて再度議論を行う必要。 

○☆ 
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過去に活用業務として認可を受けた事案によって、法人・住宅双方の全てのユーザに対して加入

電話の代わりに０ＡＢ－ＪＩＰ電話を提供することが可能となっており、ＮＴＴ東西が実質的に県

間通信サービスに進出する等、なし崩し的にＮＴＴ東西の事業領域の拡大を認めて来ている経緯が

あり、こうした観点からも活用業務認可制度については抜本的な見直しが必要。 

イー・アクセス 

活用業務認可制度本来の趣旨についての再検証、ＮＴＴ法の制度趣旨が相対的に失われていく可

能性があることにも留意が必要な点、賛成。 

弊社としては、ＮＴＴグループの資本分割もしくは機能分離等の構造問題の検討が、２０１０年

まで先送りされたことで、次世代ネットワーク構築およびそのサービス展開において、活用業務認

可制度本来の趣旨がなし崩し的に損なわれるのではないかという点で、強く懸念。 

今後、ＮＴＴ東西にて、次世代ネットワーク上で積極的にサービス提供していくことが予想され

るが、総務省においては、ＮＴＴ法の制度趣旨が失われることがないよう活用業務認可制度を厳格

に運用することを強く要望。具体的には、世代ネットワークをベースとした地域ＩＰ網の県間サー

ビス、０ＡＢＪ－ＩＰ電話（ひかり電話）がサービス提供される場合には、新たな活用業務として

認可手続きの対象とすべきであり、競争環境を考慮し、厳格に審査することが必要。 

○☆ 

ＪＡＩＰＡ 

ＮＴＴ法に定めるＮＴＴ東西の地域通信業務と活用業務との関係については、ＩＰ網の県間接続

もＩＳＰにとって利便性はあるものの、地域ＩＳＰにとっては地元の最寄の接続点で地域ＩＰ網に

つながることも重要であり、県間接続のみにならないようお願いする。 

☆ 

ＫＶＨ 

ＮＴＴ法のもとでのＮＴＴ再編の議論は当分の間凍結するという決定の下では、活用業務認可に

ついても構造問題同様、凍結する等の措置を検討すべき。 

活用業務認可制度そのものを凍結す

る等の措置は、法的根拠がないものであ

り認められないが、活用業務の認可に際

しては、法律の要件に従い、電気通信事

業における公正競争の確保に支障を及

ぼすおそれがないか検証が必要。 

 

５．第一種指定電気通信設備に係る会計制度の見直し 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

（１）市場構造の変化に

対応した接続会計基準

の見直し 

ＫＤＤＩ 

接続会計制度については、報告書案が指摘のとおり、コストの配賦率や設備の耐用年数等につい

て、適時の見直しを行っていくことが望ましい。 

また、設備区分についても、例えば現在「端末系伝送路設備」としてのみ整理されているものを

一層端末系伝送路の重要性が増すＩＰ時代の特性に着目し、「電柱」、「管路」、「とう道」、「光ファ

イバ」 といった区分に細分化したり、サービス区分に合致する型で接続会計の内訳を作成するこ

とも必要である。 

一方、接続会計制度の根本的な問題の一つは、接続会計がＮＴＴ東・西の実際費用に基づくもの

であり、他事業者等からの事後的な検証や評価が困難であること。会計上の適正性については監査

法人による監査によって担保がなされているものの、年度ごとの提出に際しての行政での評価内容

も明らかではない。接続会計が接続料算定の基礎となる重要性等から考えれば、パブリックコメン

トが招請される接続料算定等の手続きや有価証券報告書の投資家への説明方法等を参考に、制度運

用の透明性向上についても検討が加えられることが必要である。 

○☆ 
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ソフトバンク 

・ＮＴＴ東西の指定設備利用部門と競争事業者の間で、情報の非対称性等の問題が存在し、指定設備管

理部門と指定設備利用部門の間のファイアウォールが不十分であることは、既述のとおり。 

・このファイアウォール強化の一環として、市場構造の変化に対応した形での接続会計基準の見直しを行

うことに賛同。 

・また、低廉で公正な接続料水準の実現のため、耐用年数の妥当性について検証を行うことに賛同。 

○ 

Vodafone（英） 

ＰＳＴＮからＩＰベースのサービスへの移行に伴う最も明白なレバレッジのリスクは、事業間も

しくはサービス間の内部相互補助、又は下流のリテールと上流のホールセールサービス間のプライ

ス・スクイーズである。 

これらの懸念については、効果的な－そして、それゆえに詳細な－事業部門間の会計分離手法に

より、対処がなされなければならない。ボーダフォンは、ＮＴＴグループに課されている現行の会

計分離義務は、その効用において不十分であり、そのため見直しを行うべきであると理解。 

☆ 

我が国の現在の接続会計制度では、ボ

トルネック設備を管理する設備管理部

門とこれを利用してサービスを提供す

る設備利用部門に会計分離することに

より、両部門間の内部相互補助を防止

し、競争事業者とＮＴＴ東西との同等性

を確保する仕組みを措置。 

ただし、ご指摘の点については、市場

構造の変化に対応した会計制度の見直

しに当たって参考とすべきと考える。 

ＮＴＴ持株 

接続会計は、これまでにも設備区分の細分化（端末回線、地域ＩＰ網のアンバンドル）や配賦方

法の変更（試験研究費）等、適宜実態を踏まえ改正されてきたところであり、現時点で実態を反映

した適正なものになっていると認識している。 

仮に今後更なる見直しを行う場合には、現状の会計処理等に多大な稼動を要していること等を踏

まえ、これ以上の事業者側の負担増にならないように配慮していただく必要があると考える。 

ＮＴＴ東 

現行の接続会計制度については、平成１０年度に導入されたが、その後、接続ルールの見直し議

論や接続料認可時の答申内容を踏まえ、その都度、設備区分の細分化（端末回線、地域ＩＰ網のア

ンバンドル）や配賦方法変更（試験研究費）など、環境の変化に合わせて適宜必要な見直しを行っ

てきたところであり、現時点で実態を反映した適切なものになっていると認識している。 

仮に今後更なる見直しを行う場合においても、会計システムや事務処理の変更には相当な期間や

稼動を要することを踏まえ、事業者側に過度の負担を求めることがないように配慮していただく必

要がある。 

☆ 

市場構造の変化に対応した接続会計

の見直しの必要性については、Ｐ４７に

記載しているとおり。 

ＮＴＴ西 

現行の接続会計制度については、平成１０年度に導入されたが、その後、接続ルールの見直し議

論や接続料認可時の答申内容を踏まえ、その都度、設備区分の細分化（端末回線、地域ＩＰ網のア

ンバンドル）や配賦方法変更（試験研究費）など、環境の変化に合わせて適宜必要な見直しを行っ

てきたところであり、現時点で実態を反映した適切なものになっていると考える。 

仮に、今後、接続会計制度の見直しを議論するのであれば、まず具体的に何が問題なのかを明ら

かにした上で、議論を始めるべき。 

☆ 

市場構造の変化に対応した接続会計

の見直しの必要性については、Ｐ４５に

記載しているとおり。 

（２）検討の方向性 ＫＤＤＩ 見直しに際しては、制度運用の在り方についても検討を行っていただきたい。 ☆ 
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イー・アクセス 

現在の第一種指定電気通信設備に係る接続会計制度については大きく変更を要望する。また、検

討の場には接続事業者も参加できるよう強く要望する。 

・配賦方法の見直しについて賛成する。また、会計項目も再度整理し、可能なかぎり直課してコストを把握

すべきであり、直課比率をあげることが最重要課題と考える。 

・接続料金の妥当性が検証できるよう、接続会計から接続料金が算定できるような仕組みを要望する。 

・スタックテストの実施が容易となるよう、サービスごとの費用も把握できるような仕組みを強く要望する。

特に、ＮＴＴ東西の「フレッツ光」や「０ＡＢＪ－ＩＰ電話（ひかり電話）」は従来の加入電話を代替するサー

ビスであるため公正競争確保上重視すべきサービスであり、「ひかり電話」の基本プラン料金が５００円は

適正かどうかについて、接続料金と利用者料金の関係からも速やかにチェックする必要がある。 

・コロケーション費用についても適切性をチェックできる仕組みを要望する。ＮＴＴ東西が接続事業者から得

ているコロケーション収入は、以下のとおりで額も大きく、年々増加している。 
  ＮＴＴ東日本のコロケーション収入実績：Ｈ１５年度約１２９億円、Ｈ１６年度約１８３億円、Ｈ１７年度約２７２億円 

  ＮＴＴ西日本のコロケーション収入実績：Ｈ１５年度約９０億円、Ｈ１６年度約１４０億円、Ｈ１７年度約２１６億円 

・自前工事費用やコロケーション費用はＮＴＴ東西から子会社へのアウトソースがほとんどを占めており、

費用の適正性をチェックするうえでも会計精査が行えるような仕組みが必要と考える。接続料金に影響

を及ぼす場合は、ＮＴＴ東西の子会社も会計情報を公表すべきと考える。 

○☆ 

 

６．接続料算定の在り方 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

エニーユーザ

ー 

ＶｏＩＰ利用したＩＰ電話サービスの事業を展開する場合、自社のＩＰ網を利用する、もしくは

他社のＩＰ網に接続するのいずれかの方法でＮＴＴ東西の公衆回線網に接続する必要がある。現在

のＮＴＴの接続料３分間６．８４円という価格は、新規参入企業が競争的優位を出すための価格体

系を取ることは難しく、インフラをもたないサービス提供事業者がＩＰ電話サービスを実施するに

あたり、ＮＴＴ東西との接続料は新規参入企業にとって障壁。より一層の接続料の低減を期待。 

☆ 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東西 

長期増分費用方式は、ＩＰ化の急速な進展等に伴う固定電話市場の縮小といった市場構造の急激

な変化により、固定電話網について「高度で新しい通信技術の導入により効率化が図られることが

認められる」というＬＲＩＣを採用する前提が現実の事業環境にそぐわないものになっていること

から、廃止すべき。その際、ユニバーサルサービスとしての電話サービスを維持していくという社

会的な責務を果たしていけるよう、接続料については、実績コストを確実に回収できる仕組みとす

ることが必要。 

Ｐ４７で指摘しているとおり、近年の

ＮＴＴの経営合理化等によって、実際費

用と長期増分費用の差はほとんど無く

なってきている。こうした中、ＬＲＩＣ

方式の持つ透明性を支持する接続事業

者の意見があること等に鑑み、両方式の

費用額の相違がそれほど大きいもので

ない限り、０９年度までは現在のＬＲＩ

Ｃ方式を維持する方向で検討を行うこ

とが適当と考える。 

なお、接続料の算定方式の見直しに際

しては、ユニバーサルサービス制度に関

連する部分について、議論を明確に区別

して進めていくことが必要。 

（１）ＰＳＴＮの接続料

の在り方 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東 

コスト構造の異なるＰＳＴＮと光ＩＰ電話のコストを合算しての接続料の設定は、技術中立性を

阻害し、次世代ネットワークへの円滑な移行を阻害することから実施すべきでない。 

☆ 
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ＮＴＴ西 

ＰＳＴＮと光ＩＰ電話のコストを合算しての接続料の設定について言及されているが、再三述べ

ているとおり、ＰＳＴＮの接続料は電話時代の規制体系に則り、電話の競争促進のために公定料金

で内外無差別に貸し出させる仕組みが設けられたものであるのに対し、光ＩＰ電話はブロードバン

ド市場において、各事業者がそれぞれの創意工夫で自由に事業展開することで競争を促進させるこ

とが望ましいサービスであることから、ＰＳＴＮのように公定料金で貸し出させる仕組みにはなじ

まない。 

したがって、全く別物である両サービスをひとくくりにして接続料を算定し、公定料金で貸し出

させる仕組みとすることは適当ではない。 

☆ 

ＫＤＤＩ 現在の接続料算定方式であるＬＲＩＣは、報告書案が指摘のとおり、算定プロセスの透明性に優

れており、この優位性の観点からは他の有力な代替案が見当たらない状況。また、ＮＴＳコストの

段階的控除が０９年度までの５年間で行われることからは、０９年度までは現在のＬＲＩＣ方式を

維持する方向で検討を行うという報告書案の結論は適切。 

○ 

ソフトバンク 当面、ＰＳＴＮの接続料算定においては、ＬＲＩＣ方式を用いることに賛同。実際費用方式では、

ＮＴＴ東西における非効率性が十分に排除されない恐れがある等接続料算定における透明性が十

分に担保されないため、実際費用方式に移行することは認められない。 

○ 

ＫＶＨ ＰＳＴＮ接続料の算定の在り方については、現行のＬＲＩＣに基づく算定方法について０５年度

から０７年度までの３年間適用されることになっているが、これをさらに０９年度まで適用すると

する提言については賛同できない。 

（中略）本来、接続料が適正な財務計算を基盤に決定されるという前提のもとに算定されるべき

であるとするなら、接続料計算過程において含まれるべきではないＮＴＳコストを５年間において

徐々に減じていくという方法そのものが矛盾を内包しており、適正接続料の合理的な算定方法から

乖離させている。本来適正な財務価格及び市場価格から乖離している現方法を維持することは公正

であるべきＰＳＴＮ市場を歪める。 

また、ＩＰ網への移行のテンポが明らかでないとされているが、総務省殿の平成１７年９月末の

ＩＰ電話の利用数データによると、（テレコムデータブック２００６年、ＴＣＡ編 Ｐ１６）その

利用数は、約９７６万件と明確に記されており、この急激な増加の勢いは、ここ数年のうちにＰＳ

ＴＮの利用者数に迫るものと想定できる。 

以上から、ＮＴＳコストを直ちに減じた後に、できるだけ早期にＩＰ網を含んだ接続料の在り方

について検討を開始するべきであり、しかも、事業者間の接続交渉に多くの労力を掛ける不効率を

避けるために、数年間を見越したフォワードルッキング制を利用したプライスキャップ制算定方法

を早期に導入すべき。 

☆ 

なお、ＮＴＳコストを５年間で段階的

に接続料原価から除き、これを基本料の

費用に付け替えることについては、基本

料の費用構造に大きな影響を与えない

ように考慮されたものである。 

１）０９年度までの

接続料の算定方法

の考え方  

ＮＴＴコム ＮＴＴ東西以外の事業者の提供する直収電話及びＶｏＩＰの接続については、当該番号の着信に

おいて、その利用が不可避であり、ＮＴＴ東西とはトラヒック（減少）の状況が異なり、またＮＴ

Ｓコストの扱いが必ずしも明確ではない当該事業者がＬＲＩＣで算定された接続料に追随した値

上げを行うことは、コスト負担の適正性を欠く。 

ＮＴＴ東西以外の接続料については、

事業者間協議で決められるものであり、

必要に応じて紛争処理機能を活用すべ

きと考えられる。 

 

２）１０年度以降の

接続料の算定方法

の考え方 

ＫＤＤＩ １．基本的な考え方 

ＰＳＴＮはトラヒックの減少等により高コスト化が懸念されている状況にあり、このまま残存さ

せることがお客様利益につながらない。ＰＳＴＮの接続料の議論についても、ＮＴＴ東・西のＰＳ

ＴＮ廃止とＩＰ網への移行のスケジュールを明確にしたうえで行われることが適当。 

なお、ＰＳＴＮの高コスト化をそのまま接続料に反映し、接続料の値上げによってＰＳＴＮでの

☆ 
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コスト回収が確保されれば、ＮＴＴ東・西の、ＰＳＴＮを廃止してＩＰ網へ移行するインセンティ

ブは減少する。また、接続料の値上げは不可避的に既存電話サービスの値上げにつながり、市場の

意向に反する。１０年度以降のＰＳＴＮ接続料については、ＰＳＴＮとＩＰ網のトータルの収益性

の観点から、検討が行われるべき。 

２．ＬＲＩＣ方式の継続 

現在のＬＲＩＣ方式を１０年度以降も引き続き用いることを第一候補として検討するべき。その

うえで、市場の意向に反する値上げを回避する観点から、一定時期の価格を上限として据え置くこ

と等についても検討を行うことが適当。 

３．実際費用方式について 

ＰＳＴＮとＩＰ網のトラヒックを合算して接続料算定に用いること等は検討に値するが、その場

合でも実際費用方式を用いることは算定プロセスの透明性の確保の観点から、避けるべき。 

上限価格方式については、前項で記述のとおり、市場の意向を汲み取ることが可能であり有力な

選択肢であると考えるが、吸収できないコストをユニバーサル制度で補填するといった、ＰＳＴＮ

のコスト回収を確保する方法は、ＮＴＴ東・西によるＩＰ網移行への妨げになる可能性が高く、適

当でない。 

４．ビル＆キープ方式について 

ビル＆キープ方式については、やや議論が先行している米国での状況も考慮して、様々な観点か

ら総合的に議論すべきで、報告書案の指摘どおり、将来的な検討課題としての位置付けが適当。 

５．東西均一接続料について 

ＮＴＴ東・西は別々の会社組織であり、接続料が会社間で異なることは当然。 

６．ＰＳＴＮとＩＰ網の並存の在り方について 

ＩＰに代表される技術的なメリットやコスト的なメリットをお客様が最大限享受していただく

ためには、いずれＰＳＴＮからＩＰ網への完全な移行が必要となり、議論を早急に行うべき。 

ソフトバンク ・トラヒックの減少に呼応してコストを大幅に削減する等の方策により、急激な接続料の上昇を避

け、適正な接続料水準を実現することが適当。 

・ＩＰへの移行期のＰＳＴＮ接続料の策定にあたっては、競争中立性及び技術中立性の観点を勘案

することが必要。具体的には、ユニバーサルサービス基金制度等の政策やＰＳＴＮから新規サー

ビスへの移行等に対する影響に留意し、適切な算定方法を策定することが適当。 

・ＮＴＴ東西はあくまで別会社であり、接続料を個別算定することは当然。 

☆ 

島根県 固定電話サービスの接続料に東西格差が導入されることになれば、電気通信事業者はコストの格

差を利用者料金に転嫁せざるを得ず、その結果、全国均一料金を維持できなくなる事態が生じると

想定されるが、これでは、広く国民に定着したユニバーサルサービスの根幹を揺るがす。 

利用者料金の地域格差は、企業経営のコストに直接影響することから、通信を多用する企業等の

立地動向にも波及し、ひいては産業・経済活動の東京一極集中に一層拍車をかけることも懸念。 

将来にわたって固定電話サービスの利用者料金に地域格差を生じることのないよう、接続料の東

西均一維持を要望。 

☆ 

（２）光ファイバに係る

接続料の在り方  

  

 １）検討すべき課題

ＫＤＤＩ 

・将来原価方式の採用 

見直し時にも引き続き将来原価方式で算定するとした報告書案の提言が採用されるべき。 

 

○☆ 
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・稼動芯線数の検証 

議論の透明性を確保する観点からも、ＮＴＴは説明責任を果たす必要。 

 

・先行投資の精査の必要性 

実績コストの内容精査を行う必要があるとの報告書の提言は妥当。 

 

・光ファイバの耐用年数 

設備の使用実態に即して光ファイバの耐用年数を再検討することが必要であるとする報告書案

の提言は妥当。接続会計の配賦率等についても、設備の配賦率や耐用年数は、適時適切に修正を加

えられるべき。 

 

・競争事業者に起因する投資リスク 

予測と実績の乖離を最小にする仕組みの検討は必要。 

しかし、単に事後精算を行うことは、各事業者の事業に関する予見可能性を損なうことから適当

ではなく、例えば算定期間中に乖離幅の公表をＮＴＴ東・西が行い、その結果に基づいて需要喚起

策を関係者で協議するといったことも検討に値する方策 

 

・光ファイバ網の開放義務との関連において留意すべき事項 

第一種指定設備である光ファイバについては、ＮＴＴ東・西の「指定設備管理部門」が他事業者

に対して貸し出す場合に得るリターンは、自らの「指定設備利用部門」に対する提供により得るリ

ターンと同等となることが現在の接続ルールの根幹。したがって、報告書案が指摘するとおり、競

争事業者への貸与がフェア・リターンに結び付いていないとの主張は適当ではない。 

ソフトバンク 

光ファイバの接続料については引き続き将来原価方式により算定することが適当。 

算定期間についても、現在の７年間と同様になるべく長期の算定期間とすることが適当。接続料

算定に用いた需要予測と実稼動回線数については、定期的に比較検証を行い、両者の乖離が大きい

と判断される場合には、適宜再申請を促すことや算定方法を見直すことにより、公正競争を行う上

で適正な接続料水準を確保することが必要。 

光ファイバの接続料算定においては、稼動芯線数ベースでの算定が不可欠であり、現在の算定方

法同様に「占有型」及び「共有型」の比率等により稼動芯線数を明らかにすることが必要。更に、

稼動芯線数予測を明らかにする上で、共有型サービスにおける設備共有率の見込みを明示すること

も必要。 

また、接続料算定に用いる設備耐用年数は、適切な接続料算定のため使用実態を反映した経済的

耐用年数を用いることが適当。 

○☆ 

イー・アクセス 

引き続き将来原価方式で算定することについて賛成。ＮＴＴ東西が算定する将来需要によって接

続料金が決まる場合は、競争事業者も将来需要を利用できるようエリア計画と展開時期の情報開示

を強く要望。 

また、光ファイバの耐用年数の再検証について賛成。ＮＴＴ東西の子会社などＮＴＴグループ会

社が保守することで保守費用が高くつくのであれば接続料金が上昇する原因となるので、保守費用

の適正性についてもあわせてチェックするよう強く要望。 

○☆ 

ＡＣＣＡ 

利用者利益も考慮し、助成金制度等の施策も検討しながら、現行よりも廉価な接続料とするべき。 具体的な接続料水準については、当事

者たるＮＴＴ東西による接続約款の変
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更申請を待って対応することが適当。 

なお、助成金制度等は振興政策の観点

から検討されるべき事項である。 

ＨＯＴｎｅｔ 

１）（ａ）～（ｆ）を充分吟味・検討の上、接続料を算定することについては異論はないが、こ

れがＮＴＴのサービスに提供される、いわゆる内部利用コストと一致しているかどうかを検証する

仕組みが重要であり、仕組みを明確にしてほしい。 

○☆ 

ＣＴＣ 

光ファイバに明らかに実態と乖離する接続料が設定された場合インフラ事業者側の投資インセ

ンティブが働かない。そのため、光ファイバ接続料の算定にあたっては、インフラ事業者の投資が、

適正に回収できることを大前提とすることが必要。「実績コストの適正回収」という観点では、将

来原価方式ではなく、実際費用方式の採用についても検討されるべき。 

依然として相当のＦＴＴＨサービス

に対する需要が継続的に見込まれるた

め、光ファイバ接続料を見直す場合、引

き続き将来原価方式で接続料を算定す

ることが可能。なお、この場合も適正な

報酬率を織り込むことが適当と考える。 

ＮＴＴ持株 

現在の光ファイバ接続料は、①実績コストと予測コストとの間に大幅な乖離が生じており、算定

期間内にコスト回収をすることが困難な状況にあることから、株主・投資家に光投資に対する理解

を得るために早急に見直すことが必要であり、②また、現在の接続料が「造るより借りたほうが得」

という状況を生み出し、健全な設備競争を阻害する状況となっていることから、設備の設置者と利

用者の投資リスクの負担の適正化を図る観点からも、見直すことが必要。 

見直しにあたっては、このような投資リスクの適正な負担という観点から、実績コスト方式に移

行することも検討することが必要。 

また、報告書案で検討の必要性を指摘している事項のうち、先行投資分を峻別することについて

は、実務的に困難であるばかりでなく、これを厳格に適用した場合、顕在化需要に合せて極めて小

さい単位でしか設備増設を行わないというインセンティブが働き、結果として効率的な設備構築の

支障となるおそれがあり、耐用年数の見直しについては、今後構築する光ファイバについて現時点

で正確に実耐用年数を把握することは困難であり、また財務会計との整合性の観点からも問題があ

ることから、実施すべきでない。 

光ファイバの接続料の見直しについ

ては、一義的にはＮＴＴ東西の申請を待

って対応すべきものであることから、ま

ずはＮＴＴ東西が合理的な見直し案を

示すことが必要。 

その際、将来原価方式については、収

入・費用の両面から接続料算定の在り方

について検討を加えることが必要であ

り、単に実績コストと予測コストの乖離

のみに着目することは適当でない。 

また、先行投資分の峻別については、

接続料の合理性を担保できる程度に行

う必要があり、また、使用する耐用年数

についても、例えば税法上の耐用年数と

増減法により算出した耐用年数とを比

較した上で、その適切性について十分な

説明がなされることが必要。 

ＮＴＴ東 

現在の光ファイバ接続料については、実績コストと予測コストの間に大幅な乖離が生じており、

算定期間内にコスト回収を図ることが困難な状況にあることから、見直しが必要。 

また、現実に実績コスト以下の水準で接続料が設定されていることは、設備の設置者と利用者の

投資リスクの負担バランスが図られておらず、健全な設備競争を阻害しているため、こうした観点

からも見直しが必要。 

こうした投資リスクの適正な負担という観点から、例えば、実績原価方式へ移行することも検討

する必要があり、実績原価方式により毎年接続料を見直していけば、予測芯線数、先行投資の精査、

耐用年数の検証、設備投資リスクといった課題も生じない。 

将来原価方式とする場合は、将来原価方式で算定した接続料について費用回収の過不足が発生し

た場合の取扱いに関するルール整備が必要であり、当該費用の過不足分を適正に回収できるよう、

早急にルールを整備していただきたい。 

また、本報告書案で検討の必要性が指摘されている事項のうち、先行投資分を峻別することにつ

同上 
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いては、実務的に困難であるばかりでなく、これを厳格に適用し将来需要に基づく投資を回収でき

ないこととすれば、顕在化需要に合せて極めて小さい単位でしか投資を行わないという逆のインセ

ンティブが働き、結果として効率的な設備構築の支障となるおそれがある。また、耐用年数の見直

しについては、今後構築する光ファイバについて現時点で正確に実耐用年数を把握することは困難

であるため、現状の財務上の耐用年数を用いることが妥当。 

ＮＴＴ西 

現在の光ファイバ接続料については、実績コストと予測コストとの間に大幅な乖離が生じてお

り、算定期間内にコスト回収を図ることが困難な状況。 

このように実績コスト以下の水準で接続料が設定され続けることは、投資リスクの適正な負担と

いう観点において、設備の設置事業者と利用事業者との間で著しく均衡を欠き、健全な設備競争を

阻害。 

したがって、投資リスクの適正な負担という観点から、例えば、実績原価方式へ移行することも

検討する必要があるとともに、将来原価方式で設定された接続料について費用回収の過不足が発生

した場合の取り扱いに関するルール整備も必要である。その際には、光ファイバについては、電力

系事業者等が既に相当量を設備構築している状況に鑑み、その接続料のルール化の適用対象範囲

を、当社のみでなく他事業者にも広げるべき。 

また、本報告書案で検討の必要性が指摘されている事項のうち、先行投資分を峻別することにつ

いては、実務的に困難であるばかりでなく、これを厳格に適用し将来需要に基づく投資を回収でき

ないこととすれば、顕在化需要に合せて極めて小さい単位でしか投資を行わないという逆のインセ

ンティブが働き、結果として効率的な設備構築の支障となるおそれがある。また、耐用年数の見直

しについては、今後構築する光ファイバについて現時点で正確に実耐用年数を把握することは困難

であるため、現状の財務上の耐用年数を用いることが妥当。 

同上 

ＫＤＤＩ 
検討の方向性として揚げられた各項目について、ＮＴＴ東・西に挙証責任があるとする報告書案

の指摘は妥当。 

○ 

ソフトバンク 

ＦＴＴＨサービスへの移行が非常に速いペースで進んでいることから、当初の接続料算定時の需

要予測等と、現状の比較検証を行うことが適当。 

現状と算定時の需要予測等に大きな乖離が認められる場合には、接続料水準が適切でないと考え

られるため、ＮＴＴ東西に早期の変更認可申請を促し、「１）検討すべき課題」において指摘した

事項に留意して、接続料金を適正な水準に是正することが適当。 

☆ 

具体的な接続料水準については、当事

者たるＮＴＴ東西による接続約款の変

更申請を待って対応すべき。 

２）今後の検討の方

向性 

グローバルア

クセス 

中継系の光ファイバ設備は実際原価方式による料金算定により毎年接続料が見直しされること

で低廉化したことを鑑みると、利用比率が向上した（未利用の空き芯線が少なくなった）と考えら

れる加入光ファイバにおいても料金は低廉化することが自然であると考える。 

☆ 

具体的な接続料水準については、当事

者たるＮＴＴ東西による接続約款の変

更申請を待って対応すべき。 

（３）その他の検討すべ

き課題 
 

 

 １）ＮＴＴ東西の次

世代ネットワーク

に係る接続料の在

り方 

ＫＤＤＩ 

ＮＴＴ東・西の次世代ネットワークは第一種指定設備であり、光ＩＰ電話の接続料についても接

続ルールのもとでの整理が行われるべき。 

ＮＴＴ東・西のＩＰ電話網に係る接続料の設定にあたっては、それぞれを別個に評価するのでは

なく、ＩＰ網とＰＳＴＮのトータルの収益性の観点から検討されるべき。 

ビル＆キープ方式が当面は適当でないことについては、報告書案の指摘が妥当。 

○☆ 
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ソフトバンク 

ＮＴＴ東西のＮＧＮに限らず、ＩＰ網におけるトラヒックの考え方、ＩＰ上で提供されるサービ

スのコスト水準等につき、あわせて早期に整理し、２００７年下期には結論を得ることが適当。 

なお、ＮＧＮの接続料について、不当な内部相互補助が行われないよう十分な検証を行うことが

必要。 

○☆ 

ＪＡＩＰＡ ぜひともよろしくお願いしたい。 ○ 

ＵＳＥＮ 

ＩＰ網上で提供される複数の役務の各々につき、全体のネットワークコストの中でどの程度のコ

スト配分になるか、公正な検討と詳細で明確な説明が必要と考える。また、接続料金体系にはＱｏ

Ｓレベルに応じた料金体系や、ボリュームディスカウント等の通常の商取引慣行が取り入れられる

ことも検討されるべきであり、一般利用者も含め、各レイヤーの今後の動向も加味した接続料の在

り方が検討されるべき。 

○☆ 

イー・アクセス 

ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの接続料金については、オープン化の議論を深める過程で並行

して検討を行うことが必要。なお、ＮＴＴグループ内だけでピアリングを行うなど、他の接続事業

者よりも優位な条件で接続を行うことについては反対。また、次世代ネットワークについては、指

定電気通信設備とすべきと考えるため、接続料金は、総務省による認可スキームを要件とし、ＮＴ

Ｔ東西による説明会の開催及び意見招集（２回）の機会を必ず確保するよう強く要望。 

☆ 

ＮＴＴ持株 

指定電気通信設備規制は、真に不可欠性を有する設備に規制対象を限定するべきであり、ボトル

ネック設備のオープン化等により他事業者も提供可能となるネットワーク機能についてまで規制

する必要はないこと、また、次世代ネットワークは、ブロードバンドサービスに対するユーザニー

ズの高度化・多様化に対応するために今後構築するネットワークであり、今後ネットワークがどの

ように発展していくのかについて技術的にもサービス的にも正確には予見できない面が多いこと

から、次世代ネットワークの将来の高度化・多様化を阻害しないようその接続料について事前規制

をすべきではない。 

ＮＴＴ東 

第一種指定電気通信設備規制は、あくまでも「設備」のボトルネック性に着目した規制であり、

真に不可欠性を有する設備に規制対象を限定すべきであり、他事業者も提供可能であるネットワー

ク機能についてまで規制する必要はない。 

次世代ネットワークは、まだ実態も無い段階で、推測に基づき規制すべきではない。 

ＩＰネットワークを接続する場合の取引条件については、国内だけではなく国際的な取引の市場

実態も踏まえる必要があり、規制になじまない。 

仮に、技術進歩の内容、タイミング等が十分に予見し難い中で、既存のＰＳＴＮ網と同様な規制

が当初から適用されるとすれば、次世代ネットワークの構築・新サービスの開発意欲を阻害し、結

果として、我が国のブロードバンドの発展が著しく遅れる結果をもたらすおそれがある。 

ＮＴＴ西 
当社の次世代ネットワークの接続料については、事前規制になじむものではないため、事業者間

の協議に委ねられることが適当。 

ＮＴＴ東西の次世代ネットワークは

新たに一から設置されるものではなく、

その大半が既存の物理網に立脚して従

来のネットワークを更新して構築され

るものである以上、規制の対象とならな

いという考え方は妥当でない。 

その上で、具体的な接続料の在り方に

ついては、今後関係事業者の意見を十分

に踏まえて検討していくことが適当。そ

の際、当該接続料の在り方については、

当事者であるＮＴＴ東西から可及的速

やかにその考え方が提示されることに

より具体的な議論が行い得ることに留

意が必要。 

２）スタックテスト

に関する制度整備 

ＫＤＤＩ 

接続料と小売料金のスタックテストは市場競争の活発化にとって大変重要な課題。例えば、ドラ

イカッパ接続料について、一部の級局では今年度の料金改定で接続料と小売料金が逆転する可能性

すら、懸念される状況。 

スタックテストの見直しに際しては、検証区分を細分化するなど、実際の市場におけるサービス

提供状況を反映することによって、各事業者が競争力のあるお客様料金を設定することが可能とな

るよう、公正競争条件の担保が徹底されるべき。 

○☆ 
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ソフトバンク 

スタックテストをより有意義なものとするために見直しを行うことに賛同。 

見直しの際には、スタックテストの過程や結果に関する情報公開の在り方についても、公開を基

本とする方向で検討すべき。 

事業者機密に触れる等の理由により公開が困難と判断される場合であっても、何らかの目安とな

る利用者料金と接続料の乖離の度合いを示す指標を用いる等、外部の検証に資する形で、可能な限

りの情報公開を実施することが適当。 

将来原価方式の接続料に基づくサービスについても、スタックテストにより利用者料金と接続料

の関係の適正性を定期的に検証し、接続料金水準が不適当と判断される場合には、将来原価方式の

算定期間中であっても接続料の変更認可申請を促すべき。 

○☆ 

イー・アクセス 

「フレッツサービス」及び「０ＡＢＪ－ＩＰ電話（ひかり電話）」については、市場支配力の行

使のおそれが高いため、スタックテストを行い、情報開示するよう強く要望。また、スタックテス

トに関する検討結果については、会計制度の見直しにも反映頂けるよう強く要望。同時に、競争事

業者からも、具体的なサービスを指定しスタックテストの要望ができることが望ましい。 

○☆ 

ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東西 

インピュテーションルール（ユーザ料金＞接続料金）を、固定電話等成熟期のサービスに適用す

るのはともかく、ＦＴＴＨサービスのように立ち上り期において需要喚起のためにサービス開始後

一定期間は赤字を覚悟で料金設定せざるをえないサービスにまで単純に適用して、現実のコスト以

下（将来原価方式による）での接続料の設定を強制する現行のルールは、ＮＴＴ東西に自らの事業

だけでなく、利用ベースの競争事業者の事業に係る投資リスク（初期赤字）まで負わせる一方で、

利用ベースの競争事業者は自らの事業に係る投資リスク（初期赤字）を負わないことを許容するル

ールであり、競争政策上著しくバランスを失するばかりでなく、健全な「設備競争」の芽を摘むも

のである。 

したがって、このような需要の立ち上げ期のインピュテーションルール適用上の問題を解決しな

いまま更なる規制強化を行うことは問題であり、インピュテーションルール適用のあり方全体とし

て検討すべき。 

☆ 

スタックテストは、接続料の適正性を

検証するための手段として用いられて

いるものであり、接続料設定の原則（接

続料収入＝接続料原価）を変更するもの

ではないことから、競争政策上著しくバ

ランスを失するとの指摘は当たらない。 

ＫＤＤＩ 

事後精算制度が、事業の予見性確保の面で問題となり、また煩雑な事務手続きを生じさせている

ことは、報告書案の指摘するとおり。 

見直しに際しては、ＮＴＴ東・西あるいは接続事業者にとって有利／不利の問題が生じないよう、

また、タイムラグ精算で考慮されていたＮＴＴ東・西の効率化インセンティブが引き続き担保され

るよう、検討が行われるべき。 

○☆ 

ソフトバンク 

事後精算制度については、見性確保及び手続きの煩雑性という問題点があり、見直しを検討する

ことについては賛同。 

なお、事後精算制度の見直しにあたっては、過去に制度設計を行ってきた際の考え方及び経緯を

踏まえた上で見直しを行うことが適当。 

○☆ 

イー・アクセス 
事後精算制度の廃止については基本的に賛成。 

ＮＴＴ東西が不当な利益を得ることがないような仕組みを作ることが必要。 

○☆ 

ＣＴＣ 
事後精算制度は、予見性確保が困難であり、他事業者の経営に大きな影響を与えるため、廃止す

ることが望ましい。 

○☆ 

３）事後精算制度の

廃止 

ケイ・オプティ

コム 

事後精算制度の廃止に関する検討に着手することに賛同。 

毎年度、２度にわたる精算により、実務で煩雑な面が発生しており、それが解消されることは接

続事業者である弊社にとっても大変有益であると認識。是非、廃止を念頭に検討いただきたい。 

○☆ 
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ウィルコム 

「現行の事後精算制度の廃止を含めた見直し」について賛同。 

ただし、事後精算精度の廃止にあたっては、効率化インセンティブの確保策もあわせて検討する

ことが必要。 

○☆ 

ＮＴＴ東西 現行のタイムラグ精算は、廃止する方向で検討していただきたい。 ○☆ 

 

７．接続形態の多様化への対応の在り方 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

（１）検討すべき課題 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

設備を保有する通信事業者が自前のＩＰ網を構築し、自網内にＩＳＰ的な機能を実装するに当っ

ては、技術的に既存のＩＳＰとの間で生じる問題に対し、優越的な地位を利用してＩＳＰに対し不

利な取扱いをしないようにすべき。例えばＩＰｖ４からＩＰｖ６に移行するに際し、ＮＴＴ東西の

ＩＰｖ６サービスとＩＳＰが提供するインターネットのＩＰｖ６サービスが共存できる仕組みを

整えるなど、ＮＧＮの閉域の世界のサービスとオープンなインターネットのサービスとが並存する

統一的な基準があるべき。 

ソフトバンク 
インターネットは、一定の市場原理の下で発展してきており、市場原理に制約を加えるような制度を策

定することは適当ではない。 

グローバルア

クセス 

ＩＳＰ間の接続におけるピアリング／トランジット市場及び公正競争確保のモニタリングにつ

いては、次の２点を考慮していただきたい。 

・電気通信回線設備を保有する通信事業者でもあるＩＳＰの場合は接続用の電気通信回線とトラン

ジットサービスとの抱き合わせ販売が行われているが、公正競争上問題となるような行為がある

ケースはないか。 

・ＩＸが存するビルの所有者であるＩＳＰが電気通信回線設備を保有する通信事業者でもある場合

に、他の電気通信事業者の提供する接続回線による接続を認めない場合があるが公正競争上問題

となるケースはないか。 

ご指摘のとおり、ＩＳＰ市場におい

て公正競争阻害の要素が働かないよ

う、当該市場のモニタリングや紛争処

理機能の活用を旨とし、ＩＳＰ間接続

を巡る紛争解決に向けたガイドライン

の作成など、適宜、所要の措置を講じ

ていくことが望ましいと考えている。 

なお、ＩＰｖ４からＩＰｖ６への移

行に伴う問題については、重要な検討

課題の一つであると認識しており、今

後具体的な検討を行っていくことが必

要。 

１）ＩＳＰ間接続に

おける構造変化の

可能性 

ＮＴＴコム 

一般的にＩＳＰ間の交渉において通信網の保有の有無が、交渉力に直接影響を及ぼすものではな

い。従って、現状を表す記載として適切ではない。 

通信網を保有する通信事業者はそれ

以外のＩＳＰに比べて交渉力の面で優

位となる可能性があると想定している

ところ。なお、ご指摘の点に留意し、

表現を一部修正。 

ソフトバンク 
ＩＳＰ相互間でのＱｏＳ確保についても、必要に応じて、市場原理に基づき行うべきものであり、

状況を検証することについては問題ないものの、何らかの制約を加えるべきではない。 

 

２）ＩＳＰ間の多段

階接続とＱｏＳの

確保の在り方  

ＫＤＤＩ 

現在のところ、ＩＳＰ間の接続には、ＱｏＳを制御する概念はない。多段接続におけるＱｏＳに

ついては、各事業者による構築が見込まれる次世代ネットワーク（ＱｏＳの制御が可能）の接続に

関する議論の中で検討を進めることが適当。 

ご指摘のとおり、ＩＳＰ相互間のＱ

ｏＳ確保については、必要に応じて、

市場原理に基づいて行われるものと認

識。その上で、ＱｏＳ制御が容易であ

る通信網（例えば、次世代ネットワー

ク）を有する事業者と、それ以外のＱ

ｏＳ制御が困難なＩＳＰとの間で、公

正競争阻害の要素が働かないよう、当

該市場のモニタリングや紛争処理機能

の活用を旨とし、ＩＳＰ間の接続を巡

る紛争解決に向けたガイドラインの作
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成など、適宜、所要の措置を講じてい

くことが望ましいと考えている。 

ＫＤＤＩ 

１．ＩＳＰ間の接続に関する精算 

下位ＩＳＰは、料金を含めた各種提供条件が異なるサービスを提供する複数のＩＳＰの中から上

位ＩＳＰを選択できるため、接続料も市場メカニズムを通じて健全に設定されている。 

２．ネットワーク設備の増強 

Ｐ２Ｐ通信やリッチコンテンツを要因としたトラヒックの増加に伴い、通信網増強が必要になる

事態、或いは懸念は既に発生しているが、現時点では直ちに統一的なルールを整備するまでの状況

には至っていない。ただし、今後、リッチコンテンツの流通が今以上に顕著になる可能性があるこ

とから、設備増強に係る適切なコスト負担の在り方について、時機を失することなく検討を行うこ

とが必要。  

☆ 

本件は、ネットワーク中立性に関連

する議論であり、ご指摘の点にも留意

し、今後の検討を進めていくのが適当。 

ソフトバンク 
ＩＰ網のトラヒックの測定方法について検討を行うことに賛同。ただし、事業者に過度な負荷を

課すような何らかのルール化を行うことは望ましくない。 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

ＩＳＰ同士の接続、精算の問題は健全なビジネスの発展のために極力ＩＳＰ業界内部で解決を図

ることが望まれるが、ＩＳＰとＮＧＮ事業者との問題については共通の場が必要。 

ＨＯＴｎｅｔ 
ＩＰトラヒックそのもの把握だけではなく、上位レイヤーの把握も必要であり単に分析といって

も非常に難しい。技術的手法によるガイドラインの設定の中立性維持は非常に困難。（Ｐ７８参照）

☆ 

（２）今後の検討の方向

性  

ＮＴＴコム 

市場支配力の濫用を防止するための事前規制については、その必要性を慎重に検証すべき。 

ＩＳＰ間の接続について、これまで事業者間の市場メカニズムを通じた接続が機能してきたと考え

られる中、市場支配力の濫用を予断する記載は不適切。仮に問題が発生した場合においても、紛争

処理制度の利用が期待されることから、行政によるモニターの強化は必ずしも必要でない。 

「強化、継続」という文言を用いるのであれば「モニター」の具体的な内容についても明確にす

る必要がある。 

なお、客観的なトラヒックデータを接続交渉の条件とするかは事業者に委ねられるべき。 

今後、ＩＳＰ間の接続についても従

来の市場メカニズムを通じた事業者間

精算の健全性が損なわれる可能性があ

ると想定しており、市場支配力の濫用

などの公正競争阻害の要素が働かない

ようモニタリングしていく必要がある

と考えている。なお、ご指摘の点を踏

まえ、表現を一部修正。 
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８．ＭＶＮＯを含む移動通信市場における競争促進の在り方 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ＮＴＴ持株 

ＭＶＮＯは、ビジネスベースでのｗｉｎ‐ｗｉｎの関係により、ＭＮＯでは提供できない新たな

付加価値を有するサービスを提供することにより、マーケットの拡大に寄与することが望まれてお

り、ＭＶＮＯへのオープン化を義務化することによりＭＮＯの技術開発・投資インセンティブを損

なうことのないようにすべき。（なお、ＮＴＴドコモは既にデータ通信サービスで、ＭＶＮＯサー

ビスを提供している。） 

特に、ＭＶＮＯを前提とせずに電波の割当てがされ、設備投資を行ってきた３Ｇ等の既存のサー

ビスについて、遡及的に義務化することは既に行った投資回収を危うくするものであり問題が大き

いと考える。（なお、従来の電波割当て上の考え方に従えば、仮に自ら使用しない周波数が生ずる

場合には、それを返還すべきものと理解。） 

なお、ＭＶＮＯに対する卸役務については、事業者がその経営戦略に基づき自ら役務提供の可否

を決定するものであり、報告書案にあるような一般的な提供義務はないものと認識。仮に報告書案

にあるように「接続」の制度を適用する場合にも、電波の余裕のある不採算の地方部だけのＭＶＮ

Ｏによりクリームスキミング的参入を助長する可能性があること等を踏まえ、慎重に検討すべき。

ご指摘のとおり、ＭＶＮＯの市場参

入を容易にすることで新たなビジネス

モデルが生まれることが期待され、ま

た、“ｗｉｎ－ｗｉｎ”の関係が生まれ

ると考えられることは本項目に記述の

とおり。 

なお、事業者間接続に係る法制上の

事実関係については、新たに脚注４２

を追加した。 

また、電気通信事業法第１２１条の

規定により、認定電気通信事業者は、

卸電気通信役務を含む電気通信役務の

提供について、一般に提供義務を負う

ものである。 

なお、ご指摘の点については、「ＭＶ

ＮＯに係る電気通信事業法及び電波法

の適用関係に関するガイドライン」（以

下「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」と

いう。）の改正を検討する際に留意すべ

きと考える。 

総論 

ＮＴＴドコモ 

ＭＮＯとＭＶＮＯは、単にシェアを奪いあう競争関係ではなく、互いに協働することでＭＮＯの

みでは提供できない新たな付加価値を有するサービスを提供し、Ｐ６０にもある“ｗｉｎ－ｗｉｎ”

の関係によりマーケット拡大に寄与するものと認識。 

こうした“ｗｉｎ－ｗｉｎ”の関係は、例えば、ＩＴＳ（高度道路交通システム）や法人のお客

様向けシステムソリューションの分野等、ＭＮＯとＭＶＮＯが相互補完的な関係を築くことが出来

る場合に容易に構築できるものであり、当社としても今後、積極的に取り組みたいと考えていると

ころ。既に、当社のデータ通信サービスにおいても、約款再販を利用して、ＭＶＮＯに相当する事

業者が存在。 

今後は、周波数を割り当てられ、新規に参入する事業者の存在もあり、ＭＮＯとＭＶＮＯの取引

機会が格段に増えると想定することから、ＭＮＯとＭＶＮＯの関係を「事業者間接続」と位置づけ、

原則として応じなければならないという義務化を行う必要性は無い。また、一方が義務を課された

関係での“ｗｉｎ－ｗｉｎ”関係構築は不可能。 

次に、ＭＮＯとＭＶＮＯの関係を「事業者間接続」と整理することは、義務付けの対象をネット

ワーク同士の「接続」に限定し、ＭＶＮＯやローミング等の「アクセス」（香港や欧州の一部を除

けば、提供義務が無いとされている）と明確に区分している欧米諸国の例と異なり、ＭＮＯの電気

通信回線設備は他の電気通信事業者の電気通信設備と広く接続義務があるとの解釈に基づいてい

るものと推測。しかし、欧米諸国では峻別されている「接続」と「アクセス」が、我が国の法制度

ご指摘のとおり、ＭＶＮＯの市場参

入を容易にすることで新たなビジネス

モデルが生まれることが期待され、ま

た、“ｗｉｎ－ｗｉｎ”の関係が生まれ

ると考えられることは本項目に記述の

とおり。 

また、卸電気通信役務と事業者間接

続については、ＭＮＯとＭＶＮＯとの

関係に適用した場合、そのいずれの形

態を選択することも法制上可能であ

り、基本的に当事者間の問題である一

方で、いずれの場合にも法制上一定の

義務が定められていることは本項目に

記述のとおり。 

なお、ご指摘の点については、「ＭＶ

ＮＯ事業化ガイドライン」の改正を検

討する際に留意すべきと考える。 
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上「接続」がネットワーク同士に限らないことを理由として、ＭＮＯとＭＶＮＯの関係を「事業者

間接続」と解釈するのは適当ではない。 

また、「接続」にＭＶＮＯ実現の効果まで認めるのは、電気通信事業法第３２条の拡大解釈であ

る。このような考え方を採るならば、既にＭＮＯと接続している電気通信回線設備を保有する事業

者（固定事業者・携帯事業者含む）も、相互接続を理由としてＭＮＯに対し携帯電話網の提供要求

を行うことが出来、ＭＮＯは特定の事由が無い限りそれを拒否できないこととなるが、これは結果

として、ＭＮＯの設備投資インセンティブを大きく減退させることととなり、今後の携帯電話事業

の発展を大きく阻害するものである。 

従って、従来自由な交渉に基づく「卸電気通信役務」とされてきたＭＮＯとＭＶＮＯの関係を「事

業者間接続」と解釈することは、範囲、効果及びその影響に大きな問題が存在するものであるため、

従来通り「卸電気通信役務」の整理が妥当であり、「事業者間接続」として解釈すべきではない。

更に、ＭＮＯとＭＶＮＯの関係は、報告書にもある通り“ｗｉｎ－ｗｉｎ”の関係が前提となる

と考えているが、例えば、ＭＮＯの周波数や設備容量に余裕が無い、当該ＭＶＮＯがＭＮＯのブラ

ンドイメージを損ねる、公序良俗・セキュリティ及び個人情報保護の面の懸念がある、ＭＶＮＯが

ＭＮＯの既存顧客をターゲットとする等の場合には“ｗｉｎ－ｗｉｎ”の関係構築は困難であり、

またＭＶＮＯの実現のためにはその他様々な事項をＭＮＯとの間で協議する必要がある。従って、

協議の一方当事者であるＭＮＯ側のみに義務が発生する「事業者間接続」ではなく、自由な交渉に

基づく「卸電気通信役務」として協議していくことが必要。 

 

（１）ＭＶＮＯ参入によ

る競争促進効果  

ＫＤＤＩ 

１．基本的考え方 

我が国の移動通信市場は、通信の自由化（１９８５年）やＮＴＴドコモの分離（１９９２年）を

経て、技術革新を伴う設備ベースの競争が有効に機能したことにより、世界最先端のサービスを実

現。また、今後数年間だけでも、一層の高速化／ＩＰ化といった技術革新が予想されており、設備

ベースの競争に基づくお客様サービスの向上が引き続き見込まれる状況にある。 

ＭＶＮＯ市場の健全な発展に向けた検討を行う際には、こうした技術革新に直結した設備ベース

の競争を歪めないよう検討することが重要であり、基本的には事前規制による義務的なルールを定

めるべきではなく、事業者間協議を優先することが必要。 

ＭＮＯにとっても、ＭＶＮＯを活用することにより、ＭＮＯ単独ではなし得ない事業領域等への

市場の拡大を図ることは戦略的に重要なものであり、当社も既に、セキュリティ分野やＩＴＳ分野

を中心にＭＶＮＯ的なサービスを展開している。当社は、こうした市場拡大に繋がるＭＶＮＯにつ

いて、今後とも推進していくことを予定しているが、その他の様々な形態のＭＶＮＯについても、

個別の事案毎に当事者間の協議により実施の判断をしていきたいと考える。 

 

２．個別意見 

（１）市場の状況について 

報告書案では、「周波数制約に基づく寡占的な市場構造の中での競争には一定の限界がある」と

されているが、我が国の移動通信市場については、限られた周波数資源という制約の中で、これま

で適切な電波開放施策と新たな周波数割当が進められてきた結果、事業を行いたい者に対する参入

機会が十分に確保されてきたと考えられる。現在でも、２．５ＧＨｚ帯の開放に関する技術的条件

の検討や、地上デジタルテレビ放送への転換後を睨んだ移動通信用新規周波数開放の議論が進めら

れており、今後も新規参入機会が用意されるものと期待される。なお、２０００年に割当が行われ

た２ＧＨｚ帯や昨年割当が行われた１．７ＧＨｚ帯等においては、それぞれ３つの新規参入枠に対

基本的な考え方については、本報告

書案に賛同するご意見として承る。 

移動通信市場については、設備の不

可欠性はないものの、電波の有限性か

ら参入枠にも制限があり、寡占的市場

であると考える。 

なお、事業者間接続に係る法制上の

事実関係については、新たに脚注４２

を追加した。 
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し、枠を超える申し込みがなかったという事実があり、周波数制約に基づく寡占的な市場構造には

なっていないと考える。 

移動通信市場は、固定通信の場合とは異なり設備を構築する上でボトルネックとなる部分は無

く、誰でも自前による設備構築が可能。従って、周波数制約に基づく寡占的な市場構造という認識

は適当ではなく、周波数制約があることを理由に、ＭＮＯが一方的に負担を負うことのないよう注

意する必要がある。 

（２）“ｗｉｎ－ｗｉｎ”の関係 

当社も、ＭＶＮＯの実現に向けては“ｗｉｎ－ｗｉｎ”の関係構築が必須と考える。ただし、“ｗ

ｉｎ－ｗｉｎ”の関係は、当事者間の協議の中で、ビジネスベースで成立するものであり、ＭＮＯ

側の事業合理性が考慮されない義務的な枠組みの中では生まれにくいものと考える。ＭＶＮＯが活

発に事業展開している諸外国でも義務化は一般的ではなく、多くの国ではビジネスベースでの協議

を通じて様々なＭＶＮＯが特徴あるサービスを提供している。 

ソフトバンク 

ＭＶＮＯについては、ますます多様化するユーザニーズに対応するための一つのオプションであ

り、ＭＶＮＯ／ＭＮＯともに独自の戦略のもとに、ＭＶＮＯビジネスを展開していくもの。 

従って、ＭＶＮＯ参入促進に関して何らかのルール整備を行う際には、ＭＶＮＯ／ＭＮＯの自由

な戦略策定を制限することのないよう、留意する必要がある。 

☆ 

イー・アクセス 
ＭＶＮＯがもたらす競争促進効果と更なる市場の拡大については、弊社としても歓迎していると

ころであり、参入が促進されることを期待。 

○ 

Ｊ：ＣＯＭ 

移動通信市場は、サービス開始当初より、ある一定の公正競争環境のもとで各ＭＮＯが設備競争

を行ったことから、固定系市場と比較するとドミナント的な競争環境となっていない。従って、固

定系市場の様に特定事業者が有する設備のオープン化により、サービス競争を促進するのではな

く、現時点ではＭＶＮＯによりサービス競争を促進することが現実的。 

ＦＭＣサービス等、今後のＩＰ化の進展により多様化・高度化するサービス環境の中で、公正競

争を促進する為には、移動通信市場への公正で自由な参入、すなわちＭＶＮＯを有効利用すること

が必要であり、ＭＶＮＯによる参入障壁を取り除く制度の整備は必須。 

ＭＶＮＯによるサービス競争の促進

については、本項目に記述のとおり。 

なお、ＭＶＮＯの参入促進に向けた

今後の取組については、（３）に記述の

とおり。 

ＣＡＴＶ・ＮＷ

研 

ケーブルテレビジョンはその発生の時より地方と中央の情報格差是正に様々な貢献をしてきた。

それは地上波局の再送信であり、ＣＳ多チャンネル放送の搬送であった。今後のケーブルネットワ

ークの役割の一つとして、特に地方都市地域におけるユビキタス環境の実現にネットワークとして

その潜在力が生かせると確信。 

既に構築されているケーブルテレビジョンネットワークの広帯域性を活用して自らＭＶＮＯに

なることが考えられる。それに加えて以下のようなＭＶＮＯの様々な形態のビジネスモデルが生ま

れると考える。 

①ＣＡＴＶ事業者が既存の携帯電話事業者の設備を借り、自らのネットワーク資産も活用して、携

帯電話サービスプロバイダーになる。 

②ＣＡＴＶ事業者がＭＮＯとして基地局設置の許可を得、他のＭＶＮＯにネットワークを開放す

る。 

③ＣＡＴＶ事業者が物理層のメットワークをＭＶＮＯに開放する。ＭＶＮＯが基地局等の設備投資

を行う。 

このように様々なビジネスモデルの登場を容易にするように必要な環境整備が整えられること

を強く希望。 

☆ 

ケーブルテレビ事業者がそのネット

ワークを活用して自らＭＶＮＯになる

ことも想定し得るところであり、（３）

において、「地域系など固定系事業者に

よるＭＶＮＯ活用型のビジネスモデル

の構築等が進展することが期待され

る」旨を追記した。 
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ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

原案の趣旨に賛同。また、サービス競争を促進させるという意味において、移動体通信網におけ

るＭＶＮＯと同様、固定網においてもＦＶＮＯというような卸役務提供による他事業からの通信サ

ービス役務提供を開くよう、積極的な政策を期待。 

○ 

ソフトバンク 

ＭＶＮＯのビジネスモデルの中には、ＭＶＮＯ側で電気通信設備を保有しない形態も想定され、

ＭＮＯとＭＶＮＯの間の法制上の関係において、“事業者間接続”という整理が全てのＭＶＮＯに

当てはまるものではない。 

ＭＶＮＯの実現に際して、ＭＮＯとＭＶＮＯ間の制度的整理を”卸“とするのか、”接続”とす

るのかを、完全に事業者間の協議にゆだねてしまうことは、いたずらに事業者間の協議を複雑化す

ることに繋がる恐れがあり、「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」（以下、「ＭＶＮＯガイドライン」と

いう。）において、どのようなビジネスモデルが”接続”に該当し、どのようなビジネスモデルが”

卸”に該当するのかについて、ある程度の目安を示すべき。 

また、これに関連してＭＮＯとＭＶＮＯ間における協議において、電気通信事業法第３２条に定

める”接続“の定義に関する議論が紛糾する恐れがある。円滑な事業者間協議を推進し、ＭＶＮＯ

ビジネスの円滑な始動を実現するために、ＭＮＯとＭＶＮＯ間の接続についてある程度類型化を図

ることが有効。 

卸電気通信役務と事業者間接続につ

いては、本項目に記述のとおり。 

なお、ご指摘の点については、「ＭＶ

ＮＯ事業化ガイドライン」の改正に当

たって検討する中で参考とすべきと考

える。 

（２）ＭＮＯとＭＶＮＯ

の関係 

ＫＶＨ 

周波数制約による寡占化が進む携帯電話市場においては、ＭＶＮＯの早期導入による競争の進展

によって携帯市場の活性化を図ることが望ましい。しかし、周波数再編等の工夫により、新規事業

者による周波数配分を検討してＭＮＯ数も増加するよう整備を図るべきであり、少なくとも新周波

数の新たな配分については、優先的に新規ＭＮＯの参入を促進すべき。この意味で、直接本事項と

は関連性がないが、本年秋に技術条件が決定される予定のブロードバンド無線アクセス技術のＩＥ

ＥＥ ８０２．１６ｅの周波数割当についても新規事業者への優先的割当を検討すべき。 

ＭＶＮＯとＭＮＯの関係につきましては、本質的に両者の交渉によるものであるとの見解には異

議を唱えるものではないが、競争条件をより明確にすることにより、卸役務のスキームでも、事業

者間接続のスキームのどちらの場合においてもＭＶＮＯがより進展するよう配慮すべき。さらに、

ＭＶＮＯをよりスムーズに導入するために、ＳＩＭロック解除を積極的に推進すべき。 

○ 

周波数割当の具体的方針について

は、本懇談会における議論の対象とは

していない。 

また、ＳＩＭロック解除の問題につ

いては、第６章１（２）に記述のとお

り。 

（３）ＭＶＮＯ参入促進

に向けた今後の取組み 

ソフトバンク 

２００６年中のＭＶＮＯガイドラインの改正に賛同。その際には、ＭＶＮＯビジネスの本格化、

多様化に備えて、電気通信事業法等において定められている電気通信事業者であるＭＶＮＯとして

遵守すべき事項（例えば、役務提供における責任範囲や、長期的・安定的な事業運営が求められる

こと等）について、明記すべき。 

また、ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の技術仕様、取引条件については、個々のＭＶＮＯ事業者のビジ

ネスモデル等によって異なるため、原則ＭＮＯとＭＶＮＯにおける事業者間協議によって取り決め

られるべきものであり、ＭＮＯに対し何らかの義務付けを行うような規制強化はなされるべきでは

ない。 

なお、現行法にてＭＶＮＯからの接続請求を受けた場合において、電気通信事業法第３２条、電

気通信事業法施行規則第２３条に規定されている接続拒否が認められる具体的な事由について、Ｍ

ＶＮＯガイドラインにおいて明確化することは有効。 

例えば、当該ＭＶＮＯへの接続を行うことによる、ＭＮＯのユーザへの電気通信役務の円滑な提

供に支障が生じる恐れがある場合や、ＭＶＮＯの有する電気通信設備とＭＮＯの電気通信回線設備

の接続の際の設置又は改修が、技術的又は経済的に困難である場合の具体的事例を明確化すること

等が考えられる。 

○ 

ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の技術仕様

や取引条件に関しては、本項目に記述

のとおり、「ＭＶＮＯ事業化ガイドライ

ン」を改正する中でその明確化を行う

ことが適当と考える。 
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イー・アクセス 「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」の改正が、ＭＶＮＯの促進を一層進めるものになることを期待。 ○ 

Ｊ：ＣＯＭ 

現事業法では、「正当な理由がなければ」、電気通信役務の提供や他の電気通信事業者との接続を

拒んではならない、とされているものの、「正当な理由」にどの様な事由が該当するかが明確とな

っていない為、ＭＮＯにＭＶＮＯの提供或いは接続の申入れを行っても、事業者間協議が整わない、

また紛争まで至らない（協議不調のレベルまで至らない）状況が発生していることが想定される（＊

１）。 

従って、本報告書案に記載されているＭＮＯ側の技術条件・取引条件（例えば、接続拒否が認め

られる事由）の明確化などを目的とし、「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」を改正することで、まず

は協議項目の明確化などにより、公正な事業者間協議ができる環境が構築されることを期待。 

更には、事業者間協議が不調となった場合において、ＭＮＯ側が「提供・接続拒否の正当な理由」

と主張する事由（＊２）について、ＭＶＮＯ側でもその内容を検証できる様な、透明性を確保した

制度整備を期待（＊３）。 

 

（＊１） これまで電気通信事業紛争処理委員会などに持ち込まれたＭＶＮＯ関連の案件はない

（総務省ＨＰより） 

（＊２） 例えば、「周波数の逼迫に伴う提供・接続拒否」や「ＭＶＮＯ側がビジネス展開困難な

提供・接続料金」など 

（＊３） 「周波数の利用状況」や「ネットワーク原価」などを、総務大臣による裁定や電気通信

事業紛争処理委員会による斡旋・仲裁の場に閉じた形態で開示（相手方へは未開示）するなどの

義務化 

○ 

なお、現行法における接続拒否がで

きる正当な事由に係る規定について

は、脚注４３を追記し、明確化した。 

ＪＣＴＡ 

さまざまなＭＶＮＯが参入し競争状態が生まれることは、移動通信市場において多様なコンテン

ツが流通を促進させることから、たいへん好ましいと考えるが、現状では、参入事業者は少ない状

況。この原因は、ＭＮＯとの間において、接続（ネットワーク利用）のための具体的話合いが進ま

ないためと認識。したがって、双方が速やかに合意できるための制度整備が早期に行われることに

期待。 

○ 
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テレサ協・ＭＶ

ＮＯ協議会 

ＭＶＮＯの参入促進に向け、０６年中を目途に「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」を改正し、ＭＮ

Ｏ側の技術仕様・取引条件（例えば、接続拒否が認められる事由）の明確化、ＭＶＮＥの位置付け

の明確化などを併せて行い、ＭＶＮＯ市場の健全な発展を促すことが適当である、またＭＶＮＯの

新規参入の促進に際しては端末開発・販売の自由度を向上させることも同時に必要であるという報

告書案の見解に賛同。 

 

「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」の改正に当たっては、ＭＶＮＯおよびＭＶＮＥの定義及び位置

づけを明確にすることが重要であり、ＭＶＮＯ協議会は、それぞれの用語の定義及び位置づけを以

下のように考える。 

 

・ＭＶＮＥの定義： 

サービス提供に用いる無線アクセス設備を自らは支配・管理せず、かつ自らネットワーク設備を

保有・運用し、ＭＶＮＯ事業を成立せしめるために、ＭＮＯとＭＶＮＯを仲介する機能、若しくは

それらの機能を提供する事業者。ＭＶＮＥ自身も、ワイヤレス通信事業を自社の電気通信サービス

として提供するとき、ＭＶＮＯとなり得る。上記総務省資料の「狭義のＭＶＮＯ」に相当する。 

 

・ＭＶＮＯの定義： 

ＭＶＮＥが提供する機能を自ら保有し、あるいはＭＶＮＥの機能を借用して、ワイヤレス通信事

業を自社の電気通信サービスとして提供する事業者。上記総務省資料の「狭義のＭＶＮＯ」と「モ

バイルサービスプロバイダ」を包含した「ＭＶＮＯ」に相当する。ＭＶＮＯは大別して、音声通信

ＭＶＮＯとデータ通信ＭＶＮＯに分類できる。また全国をサービスエリアとするＭＶＮＯと地域を

サービスエリアとするＭＶＮＯが存在する。 

 

ＭＶＮＥは自らネットワーク設備を保有・運用することから、認証や課金などのお客様管理機能

や呼毎のセッション管理機能の提供を行うことになる。また、課金機能を有することから、一般に

はビリングサービス機能の提供も可能。 

 

上記定義より、ＭＮＯと接続できる資格を有する事業者は、ＭＶＮＥもしくはＭＶＮＥ機能を有

するＭＶＮＯとなる。ＭＶＮＥは複数の、ＭＶＮＥ機能を有しないＭＶＮＯにＭＶＮＥ機能を提供

し、ＭＮＯとの仲介役を果たすことが可能。ＭＶＮＯ希望者が多い場合、ＭＶＮＥが代表してＭＮ

Ｏとの接続を司り、ＭＮＯの負担を減らす接続モデルは、ＭＮＯ及びＭＶＮＯの双方にとって有益。

○☆ 

なお、ＭＶＮＥ及びＭＶＮＯの定義

については、今後必要に応じ検討の際

の参考とすべきと考える。 

テレサ協・ＭＶ

ＮＯ協議会 

ＭＶＮＯ事業の進展が電気通信事業の発展に寄与するとの観点、及び今日までＭＮＯとの交渉の

進展がはかばかしくない現状を勘案し、ＭＶＮＯ協議会は「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」検討に

あたり、以下の論点について整理することを強く要望。 

 

①ＭＮＯとＭＶＮＯとの事業者間接続に関する条件の明確化 

②各種の相互接続形態（例えば、レイヤ２接続）に対する遅滞のない接続 

③標準無線インターフェースの提供・標準無線インターフェースを有する端末の接続受け入れ、及

び標準がない無線インターフェース・プロトコルに関しての事業者特有のインターフェース条件

の開示 

④ＩＰアドレスをはじめとした端末に関する番号アドレス情報の取得及び付与権限の付与 

○☆ 

なお、ＭＶＮＥの位置付けの明確化、

ＭＮＯ側の技術仕様や取引条件の明確

化等については、「ＭＶＮＯ事業化ガイ

ドライン」を改正することが適当であ

る旨本項目に記述しており、ご指摘の

点については、今後必要に応じ検討の

際の参考とすべきと考える。 
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⑤ＭＮＯ独自のサービス、例えば、ＭＮＯのポータルへのアクセス権限の付与 

⑥ＭＮＯが開発した端末の適正価格での使用許可とＭＮＯが開発した端末を含む全端末に対する

受け入れ試験への協力 

⑦必要な付帯情報の提供に関する協議の円滑な推進・付帯情報の円滑な提供 

⑧接続料金に関する公平な料金水準の適用／接続料金の開示 

 

なお、ＭＶＮＯガイドラインの改正もしくは、ＦＭＣ関連のルール制定に際しては、固定網にも

接続可能な端末（“ＦＭＣ端末”）と固定網とのインターフェース条件についても明示されること（Ｆ

ＭＣ端末が固定網と接続される際に、その接続点において提供される機能が物理網レイヤー機能の

みなのか、通信サービスレイヤー機能やさらに上位のレイヤー機能までなのか）を要望。 

ウィルコム 

・ＭＮＯとして、ＭＶＮＯに対してサービスを提供してきた立場から以下の点を考慮すべき。 

・今回のガイドラインの改定にあたっては、既存のサービス及び今後の柔軟なサービスの提供を阻

害することのないよう必要最低限のルールにとどめ、事業者間での協議を前提に改定すべき。 

・電気通信事業法第２９条第１項第１２号、第３２条第１項１号乃至３号の解釈等をガイドライン

において明確にすることは望ましいが、もともとＭＮＯのシステムは、自社のお客様に対しての

サービス提供を念頭のうえ構築されたものであり、ＭＶＮＯへの提供にあたっては、個別具体的

に技術面、制度面（個人情報、通信の秘密等）の問題を協議していかねばならない。 

・また、ＭＶＮＯとして存立しうる条件を明確にすべきと考えており、その中には、事業の継続性

等の消費者保護の観点も必要。 

☆ 

個人 

・すべてのＭＮＯがホールセールを行うことでＭＶＮＯ向けサービス競争とＭＶＮＯからみた選択

肢の増加が実現。 

・ＭＶＮＯをやるのに何をしていいか分からないという声があることから、総括的な相談窓口を持

つ企業の出現が期待される。 

・ＭＮＯとＭＶＮＯの責任分岐点の明確化だけでなく、ＭＶＮＯという土壌の上でのＭＮＯ間の取

り決めが必要。 

・ＭＶＮＯの実現に当たっては、総務省の強い後押しが必要。それは、法整備という問題だけでな

く、世間に向けた「総務省がバックアップしている」というアピールも必要。 

☆ 
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第４章 今後の料金政策の在り方 

 １．料金政策に関する基本的視点 

 

提出者 
意 見  考 え 方 

ソフトバンク 
料金政策は、接続料、ユニバーサルサービス基金制度等の隣接する制度との関連性が特に強いた

め、関連する他の制度への影響等について十分に配慮の上、見直しの検討を行う必要がある。 

○ 

エニーユーザー 

日本の電話料金は世界でも最も高い料金体系となっている。今後のＩＰ時代においては料金は重

要な競争要因の１つである。本報告書では今後の料金体系に関して具体的数字目標については述べ

られていないが、来るべきＩＰ化時代の競争ルール策定にあたっては国際競争力を考慮した上で、

具体的な目標値を設定していくべき。 

現時点においても、電話料金について

は市場支配力の濫用の防止や利用者利

益の保護を図る観点から必要な措置が

講じられており、料金に関し具体的な目

標値を設定することは適切ではないと

考える。 

なお、今年８月公表の総務省調査「電

気通信サービスに係る内外価格差調査

（平成１７年度調査結果）」によれば、

国内電話料金は概ね平均的な水準又は

低位な水準となっており、日本の電話

料金が世界で最も高い料金体系である

とは言えない。 

 

 ２．プライスキャップ規制の在り方 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ＫＤＤＩ 

お客様料金は本来、電気通信市場における自由な競争によって決定されるべきものであると考え

る。現在は、ボトルネック設備を有するＮＴＴ東・西の市場支配力によって競争メカニズムが十分

に働かない状況にある。ＮＴＴ東・西が値上げ、もしくはコスト削減を怠る等、お客様に不利益を

もたらすことを抑止する目的として、現在までプライスキャップ制度が運用されてきたが、まず行

われるべきは、公正競争を促進し、お客様利便を向上させることと考える。例えば、ＮＴＴ東・西

が平成１６年に行った基本料値下げは、固定電話領域に開始されたドライカッパ電話等、他事業者

との競争も一因となったと考えられる。 

☆ 

ソフトバンク 

・プライスキャップ制度には、特定電気通信役務の料金の公平性を確保し、消費者利益の確保を維

持するという目的のみならず、ＮＴＴ東西と接続事業者の間の公正競争環境の整備を促進すると

いう観点が不可欠。 

・そのため、プライスキャップ制度の緩和を行う場合には、会計の透明性の確保、不当な内部相互

補助の防止、経営効率化インセンティブの確保のための代替制度の整備を条件とすべき。 

・また、ユニバーサルサービス制度との関係において、料金の低廉性を確保する観点から、プライ

スキャップ規制を適用することの是非について検討を行うことが適当とする報告書案に賛同。 

○☆ 

（１）制度趣旨と市場構

造の動態的変化  

ＮＴＴ持株 

現在プライスキャップ規制を受けているサービス（市内通話・専用）については、ネットワーク

のオープン化により競争が進展しており、また、加入電話の基本料についても、ドライカッパを利

用した直収電話の参入により、競争市場が形成されている。 

いわゆる固定電話については、現時

点では市場原理が十分に機能しない可

能性があり（ＮＴＴ東西のシェア：加
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したがって、プライスキャップ規制の対象は、競争市場が形成されていないことからユニバーサ

ルサービス基金の対象とされた高コストエリアの加入電話の基本料に限定すべきと考える。 

ＮＴＴ東 

現在プライスキャップ規制を受けているサービス（市内通話・専用）については、ネットワーク

のオープン化により競争が進展しており、また、加入電話の基本料についても、ドライカッパを利

用した直収電話の参入により、競争市場が形成されている。したがって、プライスキャップ規制の

対象は、競争市場が形成されていないことからユニバーサルサービス基金の対象とされた高コスト

エリアの加入電話の基本料等に限定すべきと考える。 

ＮＴＴ西 

そもそもプライスキャップ規制は、競争のない市場に対し、競争代替物として導入されたものと

認識している。 

しかしながら、現在、専用サービスはデータ伝送サービスを含めた競争下にあり、また、電話サ

ービスにおいても、通話料についてはマイラインの導入により、基本料についてもドライカッパを

利用した直収電話の参入により、激しい競争市場となっている。 

したがって、プライスキャップ規制はその役割を終えてきており、基本的には廃止すべき。 

なお、何らかの料金規制を存続させるとしても、その対象は競争が進展していない高コストエリ

アの加入電話の基本料等に限定すべき。 

入者回線ベースで約９４％（０５年度

末））、利用者利益保護等のためプライ

スキャップ規制を課すことは適当であ

ると考えるが、今後、プライスキャッ

プ規制の見直しを検討するに当たって

は、ＩＰ網への移行の進展やご指摘の

ユニバーサルサービス制度との関係に

ついても留意することが適当と考え

る。 

イー・アクセス 

・ＩＰ網への移行を想定したうえでも、２００９年度以降の加入電話の料金水準を維持し利用者保護を図る

ことが必要と考えるので、これを目的として制度の見直しを行うことを要望する。 

・なお、具体的な各項目に対する検討においては、ＰＳＴＮ網からＩＰ網への移行速度、ＮＴＴ東西のマイグ

レーションプランが不明確なことから、慎重な検討を要望する。 

・特に、ユニバーサルサービス制度との関連については、基金額の増加をまねき、競争事業者に過度の

負担が発生しないよう留意することが必要。 

☆ 

今後、プライスキャップ規制の見直

しを検討するに当たっては、ＩＰ網へ

の移行の進展やご指摘のユニバーサル

サービス制度との関係についても留意

することが適当と考える。 

（２）制度見直しの必要

性 

ＨＯＴｎｅｔ 

料金水準については、数次に及ぶ規制緩和の実施により、事業者間の競争が進展したことに伴い低廉

化している。料金に関する規制は、市場メカニズムが機能していることから、基本的に不要と考える。ま

た、ＮＴＴ東西のシェアが高いサービスであっても、「競争による代替的な電気通信役務が十分に提供され

ていない」とはいえない状況であると考える。本案のとおり、市場構造が動態的に変化するなかで、プライ

スキャップ規制については見直す必要があり、特に現行サービスの対象（音声伝送役務・専用役務）は適

切ではないと考える。 

プライスキャップ規制の対象は、社会経済活動にとって必要不可欠なサービスであって、市場原理が十

分に機能していないと認められるサービスとしているが、ユニバーサルサービスの概念である「国民生活

に不可欠なサービス」だけをその対象とし、ユニバーサルサービスの料金の低廉性を確保するための手

段として適用すべきと考える。 

いわゆる固定電話については、現時

点では市場原理が十分に機能しない可

能性があり（ＮＴＴ東西のシェア：加

入者回線ベースで約９４％（０５年度

末））、利用者利益保護等のためプライ

スキャップ規制を課すことは適当であ

ると考えるが、今後、プライスキャッ

プ規制の見直しを検討するに当たって

は、ＩＰ網への移行の進展やご指摘の

ユニバーサルサービス制度との関係に

ついても留意することが適当と考え

る。 

 １）ＩＰ網への移行

期における基準料

金指数の在り方の

検討 ＫＤＤＩ 

プライスキャップ規制が、「お客様料金の値下げ＋接続料の据え置き／値上げ」という競争阻害

的な結果を招くことがならないよう、お客様料金と接続料水準が適切な関係に保たれることが必要

であると考える。前述のドライカッパ電話の例から、仮に、競争事業者が基本料市場から撤退せざ

るを得ないこととなれば、基本料が据え置かれた独占時代への回帰となり、お客様利益を損なうこ

とになるものと考える。 

今後は級局別のスタックテストを実施するなどして、電気通信市場の競争を一層促進する観点か

ら、お客様料金と接続料の関係の検証を継続していただくことを要望。 

☆ 
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２）加入者回線サブ

バスケットの廃止

の検討 
ＫＤＤＩ 

報告書案の指摘するとおり、加入者回線サブバスケットの今日的意義は競争の促進によって失わ

れつつあるものと考えられる。加入者回線市場での競争が促進されているか、お客様料金と接続料

の関係等に競争阻害的な状態が発生していないかといった観点から、市場の状況を継続的に注視

し、必要となる競争促進策を適時に講じていただく必要があるものと考える。 

☆ 

３）ユニバーサルサ

ービス制度との関

係に関する検討 
ＫＤＤＩ 

当社はユニバーサルサービス制度については、現在の固定電話のみではなく、技術の進展によっ

て利用可能になったＩＰ電話や携帯電話等、複数の手段から経済合理性の観点でいずれか一つを選

択してユニバーサルサービス（音声通話）を維持していくことが、もっとも国民的利益に適うもの

と考える。経済合理性の検討にあたっては、提供コストやお客様料金水準も総合的に勘案されるこ

とが必要。 

☆ 

ご指摘の点については、Ｐ．８８「３．

ユニバーサルサービス制度の見直し」

に記載しているとおりであり、今後の

検討に当たっての参考とすべきと考え

る。 

 

３．新しい料金体系への対応の在り方 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ＫＤＤＩ 

お客様料金は本来、電気通信市場における自由な競争によって決定されるべきものであると考え

る。現在は、ボトルネック設備を有するＮＴＴ東・西の市場支配力によって競争メカニズムが十分

に働かない状況。報告書の指摘するとおり、スタックテスト等の適時な対応によって公正競争を促

進していただくことが必要である。 

○ （１）料金設定における

不適正事案に関するガ

イドラインの策定  

ソフトバンク 

・ドミナント規制、共同的市場支配力及びレバレッジングの行使に関する制度整備とあわせ、料金

設定における不適正事案に関するガイドラインを策定することは有効であると考える。 

・例えば、レイヤー型競争モデルの進展により、電気通信事業分野以外に主軸をおく企業の電気通

信市場への参入が想定され、そうした事業者においては電気通信事業分野以外から得た収益によ

る相互補助等により、競争事業者の事業運営を困難とする料金設定を行うような事例が出現して

くることも考えられる。 

・従って、不適正事案を類型化しガイドラインに記述することで、こうした反競争的行為を事前に

防止する必要があるものと考える。 

○☆ 

ＫＤＤＩ 
報告書の指摘するとおり、従来の役務別損益はその意義を減じていくものと考えられ、電気通信

事業に即した内容を明らかにするため、適時の見直しが検討されることが適当と考える。 

☆ 

ソフトバンク 

・今後、ＮＧＮへの移行が進展していく中、次世代サービスとレガシーサービスとの間の相互補助

の有無等について、厳格な検証を行っていくことが公正競争条件を確保する上で不可欠。そのた

めには、現行の役務別会計制度を見直し、より精緻な役務別会計制度を実現する必要がある。 

・なお、役務別会計は競争を阻害する不当な行為（不当な内部相互補助等）を監視するためのツー

ルの一つであり、支配的事業者にのみ義務を課すことが適当である。 

☆ 

イー・アクセス 

役務区分による会計整理から市場実態に即した会計制度の在り方についての検討を行うことに

ついて賛成。 

ただし、本検討を行う際には、通信事業者に対して過度の負担とならないような制度の実現を要

望。 

○☆ 

（２）役務別会計の見直

し 

ＵＳＥＮ 

ｗｅｂ２．０型をはじめとした新しいビジネスモデルが登場し、ブロードバンドサービスの急速

な普及に寄与しているのは事実であり、新しいビジネスモデルによって提供される通信サービスの

料金メニューも多様化しつつある。その料金サービス水準については、各事業者のビジネスモデル

☆ 
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に基づく経営判断に原則委ねるべきと考える。ただし、市場支配力を有する事業者については、役

務別会計の見直しも含め、市場支配力の濫用を防止するための、事前規制と事後の検証は必要と考

える。 

（３）料金の多様化に対

応した利用者利益の保

護 

   

ＫＤＤＩ 

通信市場のお客様料金については、その設定が公正競争を阻害するものでない限りは、市場の自

主性に委ねることが必要であると考えるが、お客様利益の保護が常に検討されるべきことについて

は報告書の指摘するとおり。 

○ 

ソフトバンク 

最低帯域保証型サービスメニューの設定について、ネットワーク中立性の議論とあわせて検討する必

要があるものと考えるが、事業者が独自の戦略のもと、ユーザニーズに応じた様々な料金設定を行える

よう環境整備をすることは重要。 

☆ 

イー・アクセス 
ベストエフォート型サ－ビス（ＡＤＳＬアクセスサービス）の提供事業者として、引き続き詳細

な情報提供の説明に努めたいと考える。 
― 

ＡＣＣＡ 

「ベストエフォート型サービスについて最低帯域保証型のサービスメニューを設けることも検

討に値するが」とあるが、弊社のＤＳＬサービスにおいては既に最低帯域保証型のサービスメニュ

ーを提供している。利用者利益保護の観点からもＩＰ網に移行した場合でも同種のサービスメニュ

ーが利用できるようにしておくことが必要である。 

☆ 

１）ベストエフォー

ト型サービス料金

の在り方の検討 

テレサ協・ＭＶ

ＮＯ協議会 

【・・・このため、意見申出制度等を活用しつつ、可能な限りベストエフォート型サービスに係るサービス

品質と料金の関係について、問題事例などの収集等に努めるとともに、国民利用者に対する一層の啓発

活動などを行っていくことが望ましい。】 

という報告書案に対し、 

【・・・、問題事例などの収集等に努めるとともに、随時ガイドラインの見直しや国民利用者に対する一層

の啓発活動などを行っていくことが望ましい。】 

とガイドラインを適時に改定を行うことを要望する。 

ご指摘の点を踏まえ、「・・・問題事

例などの収集等に努め、必要に応じガ

イドラインの見直しを行うとともに、

国民利用者に対する一層の啓発活

動・・・」と修文。 

ＫＤＤＩ 

通信市場のお客様料金については、その設定が公正競争を阻害したり、お客様利益を損なうもの

でない限りは、市場の自主性に委ねることが必要であると考える。 

消費者相談センターや民間ＡＤＲ等、既存スキームのいっそうの有効利用を進めることが重要で

あって、通信サービスの関係制度のみが他産業のサービスと比較して徒に専門化・複雑化すること

は、かえってお客様利益を損なう可能性もあり、慎重に検討されるべきものと考える。 

☆ ２）利用者保護法制

の拡充 

ソフトバンク 

・利用者保護法制については、電気通信事業法においても各種規定がなされているところであり、

通信サービスという多数の利用者を抱える社会的インフラを提供している通信事業者にとって

重要なものであると理解している。 

・報告書案において、新たな利用者保護法制の整備について検討を進めるとあるが、本件の検討に

あたっては実際に運用を行う事業者の事業運営への影響についても十分に分析を行った上で検

討を進めて頂くことを希望する。 

☆ 

 

３）標準的な料金バ

スケットの開発 

ＫＤＤＩ 

通信市場のお客様料金については、その設定が公正競争を阻害したり、お客様利益を損なうもの

でない限りは、市場の自主性に委ねることが必要であると考える。 

各事業者は自らのサービスをお客様に選んでいただくために、お客様満足度を向上させる様々な

取り組みを自主的に行っているところであり、報告書の提案する「標準的な料金バスケット」は、

☆ 

 なお、標準的な料金バスケットの開

発は、料金水準のトレンドを把握した

り、利用者がサービスを選択する際の
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かえってお客様へのサービス提供価格の硬直化を招く可能性もある。新たな規制の設定については

一般的に、その設定がサービス提供事業者に対しては意義の薄い規制強化となり、お客様のご迷惑

とならないよう留意されることが必要。 

情報提供の観点から検討するものであ

り、「サービス提供価格の硬直化」や「新

たな規制の設定」というご指摘は当た

らないものと考える。 

ソフトバンク 

「可能な限り中立的な標準的な料金バスケットを用いた料金指数の開発」を行うとする報告書案

の考え方に賛同。なお、各種料金の比較等は日本国内の比較のみならず、海外における料金との比

較が行われるケースも想定されることから、例えばＯＥＣＤのバスケットモデル等の国際的に用い

られている料金モデルとの整合性という観点も加味した上で開発を進めて頂く必要がある。 

☆ 
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第５章 ネットワークの中立性の確保の在り方 

１．ネットワーク構造の変化とネットワークの中立性 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ＫＤＤＩ 

ネットワークの中立性を確保することは、全ての事業者に対して公平なビジネスチャンスを提

供するという観点から重要な検討課題である。事業展開を行う各関係事業者が、公平な競争環境

のもとでお客様へサービスを提供し、その結果として淘汰されていくことが市場メカニズムでは

あるが、機会の平等が確保されていなければ、競争進展は困難。一方、ネットワークの中立性は、

各事業者に結果の平等性まで確保するものではなく、中立性の確保が、各事業者が事業合理性の

有無に応じて個別のビジネス判断を行うことの妨げとならないよう留意すべき。 

☆ 

ソフトバンク 

「ＩＰ時代の垂直統合型ビジネスモデルを前提にした場合、ＩＰ網の利用については、利用者

の観点に立ち、ネットワークの中立性（ｎｅｔｗｏｒｋ ｎＥＵｔｒａｌｉｔｙ）を確保してい

くことが求められる」という報告書案の内容に賛同。 

また、政策評価のパラメータとして「ネットワーク利用の公平性」及び「ネットワークコスト

負担の公平性」という２点を掲げていることは適切。 

○ 

イー・アクセス 

ネットワークの中立性の観点から確保される必要がある３つの原則について賛成。 

特に、②については、次世代ネットワークにおいては端末がセッション制御及び次世代ネット

ワークアプリケーションの起点になると認識しているため、実質的にＮＴＴ東西に依存しない制

御の仕組みを導入することが必要。 

○☆ 

Ｊ：ＣＯＭ 

事業法上の利用の公平性の観点からも、報告書（案）に掲げられた原則に従うネットワークの

中立性の確保に賛同、これを評価。 

ただし、電気通信事業者としての視点から、政策評価パラメーター（ａ）及び（ｂ）は、「（ｂ）

ネットワークのコスト負担の公平性」が担保（例えば、ＩＰトラフィック増に伴う設備増強に対

する適正なインセンティブが設定）されて初めて「（ａ）ネットワーク利用の公平性」が確保され

得るものであり、並列して議論する際には注意を要するものと考える。 

○☆ 

富士通 

ブロードバンドの普及で世界的に先行する我が国において、利用者の視点からネットワークの

中立性原則を具体的に検討することに賛同。利用者が求めるのは適正な対価で公平にかつ多様な

サービスが提供されることであり、米国での「優先レーン禁止」の議論のように、ネットワーク

中立性の原則によって、高度なサービスの提供自体を抑制するようなことがあってはならない。

○☆ 

（１）ネットワークの中

立性の原則 

 

（２）政策評価のパラメ

ータとしてネットワー

クの中立性 

ＭＣＦ 

公正な競争環境を実現するにはネットワークの中立性のために報告書案に記載の３条件を確保

することが必要であるという意見に賛成する。 

しかし、現在の状況として通信レイヤーやプラットフォームレイヤーの利用が一部阻害され参

入ができない、あるいは公平な利用環境にないという状況が現実に起こっており早急な対応が必

要。特に移動通信の場合は、プラットフォーム機能とキャリア端末が一体として提供されること

が多いためコンテンツ・アプリケーションレイヤーに対する影響が甚大。 

具体的には、「識別（ＩＤｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）情報（ユーザＩＤ等のユーザをユニーク

に識別するためだけの情報で個人情報を含まない情報）やコンテンツ・アプリケーション仕様」

の公開と利用環境の提供、端末からのアクセスにおける同等性の確保等が考えられる。 

規制の対象としては、プラットフォームレイヤーと端末が一体で提供されているという移動通

信の特殊性を考え、業務区域ごと占有率が２５％を超える端末設備を有する第二種指定電気通信

○☆ 
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設備のプラットフォーム機能を対象とする必要がある。 

経団連 

レイヤー型ビジネスモデルへの移行により、ユーザは情報伝送路の選択を通じて、自由にコン

テンツやアプリケーションを利用するようになる中、いわゆる「ネットワークの中立性確保」の

あり方については、ユーザが適正な価格により、多様なサービスを享受可能とする観点から、検

討されるべき。 

その際、特定のレイヤーにおける市場支配力が隣接、関連レイヤーに及び、競争を阻害するこ

とのないようにすべき。特に、物理網・伝送サービスレイヤーである情報伝送路は、全てのレイ

ヤーにとって不可欠であり、差別的な取り扱いのないよう、常に競争状況をモニターすべき。 

○ 

ＵＳ Ｃｈａｍ

ｂ ｅ ｒ  ｏ ｆ 

Ｃｏｍｍｅｒ

ｃｅ 

米国商工会議所は、ネットの中立性に関するルールと例えば光ファイバケーブルのアンバンド

ルのような政府規制は不要と考える。こうした規制は次世代ネットワークのような新たな通信イ

ンフラへの投資を阻害し、革新的な技術の展開を遅らせ、消費者に少ない選択肢と高い価格しか

もたらさない。 
 
米国商工会議所は、新たな競争的な技術に経済規制を課そうという動きに反対する。「ネットの

中立性」とインターネットのアンバンドル・ルールは正しいと認められない経済規制である。よ

って、米国商工会議所は、総務省に対し、こうした規制をいかなるブロードバンド・サービス提

供事業者にも課さないことを求める。 
 
インターネットはまさに政府により規制が課されないことによって成功してきた。通信市場は、

政府規制によってではなく、技術の進歩、事業者間競争及び消費者選択によって推進されるべき

である。インターネットはその性質上グローバルなものであることから、いかなる規制も、その

発端がどこであれ米国を含むあらゆるところに影響を及ぼす。 
 
すべての日本人がブロードバンドから利益を享受できるようにするためには、なお多大な投資

が必要である。ブロードバンド・サービス提供事業者に「ネットの中立性」又はアンバンドル規

制を課すことは新たな投資を阻害し、米国通信事業者を含む外国事業者が日本の通信市場に参入

する意欲を削ぐこととなろう。 

☆ 

ＵＳ Ｔｅｌｅ

ｃｏｍ 

報告書案で用いられている「ネットの中立性」の定義は米国における議論で用いられているよ

りもかなり広義のものである。米国では、「ネットの中立性」とは「インターネットの中立性」を

簡略化したものであり、エンドユーザによる、公共のインターネットをホストとするコンテンツ

やアプリケーションへのアクセスについて述べているものであって、公共のインターネットにア

クセスするために用いられないネットワーク（ＣＡＴＶ、衛星テレビ放送、プライベートＩＰ、

フレームリレー、ＡＴＭネットワーク、企業のイントラネット等）については、一般にネットの

中立性の守備範囲から除外されている。さらに、ナローバンドのネットワーク（ダイヤルアップ

のモデムアクセス）も除外されている。ＵＳテレコムにおいて「ネットの中立性」を議論する際、

「ネット」は、ケーブル及び電話事業者、衛星及び電力線提供事業者により供給されるブロード

バンドによる公共インターネットアクセス、及びＷｉＦｉ、ＷｉＭＡＸ等のような新興のブロー

ドバンド・ワイヤレス・ネットワークを意味する。 
 
米国におけるネットの中立性の議論は、ＵＮＥのような物理的なレイヤーのアンバンドリング

についてではなく、Ｇｏｏｇｌｅ、Ｙａｈｏｏ、ｅＢａｙ、ＳｋｙＰｅ等のような事業者により

☆ 
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公共インターネットをホストとするコンテンツやアプリケーションへのエンドユーザのアクセス

についてである。ＩＳＰによるアクセスの取扱いについては、特定の市場における競争状況次第

では重要な公共政策的論点であるかもしれないが、そういった議論はブロードバンド・サービス

市場における競争の度合いに関連して別の政策による考慮事項とされるべきである。一般的な問

題として、ネットワーク供給事業者は、政府により課せられた相互接続によらず、ビジネスベー

スによる事業者間協議に基づく健全な卸アクセスの仕組みを作り上げてきている。 
 
ネットの中立性の議論における多くの利害関係者ならば上記のような「ネットワーク」の要素

の定義に同意するであろう。「ネットの中立性」が結果すなわち字義どおりエンドユーザによるア

クセスの可能性として定義される限りにおいて、そうした結果は望ましいものとして合意される

であろう。そうすると、問題はいかにして「中立的な」環境を作り上げるか、そして市場の失敗

が生じたときにそれをいかにして認識するかである。最良の答えは、問題点の経験的証拠を探し

出すことである。報告書案では、これまでのところネットの中立性に関して何ら問題は見られな

いと正しい認識を有している。米国では、連邦通信委員会（ＦＣＣ）は、苦情を申し立てる一般

的に適用可能な手続があれば生じうる類似の問題に対処するのに適切であるとして政府規制は不

要と結論付けている。 
 
上記以外の答えとしては、エンドユーザの阻害可能性という潜在的で仮定的な問題はすべての

ブロードバンド・ネットワークに対し、インターネットのエッジ（エンドユーザのＰＣ、Ｇｏｏ

ｇｌｅのようなコンテンツ・アプリケーション提供事業者のルータやサーバ）にインテリジェン

スがあるにもかかわらず単に「ダムパイプ」となるべきことを求めることによって回避しようと

することである。このことは、時にインターネットはそうして始まり、そしてずっとそうあるべ

きと議論されることもある。このアプローチの問題点は正確でないこと、さらに重要なのは重要

で革新的なサービスの囲込みについての議論であることである。この重要な点について、報告書

案は正しく認識している。 
 

２．ネットワーク利用の公平性 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ソフトバンク 

ネットワーク側とエンド側の双方においてインテリジェンスを実装可能とするため、「ある特定

のレイヤーが他のレイヤーによって一方的に制御・支配されるのを排除する必要がある」という

報告書案の考え方に賛同。 

この点からも、ＮＴＴ東西のＮＧＮに関しては、当初より全ての設備・機能を指定電気通信設

備として指定し、ＮＧＮの各機能についてアンバンドルを実施するとともに、十分なオープン性

を確保することが必要。 

○ （１）レイヤー間のイン

ターフェースのオープ

ン化 

ＡＣＣＡ 

オープン性の確保によって、サービスの多様化と低価格化が推進されると考えられるが、一方、

新規参入事業者の増加と階層化が進むことで、利用者ＩＤの氾濫と個人情報の散逸化も懸念され、

結果的に情報保護や利便性を低下させて、安全なサービス利用を阻害することも考えられる。し

たがって、レイヤー間あるいはサービス事業者間の利用者ＩＤや認証の連携に関しても運用ポリ

シー化やルール化が求められる。 

☆ 
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ＮＴＴ持株 

ＮＴＴグループとしては、次世代ネットワークについて、ネットワークとアプリケーション・

プラットフォーム間のインターフェース条件の開示によりグループ内外の事業者との同等性を確

保するとともに、相互接続性の確保を図ることによりオープンなネットワークとしていくが、ネ

ットワーク利用の公平性については、ＮＴＴグループだけでなく全ての通信事業者のＩＰネット

ワークにおいて確保すべき。 

☆ 

ＮＴＴ東 
当社のネットワークは、今後ともオープンなネットワークとして、相互接続性の確保を図って

いく考え。 

－ 

ＮＴＴ西 
当社のネットワークは、今後とも、オープンなネットワークとしていく考えであるが、ネット

ワーク利用の公平性については、当社だけでなく全ての通信事業者が確保すべき。 

☆ 

個人 

・また今後さらにリッチコンテンツ（例えば利用者発信型）が予想される。 

・現状を放置することは、日本のＩＴ化の障害となる恐れが大きい。 

・根本的な解決策の検討と並行して、当面の方向性として、今回、ＮＷ利用の公平性（オープン

化）を方針として打ち出したことは、評価（賛成）できる。 

・留意点は、ＮＴＴだけでなくすべての通信事業者が、事業展開の要件として、ＮＷ利用の公平

性（オープン化）を確保するべきこと。 

・特定事業者に限定して、特定の制約をかけることは、成長期のブロードバンド市場の健全な発

展を損なうおそれがある。 

☆ 

１）エンド側にイン

テリジェンスを持

ったＩＰ網 

   

ＫＤＤＩ 

トラヒック増加に伴う設備への負荷の生じ方は、固定通信網と移動通信網では異なる。特に加

入者アクセス部分については、１契約１回線が常時割り当てられる固定通信網と、お客様の移動

を前提として複数のお客様に無線区間が割り当てられる移動通信網では、トラヒックコントロー

ルに対する考え方も異なる。中立性を確保する上で、トラヒックコントロールに対する固定通信

網と移動通信網の違いに留意することは必要。 

☆ 

イー・アクセス 

セキュリティやＱｏＳの安定した高い品質のサービスを確保するニーズに対応し、ネットワー

ク側にサービス制御機能を実装することに異論はないが、このことで、アンバンドルを困難にす

る可能性がある。したがって、この点の課題解決にあたっては、まずはプラットフォーム／サー

ビス基盤上に、アンバンドルを原則とした機能毎の多様なオープン化が図られることが重要。 

☆ 

なお、ご指摘を踏まえ、脚注３０を追

記。 

ニフティ 

ネットワーク側のインテリジェンスについては、ＮＧＮ事業者だけでなく、ＩＳＰについても

それを利用できることが大事。それにより新たなサービスやビジネスの展開に道を開く。また、

利用者もインテリジェンスあるネットワークと、従来のエンド側にのみインテリジェンスがある

インターネットについても、自由に選択できることも大事。これは過去インテリジェンスをネッ

トワーク側に持たないインターネットにおいて、様々な事業者の参入により新たなサービスやビ

ジネスが創造され、発展してきたことからも重要。 

○ 

 

２）ネットワーク

（通信レイヤー）側

にインテリジェン

スを持ったＩＰ網 

ＪＡＩＰＡ 

ネットワーク側のインテリジェンスについては、ＮＧＮ事業者だけでなく、ＩＳＰについても

それを利用できることが大事。それにより新たなサービスやビジネスの展開に道を開く。また、

利用者もインテリジェンスあるネットワークと、従来のエンド側にのみインテリジェンスがある

インターネットについても、自由に選択できることも大事。これは過去インテリジェンスをネッ

トワーク側に持たないインターネットにおいて、様々な事業者の参入により新たなサービスやビ

○ 
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ジネスが創造され、発展してきたことからも重要。 

イー・アクセス 

垂直統合型のビジネスモデルにおいて、ある特定のレイヤーが他のレイヤーによって一方的に

制御・支配されるのを排除できれば、市場への新規参入を促進させることが可能になるので、各

レイヤー間のインターフェースの真のオープン化を確保し、ＩＰ網におけるネットワークの利用

の公平性を確保する点に賛成。 

○ 

Ｊ：ＣＯＭ 

ネットワーク利用の公平性の観点から、ネットワーク側とエンド側の双方においてインテリジ

ェンスを持つ事が、特定のレイヤーの他レイヤーへの制御・支配の可能性を排除するという主旨

に賛同。 

しかし、基礎的電気通信役務のみならず、例えばアプリケーションレイヤー上で呼制御、端末

制御が同時に実現されるＩＰ電話サービスが、将来的にＱｏＳの安定やエンドエンドの品質の確

保を広い範囲に渡って求められると言った事態や可能性等を考慮すると、各レイヤーにインテリ

ジェンスを持ち得る利用の公平性を確保すると共に、その利用の公平性に伴う一定の義務も考慮

されるべき。 

従って、各レイヤーにインテリジェンスを持ち得る仕組みを構築する際の議論は慎重に進めら

れるべき。 

○☆ 

３）自由なインテリ

ジェンスの実装形

態の実現 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

全体、なかでもとりわけ結論部分の趣旨、「ネットワーク側とエンド側の双方にインテリジェン

スを実装することを可能にするということは、垂直統合型のビジネスモデルにおいて、ある特定

のレイヤーが他のレイヤーによって一方的に制御・支配されるのを排除する必要があるというこ

とを意味する。換言すれば、各レイヤー間のインターフェースの真のオープン化を確保すること

により、ＩＰ網におけるネットワークの利用の公平性が確保されるということになる。」に賛同。

○ 

（２）上位レイヤーに対

するオープン性の確保 

   

ＫＤＤＩ 

ＮＴＴグループとしての市場支配力は圧倒的であるため 「通信レイヤーにおいてドミナンス

性を有しており、上位レイヤーへの市場支配力の濫用が懸念される通信事業者の場合、その要請

はより厳しいものとなる。 

この点、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの構築に関し、コンテンツ・アプリケーションレイ

ヤーの円滑な流通を確保する観点から、プラットフォームレイヤーの機能のオープン性を確保し、

各レイヤー間のインターフェース等のオープン化を図るという政策対応が特に必要になる」との

報告書案の指摘は適切。オープン化を求める上では、その要件を予め明確に定義する必要がある。

○  １）プラットフォー

ム機能のオープン

化 

ソフトバンク 

上位レイヤーへの市場支配力濫用を避けるため、「ＮＴＴ東西の次世代ネットワーク構築に関

し、コンテンツ・アプリケーションレイヤーの円滑な流通を確保する観点から、プラットフォー

ムレイヤーの機能のオープン性を確保し、各レイヤー間のインターフェース等のオープン化を図

るという政策対応が特に必要」という報告書案の考え方に賛同。 

更に、図表１２・１３・１５ではプラットフォームレイヤーはネットワーク側に含まれること

とされ、上位のエンド側との接続はプラットフォームレイヤーを介して行うことが想定されてい

るが、自由なインテリジェンスの実装形態の実現という観点からいって、これは不適当。 

コンテンツプロバイダ及びアプリケーションプロバイダによっては、有効なプラットフォー

ム・サービス機能をあわせて提供することが可能であると考えられるため、上位のエンド側との

接続点はプラットフォームレイヤーだけでなく、通信サービスレイヤーにおいても設置されるこ

とが必要。 

○ 

なお、図表については、ご指摘を踏ま

えて脚注４９を追加。 
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イー・アクセス 

ネットワーク設備を保有するすべての通信事業者にオープン性の確保を期待することは、新規

事業者および中小規模事業者にとって追加投資やリソースの確保など過度な負担となりかねず規

模に応じた配慮を踏まえながら、慎重に検討していくべき。しかし、通信レイヤーにおいてドミ

ナンス性を有しており、上位レイヤーへの市場支配力の濫用が懸念される通信事業者（ＮＴＴ東

西）の場合は、オープン性を厳しく確保すべき。 

次世代ネットワークについては、まずは、競争事業者が同等の条件でＮＴＴ東西の次世代ネッ

トワークを用いてサービス提供を行うことができるよう競争ルールを整備することが必要。 

☆ 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

「通信事業者の構築する次世代ネットワークが上位レイヤーに対してオープン性を確保する必

要があるという場合、ネットワーク設備を保有するすべての通信事業者がこうした要請に応える

ことが期待される。」という部分は非常に重要な指摘であり、趣旨に強く賛同。 

ネットワークの中立性の視点については、通信サービスレイヤーのプラットフォームレイヤー

に対するオープン性の確保については当社もかねて主張してきたところ。すなわち現在では通信

サービスレイヤーによって、プラットフォームレイヤーが一義的に決まってしまい、特定の通信

サービスレイヤーからは、利用者がプラットフォームレイヤーを選択できない事態が発生してい

る。（直収電話サービスにおけるＩＳＰ選択など） 

○ 

ＢＴ 

報告書案は、すべての通信サービス提供事業者はネットワークの中立性の義務を負うべきと記

述しているが、当社は、市場支配力に対する効果的な卸レベルのアクセス規制に支えられて活発

な卸レベルのブロードバンド競争がある限りはそうした義務は不要と考える。そうした状況では

ない場合における、ドミナント事業者に対する卸規制と当該事業者がその市場支配力をてこ（レ

バレッジ）としてインターネット・サービスに行使することを防ぐために当該事業者に課すネッ

トの中立性に関する義務については、効果的な卸サービスの競争が起こるまでの間は必要である

と考える。 

☆ 

本項目では、「通信事業者の構築する

次世代ネットワークが上位レイヤーに

対してオープン性を確保する必要があ

るという場合、ネットワーク設備を保有

するすべての事業者がこうした要請に

応えることが期待される」と記述してい

る。 

ソフトバンク 

特定のアプリケーションや通信パケットについて利用制限を加えることは、ＱｏＳ確保の問題、

利用者間の公平性確保の問題、通信の秘密の侵害の問題等、様々な観点からの検討が必要であり、

まずは、関係者からの意見収集及び事例の収集を通じて、検討を深めていくことが必要。 

○☆ ２）特定のアプリケ

ーション機能に係

る利用制限の妥当

性の検証 

Ｊ：ＣＯＭ 

「（２）上位レイヤーに対するオープン性の確保」について、一部ユーザによる特定アプリケー

ション機能の使用が、ネットワーク全体のサービス品質に影響を及ぼし、大多数の利用者利便を

低下させる場合、通信サービスレイヤーを有する事業者は、結果的に一部アプリケーション機能

の使用について、差別的取扱いをせざるを得ない場合が考えられる。しかしながら、それらが競

争制限的行為であり、通信の秘密を害するものと判断されるのであれば、ユーザの利便性を確保

する為（全体のサービス品質を確保する為）、通信量に応じた設備増強をせざるをえない。従って、

① 上位レイヤーとのコスト負担の在り方 

② リッチコンテンツ等使用時におけるユーザ料金の在り方、 

について特定の市場参加者に過度の負担をもたらさないよう、慎重に検討する必要がある。 

☆ 

ご指摘の点については、本項目に記述

のとおり関係者の意見等を踏まえつつ

検討を深めていく必要があると考える。 
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ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

この問題について関係者の意見を踏まえつつ、検討を深めていく必要があるという趣旨に賛同。

例えばベストエフォートのサービス内容について、社会的コンセンサスを作る必要性がある。ま

たＩＳＰによってポリシーが異なることを許容しつつ、共通ルールを作ることも必要。 

ただ、ヘビーユーザを特定して帯域を通信事業者側で制限することは、今日では通常のＩＳＰ

では行っているところは少数。ＩＳＰの場合はおおよそ次の２つのパターンでこの問題に対応し

ている。①ネットワーク上で過度の帯域を専有するファイル交換ソフトなどの特定のアプリケー

ションが利用する帯域を制限することで、利用者に対してではなく、アプリケーションへの帯域

制限により、全体のサービス品質を維持する。②１利用者当りの２４時間の転送容量に例えば１

５ＧＢといった制限を加え、それを越える利用を行った利用者に警告を与え、それに従わないも

のは約款に基づき契約解除する。これらについては、ネットワークの適切な運営のために必要な

正当業務行為であると認識。 

○☆ 

ＵＳＥＮ 

当社が行なっているコンテンツ配信サービスにおいて、ユーザからの問合せ等により、一部の

通信事業者から通信帯域の制限を受けていると推測される事態が発生している。 

当社としては、通信事業者が特定のコンテンツに対して通信帯域の制限を行っているのであれ

ば、ユーザおよびコンテンツプロバイダに対して即時にその情報を開示することが必要と考える。

本項目に記述のとおり、こうした問題

については、関係者の意見等を踏まえつ

つ検討を深めていく必要があると考え

る。 

ソフトバンク 

ネットワークに損傷を与えないという原則等に合致する限り、多様な端末が自由にネットワー

クに接続され、端末側でのサービス制御が行われるという選択肢を認めることが望ましいという

報告書案の考え方に賛同。 

端末側の基本機能確保や、認証制度の在り方等については、既存の標準化団体等の枠組みを活

用することを念頭に、検討を進めることが適当。 

○ 

イー・アクセス 
下位（端末）レイヤーに対するオープン性の確保についても、原則として賛成だが、現行の法

制度で対応できなければ、法改正も視野にいれつつ、検討を進めることを要望。 

○☆ 

３）下位（端末）レ

イヤーに対するオ

ープン性の確保 

フュージョン 

移動通信市場においては、これまで主要３グループによる料金サービス競争の中で料金の低廉

化・サービスの多様化が実現してきており、また今後、新規参入事業者の登場や番号ポータビリ

ティ制度の導入により、更なる競争促進が図られることが期待。 

上記を実現するために、ＭＶＮＯによる新規参入が期待されている。 

先ず、携帯端末に関しては、下位（端末）レイヤーに対するオープン性の確保と、ネットワー

ク中立性の確保を担保することが必要。当該端末がＩＴＵや３ＧＰＰ等の国際標準に合致してい

る限り、自由にネットワークへの接続が行えるべき。 

下位レイヤーに対するオープン性の

確保については、本報告書案に賛同する

ご意見として承る。 

  

３．ネットワークコスト負担の公平性 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

（１）ＩＰトラヒックの

急増に対応した通信網

増強の必要性 

ソフトバンク トラヒック増加等に伴う通信網の増強に係るコストに関しては、基本的に通信機器や通信技術

等の進歩により吸収することが可能と考える。 

ただし、移動体アクセス網及び端末分野においては、周波数帯域の制限等の理由により、技術

の進展によっても追加コストを十分に吸収できない可能性が考えられる。 

通信網増強に係るコストシェアリングモデルに関する議論は、技術革新による帯域圧縮技術の

導入、ユーザ間の公平性確保の問題、市場におけるプレイヤー間の公平性確保の問題等、様々な

論点での検討が必要であるとともに、ＩＰネットワークにおける多様なサービスの登場の可能性

☆ 
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を考慮すると、現時点で統一的なルールを策定することは極めて困難であると想定されるため、

まずは問題となる事例の収集から着手し、ファーザースタディを行うことが適当。 

個人 

・理論経済学的発想では、公共経済学は狭義 福祉（厚生）経済であり、市場の失敗を数値化し

て捉える必要がある。 

・その一方、益すべき者には応分を課する「受益者負担」を忘れてはならない。 

・今般の、ＮＷ補強のような公共財の提供は、この受益者負担が理にかなう。 

・例えば、高速道路では、大型トラックによるアスファルト損傷が激しいため、「大型車」区分を

設けているのに、経済学的合理性が認められている。 

・ここでは、リッチコンテンツ供給事業者に負担させる方法、リッチコンテンツ利用者に負担さ

せる方法などいくつか選択肢があるが、受益者負担するのが第一義と思料。 

・フリーライドを許容することは、経済学的観点から、最適な解を得られない。 

・行政当局として、設備投資インセンティブの観点から、ＮＷ増強のコストについて、通信事業

者が確実に回収できる仕組みをつくるべき。 

・ただし、現実的には、そのような負担を求める方式（配信情報量を計測して課金）には、過大

なコストが必要など、受益者負担が、結果として経済的合理性が認められないこともありうる。

・そもそも、この問題の構造的理由として、コンテンツ配信に関するインターネットの事業者多

層構造も、その一つと考えられる 

・今後、この問題を構造的に解決するために、効率的なコンテンツ配信構造を構築する動きが出

る可能性もある。 

・コンテンツプロバイダが利用者を直接収容することや、大手通信加入者収容事業者や携帯電話

事業者による配信サービス直接提供する、「産地直販」が出現する可能性もある 

・行政当局としては、そのような事業者による取り組みに、従来のＰＳＴＮ的な規制（縛り）を

かけるべきではない 

・むしろ、日本の高度ＩＴ化推進の立場から、低廉高速なブロードバンド環境創出のため、事業

者の効率的ネットワーク構築に向けた構造改革や創意工夫を支援すべき。 

☆ 

（２）市場メカニズムと

コスト負担の在り方 

ＭＣＦ 

通信事業者側にも多大なコストを負担して構築した仕様等を無償で利用されることについての

懸念は多大である。この点に関しては、コスト負担の公平性の観点から適正な価格を前提とした

オープン化が必要。 
適正な価格の算出については、個別事業者間の問題ではなくコンテンツ・アプリケーションレ

イヤー全体の問題であるため下記のようなスキームが望ましい。 
 
① 通信事業者はコンテンツ・アプリケーションレイヤーの事業者代表と適正価格についての協

議を行う。 
② 上記、協議が不調に終わった場合は、紛争処理委員会の仲裁、あっせん制度を利用する。 
③ 紛争処理委員会でも、不調の場合は、通信事業者のコンテンツ・アプリケーションレイヤー

への進出を禁止するか、総務大臣の裁定により適正価格を決定する。 
 
但し、上記のようなスキームは多大な労力と時間を要す上に、立場の弱いコンテンツ・アプリ

ケーションレイヤーの事業者が対等な立場で交渉することは非常な困難が想定される。 
よって、ネットワークの公平性が確保されているかどうかについては、「競争阻害の可能性あり」

と判断される機能を特定し、“ｗａｔｃｈ ｌｉｓｔ”（要注視機能）として公表し、定期的な検

☆ 
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証を行うことで規制の「牽制力」を機能させるという報告書案は現実的な対応として非常に重要

であると考える。 

ＮＴＴ持株 

大容量コンテンツ配信を促進するためには、ネットワークの増強に要するコスト等を確実に回

収できるようにすることによって設備増強のためのインセンティブを促進する仕組みが必要であ

り、そのことがコンテンツプロバイダを含めたブロードバンドサービス事業全体の発展のために

も不可欠。 

ＮＴＴ東 

大容量コンテンツ配信を促進するためには、ネットワークの増強に要するコスト等を確実に回

収できるようにすることによって設備増強のためのインセンティブを促進する仕組みが必要であ

り、そのことがコンテンツプロバイダを含めたブロードバンドサービス事業全体の発展のために

も不可欠。 

ＮＴＴ西 

映像コンテンツ等の配信に必要なネットワーク設備を構築・維持していくためには、ネットワ

ークの増強に要するコスト等を確実に回収し、設備構築事業者の投資インセンティブを確保でき

る仕組みが必要であり、ブロードバンドサービス全体の発展のためにも不可欠。 

☆ 

ネットワークの増強に要するコスト

の回収に当たり設備増強のインセンテ

ィブが削がれないようにすべき点につ

いては、今後の検討に当たって留意すべ

きと考える。 

ＢＴ 

もし市場支配力に対する効果的な卸レベルでのアクセス規制に支えられて活発な小売レベルで

のブロードバンドの競争が存在するならば、垂直統合型のネットワーク事業者は異なる階層のサ

ービスを提供することが許されるべきである。垂直統合型のネットワーク事業者が小売段階に向

けて潜在的に差別的な有利性を排除するため、無差別性とドミナント事業者のネットワーク及び

通信レイヤーサービスに他の競争事業者やコンテンツ・アプリケーション事業者が平等にアクセ

スできるようにするため、適切な卸レベルでの規制が展開されるべきである。 
 
ネットワーク事業者は、ネットワーク提供レベルでいかなるトラフィックについて消極的な差

別をしてはならない。 
 
ネットワーク提供事業者は、ソリューションやピアリング協定を含むより高度なレベルのサー

ビスの提供が許容されるべきである。こうした異なったサービスは顧客において公正かつ平等な

条件で利用可能とされるべきである。 
 
顧客及び相互接続の値付けは競争により、ビジネスベースの交渉で設定されるべきである。し

かし、関連市場が競争的ではない場合には、ネットワークアクセスに係るコストに基づく価格設

定、具体化及び平等なアクセスといった適切な卸規制がなされるべきである。適切なアクセスラ

インの規制は、市場支配力が存在する場合に可能となるべきである。 

☆ 

経団連 

映像など大容量のデータ流通に伴うネットワーク拡充のコスト負担の問題については、利用者

に負担が安易に転嫁されないよう、適切な負担のあり方についても検討すべき。 

☆ 

ご指摘の点については、コスト負担の

在り方の検討に当たって留意すべきと

考える。 

ニフティ、 

ＪＡＩＰＡ 

最後の「設備保有事業者が今後本格的にＩＰ網を構築し、従来ＩＳＰ間で構成されていたイン

ターネット接続市場に本体で参入してくることが想定されるが、」ということについては、事業者

間料金精算の問題以前に、インターフェースのオープン化やインターネットとＮＧＮの役割分担

など、その前提となる議論を尽くすべき。 

☆ 

 １）帯域別料金の妥

当性 

ＮＴＴコム 利用者への追加的料金が通信網の増強に真に使われたか否かを検証することは、トラフィック

の把握のみならず、ＩＳＰ事業の仔細や、追加的料金による利用者やトラフィックの増減への影

☆ 

ご指摘の点については、検証の可否を
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響などの要素も考慮が必要であり極めて困難。原則として利用者への追加的料金の徴収について

は、事業者のビジネス判断に委ねられるべき。 

含めて今後の検討課題と考える。 

ＮＴＴドコモ 

Ｐ７９「通信事業者が利用者から徴収した追加的料金（収入）が、真に原因となった通信網の

増強に当てられるのかどうかという点について検証が必要」といった記述やＰ７９「当該追加料

金の徴収はリッチコンテンツの配信に係る通信網増強のための費用として徴収すると言うのが議

論の出発点」との記述は、通信網増強のためのコスト負担が適正になされず設備事業者のみにコ

スト負担が課されることが問題の背景と認識していることの現れであると受け止める。従って、

当社が平成１８年５月１０日の追加意見招請にて述べさせていただいたとおり、ネットワークの

コスト負担の公平性は「設備投資インセンティブの確保に係る論点」であると考えており、今後

研究会で検討するに当たっては、細かな制度論議から出発するのではなく、各事業者の投資イン

センティブの確保がいかになされるべきかの観点から検討が行なわれるべき。 

☆ 

ネットワークの中立性は、利用者の観

点に立って確保すべきとの観点から、

「利用者が通信レイヤー及びプラット

フォームレイヤーを適正な対価で公平

に利用可能であること」（Ｐ６９）を原

則の一つと考えており、通信網増強のた

めに利用者から徴収される費用につい

ては、利用者にとって「適正な対価」で

あるべきとの考え方を前提としたもの

である。 

なお、ネットワークの増強に要するコ

ストの回収に当たり設備増強のインセ

ンティブが削がれないようにすべき点

については、今後の検討に当たって留意

すべきと考える。 

ＣＴＣ 

ベストエフォート型ブロードバンドサービスは、平均的なトラフィックを前提とした定額性料

金を採用しているが、この体系は広くユーザに支持されており、ブロードバンドサービスが急激

に普及した一因であると考えられることから、基本的には維持すべき。 

一方で、今後、リッチコンテンツや個人のＰ２Ｐ通信などの流通が拡大した場合、それに伴う

ＩＳＰ及び通信事業者の設備増強が必要となり、定額性料金を維持することが困難となるため、

当該コストは、平均以上のトラフィックを流通させた起因者（コンテンツプロバイダ及びＰ２Ｐ

を利用するヘビーユーザ等）が負担すべき。 

今後の関係事業者間でのコストシェアリングの検討にあたっては、特に、一部の大手事業者に

よる寡占的な状態にあるＩＳＰ間接続市場において、寡占的事業者に対する設備開放規制等を導

入するなど、公正な競争条件を確保するための施策を検討することが必要。 

☆ 

ベストエフォート型サービスの料金

の在り方については、第４章３（３）に

記述のとおり。 

２）リッチコンテン

ツの配信に係る追

加的料金徴収の妥

当性 

ＵＳＥＮ 

ＩＰトラフィックの増加はＰ２Ｐ通信、社会全般のインターネット活用の本格化等、いくつか

の要因が考えられる。ようやくリッチコンテンツが出始めたばかりの中、ＦＴＴＨサービスの普

及、各種インターネットサービスの相乗効果で、今後もトラフィックは相当量増加すると考える。

通信網増強は、個々の事業者が現状の料金の改定、帯域別料金の新設、顧客獲得コスト、広告

モデルなどのビジネスモデル自体等を総合的に勘案し、当該事業者の経営判断に委ねるべきで、

市場支配力を有する事業者以外の通信事業者の判断について、何らかの規制や検証は真に必要な

場合以外には実施すべきではない。 

また、このような状況下で、例えば、コンテンツプロバイダが直接接続する通信事業者以外の

インフラコストを負担するなど、利用者やコンテンツプロバイダが、コンテンツ配信のためにさ

らにコストを負担する事は通信事業者に対しての二重払いとなり、常識的には考えがたいことで

ある。 

ただし、コンテンツへの優先接続などの通信事業者の利用促進策に対して対価を支払うことに

ついては、検討の余地がある。 

☆ 
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ＫＤＤＩ 

Ｐ２Ｐ通信やリッチコンテンツを要因としたトラヒックの増加に伴い、通信網増強が必要にな

る事態、或いは懸念は既に発生しているが、現時点では直ちに統一的なルールを整備するまでの

状況には至っていないと認識。ただし、今後、リッチコンテンツの流通が今以上に顕著になる可

能性があることから、設備増強に係る適切なコスト負担の在り方について、時機を失することな

く検討を行うことが必要。 

○ ３）コストシェアリ

ングモデルと急速

な技術革新 

イー・アクセス 

基本的に、ネットワークのコスト負担については、裁量範囲内で通信事業者が解決すべき問題

と理解。また、公平性を巡る議論は多様であり、関係事業者間の取引関係（契約）が根底にある

以上、市場の歪みや、真に問題点が生じていない限りは、契約自由の原則が尊重されるべき。こ

の点、現時点においては、一概に公平性確保を図るというアプローチではなく、現状を分析し、

予見性を高めつつ、方向性を定めてから、慎重に議論を進めるべき。 

☆ 

 

４．米国におけるネットワークの中立性を巡る議論の動向 

 

提出者 
意 見  考 え 方 

ＵＳ Ｔｅｌｅｃｏｍ 

我々は「ネットの中立性」に関する米国議会での検討状況についてより正確に記述すべきこと

を求める。報告書案は、米連邦議会がネットの中立性に関するＦＣＣの原則を立法化するとの印

象を与えている。ネットの中立性の問題は通信サービスに関するより広い立法の可能性を議論す

る中で出てきているものであり、最終的に結果がどうなるかは不透明である。非常に広範な選択

肢が検討されており、執行府は、ＦＣＣは現在市場で生じている潜在的な濫用事案に対処するた

めの十分な権限を有していると考えており、この分野における新たな規制の枠組みを設けること

は時期尚早であると述べている。 

ご指摘を踏まえ、「これを受け、連邦

議会においてもネットワークの中立性

を法制的に位置付けようとする動きが

出てきており」と修正。 

 

５．今後の検討の在り方 

 

提出者 
意 見  考 え 方 

ソフトバンク 
ＩＰトラヒックの将来動向の見通しやＩＰトラヒック把握手法等について総合的に検証し、ネ

ットワークの中立性の問題点及びその対応に関して、ファーザースタディを行うことに賛同。 

○ 

イー・アクセス 

ネットワーク中立性の議論について、本報告書案で議論の対象となる領域のその構成要素の整

理を行ったことは、今後の議論を進めるに当たって非常に有意義である。 

しかし、本報告書案での「ネットワーク中立性を巡る議論で重要なのは、単に概念的な議論で

はなく、この考え方を一つの枠組みとして個別具体的な様々な政策課題が整理可能な点である」

との指摘は適切ではあるが、ネットワーク中立性において前提としている「利用者の権利」につ

いての明確な議論が無く、そのコンセンサスのないままに、「ネットワーク中立性」という言葉

を用いて政策課題を整理することは、議論を矮小化する懸念がある。 

弊社は利用者の権利をキャリアの論理で一方的に制限を加えていく事については、インターネ

ットという創造的なネットワークの特質を殺すことになりかねなく、慎重に進めるべき。一方で

効率性・公平性の観点から、正当化される権利の制限もありうることも承知。 

したがって、今後の検討に際しては、「ネットワーク中立性」を正当化する「利用者の権利」

についても、十分に議論をして頂くことを要望。 

☆ 

ＪＡＩＰＡ 当協会としては多いに関心があるところであり、今後積極的に関わって行きたい。 － 
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宇宙通信 

当社は、現在ＮＴＴのフレッツ網等を利用して行っているコンテンツ流通プラットフォームサ

ービス（ＨｉｔＰｏＰｓ）や、同じくフレッツ網等を足回り回線に利用しているセミナー衛星中

継サービスについて、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）への展開を検討しており、「垂直統合型ビジ

ネスモデルに対応した公正競争の確保」等については、非常に関心を持っている。 

こうした観点から、当社は、衛星通信事業者という立場と共に、地上系通信網も利用した統合

的ネットワークサービスを提供する事業者としても、本報告案記載の「検討の場」に参画するこ

とを希望。 

－ 

ＮＴＴコム 

インターネットは自由な価格設定と、世界中のＩＳＰによる意見交換や相互接続を通じ成長や

新しいビジネスモデルを創出しているという観点から、従来同様、事業者間での継続的な意見交

換が有益。その上で、必要に応じて行政当局と事業者間においても検討方法について対話を行う

ことが望まれる。 

パケット流通量等の把握は困難であり、また過度の情報開示は、ビジネスの阻害要因と成り得

るため、慎重な取扱いが必要。 

☆ 

ＵＳ Ｔｅｌｅｃｏｍ 

報告書案はＯＳＩ参照モデルに言及しているが、ネットの中立性については何らかの措置を講

じる前に更なる検討が必要との正しい結論に至っている。ＵＳテレコムとしては、今後の検討の

際に総務省において以下の点について留意すべきことを求める。 
・検討の枠組みを定めるに当たっては、ネットの中立性の結果として規制（介入）が必要との前

提に立たないようにすること。 
・登場しつつあるＩＰベースの製品及びサービスにはライトタッチの規制を継続すること。 
・バリューチェーンにおける多様なプレーヤー間におけるビジネスベースの合意が促進される環

境を育成すること。 
・インターネットの新たなビジネスモデルに対してはオープンな立場であること。 
・新たなネットワーク事業者が投資し、競合的なＩＰベースのインフラを構築するインセンティ

ブを提供するとともに、そうした投資を削ぐような規制は避けること。 
・ピアリングやトランジットの関係が継続して円滑に機能するよう支援すること。 
・市場を注意深く見守り、いかなる失敗に対しても既存の法令により対処すること。 
米国のネットワーク事業者は既に任意で「理に適った」インターネットに合意している。我が

構成員はその顧客に対し、「我々はコンテンツ、アプリケーション及びサービスを妨害したり、

阻害したり価値を減じたりしない」ことを確約している。この理に適ったインターネットは、２

０年近くの間うまく機能してきており、我が構成員は、存在しない問題に対処するための先走っ

た規制の必要性が見出せない。ネットの中立性の検討結果を期待している。 

☆ 

ＡＴ＆Ｔ 

報告書案におけるネットワークの中立性に関する最も重要な提言は、現時点において総務省が

採るべき行動は、ネットワークの中立性に関して業界関係者とさらに検討し、記載されている第

一フェーズの検討を２００７年夏頃を目処に完了するという結論である。当社は、現時点で検証

以上の公道は提言すべきでないとの総務省の考えを支持する。 

○ 
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第６章 その他の検討すべき政策課題 

 １．端末レイヤーにおける競争促進の在り方  

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ソフトバンク 

・ＩＰ化に対応した端末機能に関する競争環境の整備を行うとする報告書案に賛同。 

なお、ＩＰ化に対応した端末機能の標準化を進めるにあたっては、既存の標準化団体の枠組みを

可能な限り活用すべき。 

○☆ 

ＪＣＴＡ 

端末機能については、世界に先駆けた製品開発や標準化を行う必要があるとの認識は賛成であ

るが、国内・海外ベンダーの競争の中で利用者が海外製品も選択できることが利用者利益保護に

繋がることから、海外関係者も参加した議論を経たうえで標準化等が行われることが必要。 

（１）ＩＰ化に対応し

た端末機能に関する

競争環境の整備 

テレサ協 

従来のビジネスモデルとは違う新しい端末市場を創出し、その活性化を図るための方策を早急

に検討すべきであるという報告書案の見解に賛同。 

通信以外の他の産業からＭＶＮＯ参入を計画する企業は今後増加すると考えられるが、ＭＶＮ

Ｏとして顧客へのサービスや製品を計画する際、端末レイヤーにおける公正な競争環境が整って

いない現状では、事業予見性の観点で問題がありＭＶＮＯ参入の最終判断ができない状況にある。

現行システムに関する端末レイヤーのオープン性確保については、早急なアクションを切に要

望する。 

ＩＰ化に対応した端末の基本機能や認証制度の在り方等について０６年中に検討を開始し、０

７年中に結論を得ることが適当であるという報告書案の見解に賛同。この検討の中には携帯端末

も含めるものと理解するが、０７年中の早い時期に結論が得られることを希望する。 

○☆ 

ソフトバンク 

・販売奨励金やＳＩＭ機能の在り方については、市場原理に基づき事業者が個々に判断すべき問

題であり、事業者が自由に戦略を選択できるような環境整備を行うべき。 

・本件について、幅広く関係者の参画を得た形で検討の場を設けるとする報告書案に賛同 

なお、仮に販売奨励金の廃止やＳＩＭロックの解除に関して新たなルールを策定することとなっ

た場合には、事業者間の競争環境への影響についても十分に調査、分析を行った上で決定すべ

き。 

☆ 

モトローラ 

今後の日本の携帯端末ビジネスモデルを検討するうえで、例えば高機能端末、新機能端末はこ

れまでの現行モデルを継続し、統一的かつ最適化されたサービスを提供し、一方で消費者に幅広

い選択を提供するために、例えば、低価格端末や一部機能特化端末については、端末メーカーモ

デルを提供可能とすることを検討するという、「複数モデルの融合・混在方式」を検討することを

提案。 

☆ 

ＮＴＴ持株 

携帯電話事業の発展は今後とも事業者やメーカーの自由な事業展開に委ねることが必要である

と考えており、そのインセンティブを損ないかねない規制を講ずることは問題が多い。 

従って、販売奨励金やＳＩＭロックの在り方など携帯電話事業のビジネス展開は従来どおり各

事業者の自由な経営判断に委ねるべき。 

☆ 

（２）携帯端末市場に

おける競争促進 

ＮＴＴドコモ 

携帯電話事業の発展はＮＷと端末の双方の高度化によることから、安全・信頼性の確保とサー

ビス多様化への対応のためには事業者やメーカーの自由な競争に委ねるべきであり、そのインセ

ンティブを損ないかねない何らの規制を講ずる必要はない。 

また、販売奨励金やＳＩＭロックの在り方など携帯電話事業のビジネスモデルは自由な経営判

断に委ねるべき。 

☆ 
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従って、研究会を立ち上げて議論がなされるならば、諸外国と我が国では異なる通信事業者と

端末ベンダーとの関係に基づきそれぞれのビジネスモデルが発展してきていることを踏まえた慎

重な検討が行われるべき。 

ＫＤＤＩ 

（１）健全な競争と市場の活力 

市場活力の維持のため、事業者の自由な事業活動を促進することを基本的な考え方として、今

後の検討を行っていただくことを要望する。 

（２）国際競争力との関係 

我が国のベンダーの国際競争力と現在の携帯電話のビジネスモデルとの因果関係は、販売奨励

金の廃止やＳＩＭロックの解除が真にベンダーの国際競争力を強化し得るかといった観点から、

ベンダー等の意見を踏まえて慎重に分析する必要がある。 

販売奨励金の廃止は、お客様の端末購入サイクルを長期化し、販売台数を減少させる方向に作

用するが、国際競争力との関係を整理した上で、産業政策的な面からも妥当かどうかを検討する

必要がある。 

（３）社会インフラとしての役割 

国民の多くが所有することとなる携帯電話端末は、ユビキタス社会におけるインフラとして重

要な役割を担うことが要求される。このため、端末の流動性を大きく抑制することとなる施策に

ついては、より慎重な判断が必要。 

（４）市場の現状について 

ビジネスモデルが閉鎖型から開放型へ転換を余儀なくされているとの結論には、必ずしも説得

性があるものではないと考える。 

携帯事業者にとって、端末の商品力は、重要な他事業者との差別化要素であり、多様化するお

客様のニーズに応えていく必要がある。こうした施策は、市場の競争原理の中で求められるもの

であり、今後も本質的に変わることは無いものと認識。 

☆ 

ご意見の（４）については、伝送速度

の高速化や端末の処理能力の増大によ

り、例えば無線ＬＡＮとの共用端末が投

入されている現状や、上位レイヤーで実

現される様々なアプリケーションが登

場してきている中で、閉鎖型モデルか

ら、多様なプレイヤーが参加する開放型

モデルへの移行が進んでいくものと考

える。 

富士通 

販売奨励金の廃止等の検討については、廃止を前提とした検討を行うのではなく、新たな市場

の活性化・発展に向けた方策について、通信事業者、端末ベンダー等を交え、広く検討を行われ

ることを希望。 

☆ 

ＣＩＡＪ 

① 販売奨励金は、基本的に当該事業者の販売戦略等に任せられるべきものと考える。ユーザの

立場から考えると、幅広い選択肢が提供される事が、望ましい市場の在り方。また同様にＳＩ

Ｍロックについても、当該通信事業者の販売戦略に任せられるべき。行政が主導して取り組む

には、慎重を要する。 

② 販売奨励金やＳＩＭロックについては、ユーザの利益を損なう可能性があるばかりでなく、

産業界への影響も少なくないと考えられ、慎重な対応が望まれる。 

☆ 

１）現行ビジネス

モデルの課題 

ウィルコム 
販売奨励金等の事業者独自の施策については、他の業界においても慣例的に行われているもの

で、基本的には、公正競争を阻害するものでない限り事業者の自主性等、市場原理に委ねるべき。

☆ 

 

２）市場活性化に

向けた取組みの

必要性 

ＫＤＤＩ 

現在の販売奨励金は、見直しの必要性がある場合には、事業者の自主的な取り組みによって解

決していくべき。 

機種変更にかかる販売奨励金は、端末使用期間毎に、短ければ低額／長ければ高額に設定され

ていること等を踏まえると、不公平性は必ずしも生じていないものと考える。 

一方、報告書案のとおり選択肢を設ける場合には、以下の点についてより慎重な検討が必要。

（１）端末価格と販売奨励金 

☆ 
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販売奨励金は端末機種や発売時期によっても異なっており、販売奨励金の額に応じて通信料金

を設定した場合、お客様が実際に支払う端末価格と通信料金における公平性は、かえって損なわ

れる可能性がある。 

（２）携帯事業者による端末販売価格への関与の問題 

端末の販売は、携帯事業者と代理店間の契約、代理店とお客様間の契約の二つの契約から成り

立っている。このため、前項の公平性を確保するために、携帯事業者が代理店における端末の販

売価格をコントロールすることは、独占禁止法（第１９条：再販売価格拘束）に抵触するため、

認められない。 

（３）選択肢を設けた場合の公平性確保 

販売奨励金を低廉に抑えた別の料金メニューを選択肢として設けた場合、一旦、従来のスキー

ムで高額な販売奨励金を享受し、安価な端末を購入した後、即座に当該料金メニューへ移行する

ことは、新たな利用者間の不公平を招くおそれがある。このため従来スキームで加入後一定の期

間は、従来の料金メニューの支払を求める等の措置が必要。 

また、利用者間の不公平を是正するという本来の主旨から考えると、従来の販売奨励金を前提

として低廉な価格で販売される端末については、当該端末の使用期間等についても一定の制限を

設けることが必要となるものと考えるが、こうした措置が利用者に受け入れられるのか慎重な判

断が求められる。 

イー・アクセス 

ＳＩＭロック及び販売奨励金の解除にあたっては慎重に議論すべき。ＳＩＭロック及び販売奨

励金それぞれの解除にあたっての課題だけでなく、両者を関連付けた観点からの課題の洗い出し

も必要。 

☆ 

ＪＣＴＡ 

・販売奨励金やＳＩＭロックが、携帯電話の加入者数の増加に効果を上げてきたと考えるが、今

後は、利用者利益保護や携帯電話による情報流通促進の観点から、通信料金がより安価になる

ことや、利用者が手軽に事業者を変更できることによりさらに競争が促進されることが必要。

・このため、販売奨励金やＳＩＭロックについてはできるだけ早く廃止することが望ましい。 

・なお、本件の議論は、関係事業者やベンダーだけでなく、消費者団体の参加を得て行うべき。

☆ 

テレサ協 

事業者ロックの解除はＭＶＮＯの新規参入を促進する面もあるため、携帯端末市場の競争促進

に向けた検討については、これらを総合的に勘案したものであることが望ましいという報告書案

の見解に賛同。 

端末販売奨励金の全廃もしくは厳格な金額制限を付与することを要望。その理由は不当廉売に

当る可能性が高いからである。 

すなわち、ＭＮＯは高い料金設定により獲得した資金を端末販売につぎ込み、端末／ＳＩＭロ

ックと連動させて、端末市場を通信市場と固定的に結びつけたビジネスモデルを創出し、結果的

に世界市場にふんだんにある各種端末の利用機会を、大幅に低減している可能性があると認識。

このことは、さらに、端末製造業者とＭＮＯの特殊な関係を構築し、端末製造業者が廉価で高性

能な端末を製造するインセンティブを失わせる事態を形成。さらに重要なことは、端末販売奨励

金制度がその原資に乏しい資金力の弱いＭＶＮＯ、もしくは端末開発経験のないＭＶＮＯに対す

る参入障壁にもなっているという点である。すなわち、ＭＮＯが端末販売奨励金を投入して端末

を相当に安く販売している一方でＭＶＮＯが同じ端末を（端末販売奨励金のなしの）原価で販売

するとすれば、相互の競争になり得ない。 

以上述べたように、ＭＮＯがＭＶＮＯ事業を受け入れた場合の最大の課題が端末の調達（ａｖ

ａｉｌａｂｉｌｉｔｙ）にあることを考えると、一刻も早く端末販売奨励金が廃止され、もしく

○☆ 
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は大幅に制限されて、公平な競争が行われる環境が形成されることを強く希望する。 

ＳＩＭロック／事業者ロックの解除もＭＶＮＯの活性化に有効であるため、解除することを要

望する。 

既に述べたように、ＭＶＮＯにとってＭＮＯが仕様を制定した端末を利用することは重要。こ

の場合、ＭＮＯ側に、自社ブランド検収が終了した白ロム状態のＭＮＯ仕様端末の供出を要望す

る。その上で、端末内部に独自のソフトウェア等をインストールするなど、ＭＶＮＯとしての機

能改良が必要となるので、以下をさらに要望する。 

端末内部リソースの制御によるアプリケーションサービス提供が想定されるので、ｉ／ｖ－アプ

リ 及びＭＮＯが保有する携帯電話向けアプリケーションのプラットフォーム及びそれを活用し

たソフトウェアダウンロード機能のＭＶＮＯ（もしくはＭＶＮＥ）による使用を開放することも

重要。現在、ＭＮＯが保有する携帯電話向けアプリケーションのプラットフォーム及びそれを活

用したソフトウェアダウンロード機能は、ＭＮＯの承認がないとＣＰ（コンテンツプロバイダ）

はアプリケーションを提供できない仕組みになっている場合がある。これは、公平競争の確保及

び自由でかつバライエティに富んだサービス実現の観点から言えば、セキュリティ上の課題解決

等の能力を有するＭＶＮＯ（もしくはＭＶＮＥ）では、ＭＮＯの規制がない形で、自由にＣＰに

対してアプリケーション提供を促せることが望まれる。 

ＣＩＡＪ 

携帯端末市場における国際競争力の強化については、諸外国ならびに海外競合ベンダーの戦略

を見据えながら、我が国の強みを生かせる方策に取り組むべき。 

端末機器やシステムへの信頼性に対する要求は、ますます高いものになってくる。安全なユビキ

タス社会を保証するためには、機器に対する信頼性の担保、安全なシステムの開発など官民が共

通の認識を持って取り組む必要がある。 

検討にあたっては、「携帯端末市場の国際競争力の強化」を念頭に「自由な市場環境」「ユーザの

利便性向上」等の原則を担保し、幅広い分野の参加者を得てオープンな議論が行われるように要

望する。 

☆ 

フュージョン 

 

携帯端末に関しては、下位（端末）レイヤーに対するオープン性の確保と、ネットワーク中立

性の確保を担保が必要。当該端末がＩＴＵや３ＧＰＰ等の国際標準に合致している限り、自由に

ネットワークへの接続が行えるべき。 

また、現在の携帯電話事業のビジネスモデルは、販売代理店に対してＭＮＯが販売奨励金を支

給する一方、当該コストは利用者から料金の一部として回収している。これは端末販売の自由度

を奪っている。技術的なオープン性の確保と合わせて、この点も是正する必要がある。 

☆ 

 

２．紛争処理機能の強化 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

総論 

ソフトバンク 

ＩＰ化の進展に伴いビジネスモデルの多様化が進展することが見込まれる中、電気通信事業者

と上位レイヤーの事業者との間における紛争事案等についても、紛争処理機能を扱うことができ

るよう、機能強化を図ることが適当であるとの報告書案の内容に賛同。 

ただし、取扱事案の範囲の拡大は、電気通信事業以外のビジネス領域にも紛争処理委員会が関

与していくことを意味することから、そうした観点からは、公正取引委員会等の他の行政機関と

の連携の強化がこれまで以上に必要になってくる。 

○☆ 
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また、紛争処理委員会の機能向上という観点では、電気通信関連技術や経済学等に関するさら

なる専門性の向上が不可欠。 

ＪＣＴＡ 

紛争当事者や対象事案の範囲が拡大されると、紛争処理の内容は多様化することから、紛争処

理委員会の体制強化を行い、処理機能が強化されることが必要。 

紛争事案は、電気通信事業法のみならずＮＴＴ法、独占禁止法の精神に照らし、多面的な見地

により処理されることが必要。 

迅速かつ円滑な紛争処理を確保する

ための機能強化の必要性については、本

章２に記述のとおり。 

テレサ協・ＭＶＮ

Ｏ協議会 

本項について、ＩＰ化の進展に伴いビジネスモデルの多様化が進展することが見込まれる中、

迅速かつ円滑な紛争処理を確保するための機能強化を図ることが必要であり、紛争処理機能の強

化の方向の報告書案の見解に賛同。 

○ 

ＫＤＤＩ 

サービスの融合が水平的、垂直的に進展する中で、紛争処理の対象を拡大していくことは適当。

ただし、通信事業者間の相互接続とは異なる事業領域における一般の商取引においては、取引

の成立の可否はビジネスベースでの協議の中で事業合理性を以って判断されることが基本である

ことから、紛争処理委員会が扱う事案は、電気通信事業法の目的に適う範囲に留めることが適当。

☆ 

イー・アクセス 
紛争当事者の範囲の見直し及び機能強化について賛成。これにより本機能利用スキームがより

効果的になり、制度利用の活性化につながることを期待。 

○ 

ＭＣＦ 

コンテンツ・アプリケーションレイヤーにおいては、サービスや業態別に多様な事案が想定さ

れるためこれら個別事案について迅速に対応する必要があるという状況を考えると、紛争処理委

員会での当事者の範囲を電気通信事業者と上位レイヤーの事業者間の紛争事案も取り扱えるよう

に機能強化を図るという報告書案に賛成。 

○ 

（１）紛争当事者の範

囲の柔軟な見直し 

ＮＴＴドコモ 

ＩＰ化の進展により様々なビジネスモデルが登場し、競争も、またそれに伴う紛争も多様化す

ることが考えられるため、まず紛争処理機能強化ありきではなく、競争の激化と業界の複雑化を

踏まえ、透明性・客観性・中立性を従来以上に確保するための議論が必要。 

従って、Ｐ８９（１）紛争当事者の範囲の柔軟な見直しにおいて「一方当事者を電気通信事業

者とし、上位レイヤーの事業者を一方当事者とする場合も現行の紛争処理機能を扱うことができ

るよう機能強化を図ることが適当である」とあるが、異質な両当事者間における規範もしくは尺

度の客観性・透明性・中立性が確保されていない段階の紛争においては、紛争処理スキームで結

論を出すのではなく研究会等で更なる検討を行い、判断基準となる規範もしくは尺度が明らかに

されることで透明性・客観性・中立性が確保されるよう慎重に判断されるべきであるため、その

旨の記載が追加されるべき。 

透明性・客観性・中立性を確保した紛

争の解決には、研究会等において判断基

準等を明らかにするとともに紛争処理

事例を積み重ねていくことが有効かつ

適切と考える。 

 

イー・アクセス 

土地等の使用に係る紛争事案のみならず、ＭＶＮＯサービス提供に係る事案についても、紛争

処理機能の拡充を図るべき。具体例としては卸電気通信役務によるＭＶＮＯサービス提供に係る

事案が発生した際に、現状の事案の役務対象範囲を「接続」として整理されているままでは、対

象範囲に含まれないことが想定される。 

電気通信設備の接続と卸電気通信役

務の提供に関する契約のいずれについ

ても、紛争処理委員会によるあっせん又

は仲裁の対象とされている（電気通信事

業法第１５４条第１項、第１５５条１項

及び第１５６条第２項）。 

（２）紛争処理事案の

範囲の見直し 

電事連 

「電柱等の使用全般ついての紛争処理委員会によるあっせんや仲裁」については、前段の「電

柱等の利用手続きの明確化や紛争事案のデータベース化を図る等の措置（第３章１（３）「設備競

争の促進に向けた取組み」を参照）」の実施結果に基づき、実態を踏まえて検討すべきものであり、

現時点で「あっせんや仲裁を認めること」ありきで報告書へ記載するのは時期尚早。 

電柱等の使用全般については、既に協

議開始命令や利用条件等に係る裁定制

度の対象となっていることから、対象範

囲の拡大ではなく、あっせんや仲裁を認

めることにより事業者の選択肢を広げ
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ようというものであり、適切と考える。 

ソフトバンク 
意見申出者の情報を開示しない仕組みを導入することについて賛同。こうした制度の導入によ

り、意見申出者の権利が保護され、意見申出の件数も増加する可能性がある。 

○ 

ＮＴＴ東 

申出者を特定できる情報を開示しない場合、事実に反する又は推測に基づく等の無責任な意見

申出の乱発を招くおそれがある一方、被申出者側としては、申出者が特定されないために十分な

事実関係の調査等ができない可能性があることに留意する必要がある。 

その際、十分な事実関係の調査等ができなかったことを理由として、被申出者が不利な判断を

押し付けられることがないよう十分に配慮していただく必要がある。 

（３）意見申出制度の

改善 

ＮＴＴ西 

申出者を特定できる情報を開示しない場合、事実に反する又は推測に基づく等の無責任な意見

申出の乱発を招くおそれがある一方、被申出者側としては、申出者が特定されないために十分な

事実関係の調査等ができない可能性があることに留意する必要がある。 

そもそも、意見申出制度は単なる噂や風説の類を扱う性格のものではなく、申出者の秘密保護

に過度に傾斜した制度とする必要はない。 

申出者を特定できる情報を開示しな

いことについては、「申出者の秘密保護

に合理的根拠が認められる場合」を念頭

に置いており、その具体的内容について

は、ご指摘の点も踏まえつつ本項目に記

述のとおりガイドラインにおいて明確

化することが適当と考える。 

 

３．ユニバーサルサービス制度の見直し 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

（１）ＩＰ化に伴うユ

ニバーサルサービス

制度の見直しの必要

性 

ＫＤＤＩ 

情報通信市場におけるユニバーサルサービスとは、「国民生活に不可欠」であって、国民全体に

最低限のコミュニケーション手段として確保されるべきサービスであると考える。したがって、

ユニバーサルサービスの受益者は電気通信事業者のみではなく国民全体であり、国が公的支援に

よって国民に提供を保証することが基本であると考える。 

これに対してブロードバンドサービス等は「国民生活の質的向上」に係るものであって、ユニ

バーサルサービスの概念とは根本的に異なるもの。サービスの普及における地域間格差を是正す

ることを目的にしたデジタル・ディバイド解消とユニバーサルサービス制度は厳密に区別して議

論されるべき問題と考える。 

（１）技術進展とサービスの多様化 

国民生活に不可欠であって、国民全体に最低限のコミュニケーション手段として確保、維持さ

れるべきユニバーサルサービスは、音声通話であると考える。しかし、音声通話を提供する手段

は、従来のＮＴＴ固定電話だけであった時代から、技術の多様な進展等により、携帯電話やＩＰ

電話など複数の手段から選択可能な時代を迎えている。ユニバーサルサービスを技術革新の考慮

を行わずに特定の技術のみで定義すれば、常にその更新が必要になることは報告書案の指摘の通

りであり、音声通話を固定電話だけで維持するという現在の制度から、固定電話や携帯電話、Ｉ

Ｐ電話等、複数の通信手段の中のいずれか一つを経済合理性の観点から選択することによって音

声通話を維持するという概念に基づく制度へ枠組みを改めるべき。 

（２）ユニバーサルアクセス 

報告書が提案する「ユニバーサルアクセス」はブロードバンドサービスに係る概念であると考

ユニバーサルサービス制度の見直し

は、今後ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が

急速に進展すると見込まれる中、ユニバ

ーサルサービス制度の対象範囲等につ

いて、前広に検討していくものである。 

なお、ご指摘を踏まえ、脚注５７を追

加し、明確化を行った。 
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える。そうであれば、前述のとおり、現在でも公的支援によって解消施策が進められているデジ

タル・ディバイドはユニバーサルサービス制度とは別に論じられるべき課題。 

「ユニバーサルアクセス」についてはまずその定義や概念を明確にした上で、デジタル・ディ

バイド解消の問題との関係を整理し、併せて国民生活に不可欠なものに対する国や地方公共団体

等の公的な負担による提供の必要性の視点からユニバーサルサービス制度の在り方を抜本的に見

直していく必要。 

 
ソフトバンク 

「今後ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が急速に進展すると見込まれる中、ユニバーサルサービス

制度の対象範囲やそのコスト算定の方法等について、これに先んじて前広に検討に着手すること

が必要である」とする報告書案の内容に賛同。 

○  

 

 

ＫＶＨ 

ユニバーサルサービス制度の定義からみて、ＰＳＴＮについてのみ適用している現制度はＩＰ

化の時代の流れに逆行し、携帯ビジネスやＩＰ電話の進展にとって逆インセンテイブを与えかね

ないものと考える。なぜ、このＩＰ化が叫ばれて久しい現在に、時代に取って代わられようとし

ているＰＳＴＮを保護しなければならないか理解に苦しむ。時代の流れに逆らって現行体制を維

持しようとするのは、経済合理性と市場メカニズムを歪めるもので賛同できない。また、不採算

地域が全国の４．９％の地域であるとする合理的な説明もなく、本制度適用事業者は、毎月、使

用電気通信番号を当局に報告しなければならないという煩雑さとも相まって、現行制度は多くの

矛盾を内包。このことから、現状のＰＳＴＮに関する制度を早期に見直し、携帯電話及びＩＰ電

話を考慮にいれたユニバーサルサービス制度の検討にいち早く着手していただきたい。 

ユニバーサルサービス制度の見直し

は、今後ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が

急速に進展すると見込まれる中、対象と

なるサービスの範囲等について前広に

検討していくものであり、具体的な制度

の在り方については、０７年中にその結

果を取りまとめるべく検討の場を設け、

フィージビリスタディなどを行う予定

である。 

なお、現行の制度の考え方について

は、平成１７年１０月の情報通信審議会

答申「ユニバーサルサービス基金制度の

在り方」等において整理されているとこ

ろである。 

（２）見直しに際して

の基本的視点 

ＫＤＤＩ 

（１）固定と移動 

技術進展に伴って、ユニバーサルサービスを複数の手段で重畳的にではなく、経済合理性の観

点から選択的に維持する考え方へ改めることが必要。その場合に維持されるべき機能は音声通話

であって、モビリティそのものが必要最低限確保されるべき機能ではないことを前提に検討が進

められるべき。 

（２）重畳提供の問題 

ブロードバンドサービスは、国民生活の質的向上に係るものであって、全国民に最低限確保さ

れるべきユニバーサルサービスではないことを前提に議論が進められることが必要。なお、ユニ

バーサルサービスの提供に係る費用は受益者である国民が負担するものであり、費用規模の抑制

が常に図られることが必要。 

（３）料金の適正性 

ユニバーサルサービスとして維持されるべきは音声通話であって、その料金水準は現在の市場

価格等から決定されるべき。 

ユニバーサルサービス制度の見直し

を行うに当たっては、Ｐ９０に記述のと

おり、モビリティを有するサービスの扱

い、利用者負担の問題、料金の低廉性の

確保などの観点も含め、慎重に検討を行

う必要があると考える。 

 

ソフトバンク 

制度の見直しにあたっては、競争中立性及び技術中立性を確保するという視点が不可欠。具体

的には、補填額が膨らむことによる電気通信事業者及びユーザの負担増大を避けること、及び必

要以上に現在のＰＳＴＮを保護することによりＩＰへの移行の阻害を避けることが必要。 

更に、報告書案にもあるとおり、今ユニバーサルアクセスという概念を導入し、ユニバーサル

アクセスの確保を見直しの中心とすることが適当と考える。なお、検討に際しては、報告書案に

○☆ 
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ある、「真に確保されるべきブロードバンドアクセスとはどのようなものか、その要件について厳

格化を図るとともに、コスト算定モデルの在り方についてもあわせて検討を行う必要がある」と

いうアプローチが有効であると考える。 

 
イー・アクセス 

ユニバーサルアクセスの概念に基づく検討に賛成。 

補填対象・負担方法の議論にあたっては、費用対効果の検証も合わせて必要。 
○☆ 

 

ＨＯＴｎｅｔ 

ユニバーサルサービス制度については、現時点では負担が発生していないことから、その趣旨

について利用者の理解を得られるかが、制度定着の重要な課題。本案検討事項にある「ユニバー

サルアクセス」の考え方については、適用範囲が広がることから、利用者が納得し負担すること

ができるかという点についても慎重な検討を求める。 

 
富士通 

制度の見直しに当たっては、ユニバーサルアクセスの概念の検討等も含め、補填対象が拡大し

補填額が肥大化することの無いよう、フィージビリティスタディによる具体的な検討を踏まえて、

慎重に検討すべき。 

 

経団連 

報告書案では、「ユニバーサルアクセス」の概念を含めて検討するとしているが、いたずらに負

担が増大することのないよう、慎重に検討すべき。 その際、昨今の急速な技術革新、市場環境

の変化を踏まえ、受益者の対象範囲を含めて精査するなど、既存の基金制度を超えて、原点に立

ち戻る形で制度自体の抜本的な見直しを行なうべき。 

ユニバーサルサービス制度の見直し

を行うに当たっては、Ｐ９０に記述のと

おり、制度設計の在り方如何によって、

補填額が膨らみ、利用者の負担が著しく

増大する可能性があるため、ご指摘の観

点も踏まえつつ、慎重に検討を行う必要

があると考える。 

 

ＣＩＡＪ 

意見の要旨 

ＰＳＴＮとＩＰ網が併存する中での、ユニバーサルサービスを検討する場合、ユニバーサルサ

ービスの概念やその範囲を改める必要があると考える。また、幅広い関係者の参画や意見聴取が

必要と考えられると共に、運営等のオープン化を希望する。 

 

提出意見 

①ＰＳＴＮとＩＰ網が併存する中での、ユニバーサルサービスを検討する場合、ユニバーサルサ

ービスの概念を改めると言う考え方に賛同。あわせてユニバーサルサービスの範囲も改める必

要がある。ＰＳＴＮとＩＰ網では支える技術が異なるため、実現できるサービスも多少異なっ

てくるものと考える。よって、サービス内容に基づいた概念形成が行われることを希望する。

②制度の見直しは、従来のＰＳＴＮでは考えられなかった様々な選択肢があるものと考える。通

信事業者、学識経験者、消費者団体、民間企業等の幅広い関係者からの意見聴取及び検討会な

どへの参画が必要と考える。 

③制度の見直しに当たっては、「公正かつ透明な手続きの確保に特に留意しながら検討を進めるこ

とが求められる。」とする考え方に賛同。これまでの検討会と同様に、その運営等をオープンに

し、検討過程が明確になるような運営方法を希望する。 

○☆ 

 

 

ウィルコム 

ユニバーサルサービスのサービスレベルについては、本制度が最終的には利用者に負担を求め

る構造となっていること、現在のユニバーサルサービスにより実際に負担が生じるのが、来年１

月からであること等を考慮すると、現在のユニバーサルサービスに対する評価を一度行ったうえ

で、広く国民に対して今後のユニバーサルサービスの在り方を伺う等、慎重に議論していくべき

ものであると考える。 

ご指摘を踏まえ、「制度運用の実態等

も踏まえつつ、０９年度段階で本格的な

検討を行う」旨追記。 

 ＮＴＴ持株、 

ＮＴＴ東 

ユニバーサルサービスの在り方については、技術の変化等によりその内容が変化するものと考

えるが、「いつでも、どこでも、誰にでも、最低限の通信手段を確保するためのもの」という考え

方そのものは変わらないと考えており、その意味で当面それに該当するサービスは固定電話であ

○☆ 
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ると考える。また、ユニバーサルサービスの維持費用は最終的には広く通信サービス全体の利用

者に負担を求めることになることから、その対象範囲の拡大については社会的なコンセンサスを

得る必要がある等、慎重な検討が必要であると考える。 

 
ＮＴＴ西 

ユニバーサルサービスの維持費用は最終的には広く通信サービス全体の利用者に負担を求める

ことになることから、その対象範囲の拡大については社会的なコンセンサスを得る必要がある等、

慎重な検討が必要と考える。 

 

ＮＴＴドコモ 

ユニバーサルサービスは電気通信事業法において「国民生活に不可欠であるためあまねく日本

全国における提供が確保されるべきもの」とされているとおり不可欠性が低料金性、普遍性の理

由とされているが、ユニバーサルアクセスの概念を検討する場合であっても、その低料金性や地

域格差なくという条件を導き出す根拠は、現状「不可欠性」に見出さざるを得ないものと考える。

従って、「フィージビリティスタディ」で検討を行っていく際には、事業法における「国民生活に

不可欠である」の意味を明確化することを起点とした不可欠性を念頭においた検討が先ず行なわ

れるべき旨が報告書に記載されるべきである。 

ご指摘を踏まえ、Ｐ９４「見直しに向

けた基本的視点」において、「上記のユ

ニバーサルサービスの基本的要件を念

頭に置きつつ、」との文言を追加した。 

（３）見直しに向けた

検討スケジュール 

ＫＤＤＩ 

制度の次回見直し時期には、公的負担の在り方を含め抜本的に見直していく必要がある。 

ユニバーサルサービスの範囲や提供手段を従来のＰＳＴＮサービスの固定電話に限定すること

は適当でなく、複数の手段から経済合理性の視点で最適な提供手段を選択するという考え方とす

ることが必要であると考える。そのため、ＩＰベースの電話の市場動向は十分に注視されるべき

だが、ブロードバンド普及といったデジタル・ディバイド解消の問題は、必要最低限のサービス

を確保するユニバーサルサービス維持の問題と分けて議論されるべき。 

ご指摘を踏まえ、脚注５７を追記し

た。 

 

ソフトバンク 

制度の見直しについては、平成１７年１０月２５日情報通信審議会答申「ユニバーサルサービ

ス基金制度の在り方」において「今次見直し後の基金制度については平成１７年度から１９年度

まで用いることとし、平成２０年度以降の計算については必要な見直しを行っていくことが適当

である」とされており、当初のこのスケジュールを維持するとともに、ＩＰ化の進展状況に合わ

せて適切な対応が可能となるよう、前広に検討を進めて頂くことが適当と考える。 

ブロードバンドサービスの普及を念

頭に置いた制度見直しの方向性につい

て、０７年中にその結果をとりまとめる

べく検討の場を設け、フィージビリスタ

ディなどを行う予定。 

 

ＨＯＴｎｅｔ 

ユニバーサルアクセスの考え方にもよるが、２０１０年度にブロードバンドゼロ地域を解消す

るための基盤を整備するには、制度の見直しを２００９年段階で本格検討をするのでは遅い。基

盤を整備する段階からブロードバンド時代のユニバーサルサービス制度を明確にして通信事業者

側の負担や助成などを意識して進めないと、整備自体がすすまないという結果が推測される。ユ

ニバーサルサービス制度見直しの遅れが、特に条件不利地域におけるブロードバンドサービスの

展開に不利・負担とならないようにすみやかに検討するなど配慮を望む。 

ブロードバンド基盤の整備促進とユ

ニバーサルサービス制度の在り方につ

いては、いずれも重要な政策課題ではあ

るが、両者を区別して議論を行う必要が

ある（脚注５７参照）。 

 

４．市場退出ルールの明確化 

 

提出者 
意 見  考 え 方 

ＫＤＤＩ 

市場退出のルールが緩和された理由は規制緩和に基づくものであるが、仮に緩和がお客様利益

を阻害していることがあれば、お客様保護の観点から、ガイドライン策定等、何らかの指針が設

けられることが望ましい。事業者間の債務不履行等は重要な課題ではあるが、ルール策定にあた

っては先ず、お客様保護の観点から検討が進められることが必要。 

☆ 

ソフトバンク 
市場退出ルールに関して、現行制度の問題点を整理し、ガイドラインを作成することに賛同。

今後、規制緩和による参入障壁の低下やＭＶＮＯの進展等によって、多種多様な事業者が新た

○☆ 
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に電気通信市場に参入することが想定されているところ。一方で、電気通信業界における競争は

激化しており、市場からの退出を余儀なくされる事業者も出てくるものと想定され、そうした場

合における利用者保護の在り方について、より具体的なルール整備を行っておくことは有効。 

イー・アクセス 

預託金制度については、預託金の金額等各基準を明確化したうえで公表し、それに則り運用を

行うようルール化すべき。 

指摘されている通り、新規参入事業者にとって本制度は参入障壁となるだけでなく、協議の長

期化、また根拠のない預託金によっては経営を圧迫しかねない状況になる可能性がある。 

○ 

グローバルアクセス 

事業の休廃止に係る手続きのガイドライン化について賛同。 

なお、預託金制度の導入等、債務不履行リスクの扱いについてのルール化についても望ましい

と考えているが、預託金等の協議が整うまで接続・工事等の手続きを停止することについては、

接続事業者が、納期遵守等のため接続・工事等の手続きの早期再開のために預託金等の条件を飲

まざるを得ない状況となり健全な協議が不可能となるおそれがあることから、指定電気通信設備

との接続の場合については、協議中における接続・工事等の手続等を停止することは禁止すべき。

○☆ 

ＮＴＴ持株 

競争の進展に伴い事業者が市場から退出するケースが現実に多数発生しており、接続事業者に

対する接続料債務の不履行リスクの扱いに関して、一定のルールを設けることが必要。 

当該ルールの設定にあたっては、例示されている預託金制度に加え、貸倒損失の接続料原価へ

の算入、網改造費用の事前負担についても検討する必要がある。 

ＮＴＴ東 

接続料債務の不履行リスクの扱いに関して、総務省において一定のルールを設けることは賛成。

当該ルールの設定にあたっては、例示されている預託金制度に加え、貸倒損失の接続料原価へ

の算入、要望事業者による網改造費用の事前負担、預託金等の債権保全措置の実効性を担保する

ための措置（例えば、債権者が求めた債権保全措置に応じない場合に当該債権者が採りうる対抗

措置等）についても盛り込むべき。 

ＮＴＴ西 

接続料債務の不履行リスクの扱いに関して、総務省において一定のルールを設けることは賛成。

当該ルールの設定にあたっては、例示されている預託金制度に加え、貸倒損失の接続料原価へ

の算入、網改造費用の事前負担、預託金等の支払いに応じない場合に債権者が採りうる対抗措置

等についても盛り込むべき。 

このようなルールを整備することが「造るより借りた方が得」となる仕組みを是正することに

もなり、健全な設備競争を促進することにつながるものと考える。 

○ 

ご指摘の貸倒損失の接続料原価への

参入等については、関係事業者の意見も

踏まえつつ、今後その取扱いについて検

討すべきと考える。 

 

５．その他行政に求められる事項 

 
項  目 

提出者 
意 見 考 え 方 

ＫＤＤＩ 
報告書案が指摘するとおり、様々な審査基準等の競争ルールが一覧性を持って整理されること

は行政手続の透明性の確保の観点から望ましい。 

○ 

ソフトバンク 

「競争政策ポータルサイト」を開設し、総務省ホームページにおいて公表するとする報告書案

に賛同。 

具体的には、各種ガイドライン等の一覧や、各種ルールの策定、見直しに関する議論の変遷の

一覧等の掲載を要望。 

○ 

（１）競争ルールの透

明性の確保 

イー・アクセス 
各種法制度の運用を包括的に一覧できる仕組みとして、「競争政策ポータルサイト」を設けるこ

とに賛成。 

○ 
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ＫＤＤＩ 

ＩＰ化等の技術の進展に伴い、電気通信番号の在り方が適宜見直されることの必要性は報告書

案の指摘のとおり。見直しに際しては、お客様利益の最大化の観点を基本に、関係事業者等との

十分な意見交換を行っていただくことが必要。 

○ 

イー・アクセス 

電気通信番号の付与については、新規参入事業者の事業開始時点において、その事業計画に大

きな影響を与えないような、柔軟な運用がなされることを要望。 

例えば、新規参入事業者の初期の電気通信番号付与時においては、総務大臣によって認可され

た開設計画の「加入数見込み」を考慮し、新規参入事業者が必要とする番号ブロックを付与する

といった対応等が挙げられる。そうすることによって、電気通信番号の不足が原因のために、ユ

ーザ獲得機会を喪失してしまう等の事業リスクを回避することが可能となる。 

また、多くの番号ブロックを付与することにより、少ない番号ブロックに分けて、複数回にわ

けて付与する場合に比べ、相互接続等の初期コストを削減することが可能となり、新規参入事業

者の市場への参入を契機とした競争が促進されるものと考える。 

電気通信番号は有限な資源であり、電

気通信事業法に基づき、公平かつ効率的

な使用が図られるよう指定を行うこと

が適当と考える。 

（２）電気通信番号の

在り方 

エニーユーザー 

インターネットインフラの向上に伴い、インターネット電話の品質は明らかに向上している。

半面、携帯電話においては、電波の届かない場所、電波の悪い場所等により、通話音質がインタ

ーネット電話より劣る場合もあるにもかかわらず、音声品質基準は明確化されていない。今後の

ＩＰ化時代において、インターネット電話イコール品質保証がないから電気通信番号の付与が認

められないという既定のルールは、利用者の視点に立ち再検討が必要。 

☆ 

ＫＤＤＩ 

ＩＰ化等の技術進展により、多くの技術的・制度的課題が国境を越えて発生することは十分に

想像される。 

行政においては事業者間の協議を基本とし、その協議が円滑に行われない場合等には積極的な

支援を事業者に対して行っていただきたい。 

○ （３）国際的に生じる

課題への対処 

ソフトバンク 
国際間のインターネット接続料金に関する問題については、ＩＴＵ等にて行われている議論の

方向性と歩調を合わせて進めることが重要。 

○ 

ソフトバンク 

規制の国際的整合性の確保は、市場のグローバリゼーション化を考慮した場合に重要であり、

「各国の競争ルールの整合性が確保されなければ国内ルールの有効性が著しく減じられる可能性

も否定できない」とする報告書案の内容に賛同。 

規制の国際的整合性の確保の観点から、日本からの情報の発信のみならず、日本の制度設計に

おいて海外のベストプラクティスも積極的に参考とすべき。 

○ （４）競争ルールの国

際的整合性の確保 

Vodafone（英） 

ＰＳＴＮからＩＰベースのネットワークへの移行における課題については、世界中の多くの規

制当局及び事業者が、概ね同じ時期に直面しており、ほぼ同様の問題を抱えている。ベストプラ

クティス及び国際的な傾向を注意深く検討することは、非常に有益。総務省が認識しているとお

り、現在、いくつかの最も興味深い規制の革新が、欧州連合において実施されている。総務省の

報告書案は、これらの進展について肯定的に評価しているものと考える。 

ご指摘の点については、本項目に記述

のとおり。 
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第７章 新しい競争促進プログラムの策定に向けて 

 

提出者 
意 見  考 え 方 

ＫＤＤＩ 

１．ＮＴＴ組織問題の抜本的取組みと当面の措置 

真の公正競争を実現するには、ＮＴＴの組織問題に抜本的に取り組む必要があるが、ＮＴＴの

組織問題を検討する２０１０年までの当面の措置として、ＮＴＴグループの市場支配力の問題に

対するルールの整備を行うことは、市場支配力の濫用を抑止する上で極めて重要。 

 

２．新しい競争プログラムの策定方法について 

報告書案が提言する、関係者の意見招請を含むプログレスレポートの作成は、行政手続きの透

明性の確保からもたいへん有効。ＩＰ化を含む現在の技術進展と市場構造の変化のスピードを増

しており、競争プログラムは従来の整理のみにとらわれず、公正競争の確保とお客様利便の最大

化の観点から適時に見直されることが適当。 

○ 

ソフトバンク 

報告書案において示されている各種検討事項について「競争促進プログラム２０１０」の中で、

着実に推進して頂くことを要望。 

「競争推進プログラム２０１０」においては、多数の検討会等が発足されるものと想定される

が、総務省においてはこれらの多数の案件を推進していく上で必要な各種リソースを適切に確保

の上、着実に政策策定を行って頂きたい。 

また、報告書案にもあるとおり、「競争推進プログラム２０１０」を進める過程において、検討

事項ごとの定期的なモニタリング、審議会へのプログレスレポートの実施や、必要なリボルビン

グを実施することは有効。 

更に、通信関連法制の総合的な見直し及び通信・放送の融合法制について検討を行うことは重

要であり、２０１０年に向け着実に検討を進めて頂くことを希望。なお、検討に際しては、通信・

放送の融合が進展する中で、如何に公平な事業者間の競争環境を整備するかという観点を失うこ

となく、検討を進めて頂くことを希望。 

なお、電気通信市場における真にフェアな競争環境を整備するためには、「競争促進プログラム

２０１０」における検討だけでなく、最終的には弊社共にて主張しているように、ＮＴＴグルー

プの構造分離、資本分離を伴う「ユニバーサル回線会社」の設立が必要であると考える。 

○ 

ＮＴＴの組織の在り方に関する議論

は本懇談会の検討事項ではない。 

Ｊ：ＣＯＭ 
本報告書により「新競争プログラム２０１０」が速やかに取りまとめられ、実施されることを

強く望む。 

－ 

テレサ協・ＭＶＮＯ協議会 

本章について、報告書案の見解に賛同。 

加えて、通信事業に大きく影響を及ぼしながら旧態のハードウェア技術により制度設計がなさ

れている電波法について、最新の技術動向を踏まえ、様々な視点から見直しを行い、抜本改正に

向けて長期的な視点で検討に着手することを「新競争促進プログラム２０１０」に組み込むこと

が必要。 

○ 

通信と放送に関する総合的な法体系

の検討については、本懇談会における議

論の対象外である。 

富士通 

ＩＰ化の進展に伴い、通信と放送を連携した多様かつ高度なサービスの登場等、ブロードバン

ドインフラだけでなくサービス面でも日本が世界の先端となることが重要であることから、別途

検討される２０１０年に向けた通信と放送に関する総合的な法体系の検討と、本報告書案に示さ

れた新競争促進プログラムとが、整合性を持った形で、かつ出来る限り早期に実現されることを

期待。 

○ 
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ＮＴＴ持株 

①国内競争の促進の観点だけでなく、現在世界最先端の我が国のブロードバンドインフラの更

なる拡充を促進し、我が国産業全体の国際競争力の強化に繋げる観点も十分に考慮して検討を進

めていただくとともに、②今後も新たな技術革新やビジネスモデルの創造が不断に行われるブロ

ードバンド市場においては、各事業者による迅速かつ柔軟な事業展開・創造の芽を摘まないよう

極力事前規制を課さないことが市場全体のダイナミックな活性化のために必要であることを踏ま

えて策定していただきたい。 

ＮＴＴ東 

本報告書案の取りまとめにあたっては、国内の通信事業者間の競争だけに視点を当てたサービ

ス競争重視の競争政策の観点だけではなく、現在世界最先端の我が国のブロードバンドインフラ

の構築を促進し、国際市場における関連産業の競争力向上や新規ビジネスの創造等を通じ、我が

国産業全体の国際競争力の強化に繫がるような観点も十分に考慮して検討を進めることが必要。

また、実際の政策立案にあたっては、今後も技術革新やビジネスモデルの創造が不断に行われ

るブロードバンド市場においては、迅速かつ柔軟な事業展開・創造性の芽を摘むことがないよう、

事前に規制を課すことなく、事業者の自由なビジネス展開を認めることが市場全体のダイナミッ

クな活性化のために必要であることを踏まえ策定していただきたい。 

ＮＴＴ西 

冒頭で述べたとおり、２１世紀のブロードバンド時代にあたっては、従来の発想を転換し、事

業者が自らのリスクで設備を設置し、技術を開発し、それぞれの創意工夫によりお客様ニーズに

即したサービスを提供する競争環境を整備することにより、ＩＣＴ産業の成長・拡大、ひいては

我が国全体の経済の活性化、国際競争力の更なる向上を図るべき。 

また、ブロードバンド市場は、今後どのように発展を遂げるのか必ずしも見通せない将来性の

高い市場であることから、あえて事態の推移を先回りした想定や懸念に基づき、事前規制を課す

べきではなく、各事業者の自由な事業運営を保証すべきであり、万一それによって問題が生じる

のであれば、事後的に問題を解決する姿勢に徹するべき。 

☆ 

ご指摘の点については、新しい競争促

進プログラムに定める各論点の検討の

際に留意すべきと考える。 

経団連 

ルール型行政の推進を図り、透明な手続きにより新たな競争ルールを構築していく前提として、

従前の施策に対する適正な評価が不可欠である。この点、補論において、これまでの競争政策の

検証がなされているが、こうした検証・評価を継続し、競争ルールの整備に関するＰＤＣＡサイ

クルを確立することが重要であり、今後、情報通信審議会に競争促進プログラムの進捗状況の報

告などが、納得性、予見性の高いルール作りの端緒となることを期待。 

○ 

情報通信審議会への報告及びＰＤＣ

Ａ方式の採用については、本章に記述の

とおり。 

ＢＴ 

当社は、すべての利害関係者が新たな政策アジェンダである「新競争促進プログラム２０１０」

に向けて対応するための時間とリソースの配分をすることができるよう、明確なタイムテーブル

ができる限り早期に利用可能となるよう提案する。 
さらに、いつまでに新たな競争ルールの枠組みが実施され、いかなる追加的プロセス及び手続

が検討されるかについて明確にされるべきである。 

ご指摘の点については、第７章に記述

のとおり。 

 

その他個別の論点 

 

提出者 
意 見  考 え 方 

ソフトバンク 

現状、事業用電気通信設備規則第１１条では、停電時に通信が停止しないように自家用発電機

又は蓄電池の設置を義務付けているが、ＦＴＴＲサービスにおける加入者回線設備等の一部設備

については現状の電力供給状況や設備の特性等を考慮し（詳細は以下を参照）、技術適合基準を緩

和して頂くことを要望。 

ご指摘の点については、本懇談会にお

ける議論の対象外である。 
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ＫＶＨ 
外資規制撤廃後の構成競争条件確保について、外資系事業者に対する参入障壁がないか調査し

て何らかのロードマップを作成してもらいたい。 

☆ 

エニーユーザー 

現行サービスの問題点の洗い出し、評価については、市場で認知され普及しつつある世界の新

しい技術や仕組みを視野に入れ、検討していくべき。日本国内の規制により、日本企業によるイ

ンターネット・サービスが十分な利便性を提供できない場合には、国内ユーザが海外サービスへ

流れていくことが十分に考えられ、これは日本のインターネット技術・サービスの競争力の低下

にもつながりかねないと危惧される。 

ご指摘の点については、第６章５（４）

に係る検討の参考とする。 

経団連 

ＩＰ時代の通信・放送市場においては、公正・中立的な立場からのルール策定・執行、競争状

況の監視が重要となるが、わが国では、事業者間調整に特化しており、しかも規制と産業振興部

門が省庁内で一体となっている。利用者利益の向上に寄与する上でも、英米を参考に、通信・放

送に関する独立規制機関の設置についても報告書に盛り込むべきである。 

ご指摘の点については、本懇談会にお

ける議論の対象外である。 

個人 

競争的な環境整備により、都市部において急速にブロードバンドとその関連サービスの普及が

進む一方で、競争環境が得られない地域との間では地域間格差が広がっていく。ＩＰ化の進展に

伴う競争環境が得られない地域、特に条件不利地域を抱える地域においては、競争促進の観点よ

りもブロードバンドサービスの提供と安定的な運用を第一に考えるべきである。 

同上 

 


